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１ 予算の基本的な考え方 

（１） 区政を取り巻く環境 

◆ 政府は、令和 4年度の経済見通しにおいて、実質ＧＤＰ成長率は 3.2％程度、名目ＧＤＰ成

長率は 3.6％程度としており、『公的支出による経済下支えの下、消費の回復や堅調な設備

投資に牽引される形で、民需主導の自律的な成長と「成長と分配の好循環」の実現に向け

て着実に前進していく』としています。 

◆ 一方で、「感染症による内外経済への影響、供給面での制約や原材料価格の動向による下振

れリスクに十分注意する必要がある」とも述べており、今後の経済動向は、必ずしも楽観

できない状況です。 

◆ また、歳出規模が、コロナ対策や保育関連経費などの既定事業や新計画への対応などによ

り大きく伸びていることに加え、ふるさと納税制度や国による税源偏在是正措置の影響等

による減収の状況を踏まえれば、区財政を取り巻く環境は厳しい状況が続いていくものと

考えなければなりません。 

 

（２） 新ビジョンスタート予算～希望に満ちた杉並の 100 年へ～ 

◆ 基本構想の将来像である「みどり豊かな 住まいのみやこ」の実現に向けてスタートを切る

令和 4 年度予算を「新ビジョンスタート予算～希望に満ちた杉並の 100 年へ～」と名付け

ました。 

 

（３） 予算編成の基本的考え方 

◆ 新たな基本構想の実現の道筋となる総合計画に掲げる目標を達成するため、実行計画

に掲げる各事業がしっかりとスタートできるよう確実に予算に計上 

新年度は各計画の初年度であり、計画に定める各事業の目標の達成に向け、しっかりとス

タートを切ることが重要です。コロナ禍により、事業の実施に影響がでることも想定されま

すが、年度ごとに各計画に示した目標が達成できるよう必要な予算措置を行いました。 

 

◆ 足元の区民の安全・安心を守るための事業に必要な予算を計上するとともに、新たな

時代に向けた区政運営に必要な予算を計上 

いまだ収束が見通せないコロナ対策をはじめ、区民の安全・安心を守るため必要な経費に

ついては確実に予算措置を行いました。また、新たな時代に向けた区政運営に必要な予算と

しては、効率的で利便性の高い行政サービスを提供していくための「デジタル化推進計画※」

に基づく戦略的な取組、コスト削減を図りつつ、行政サービスの一層の質の向上を目指す

「区政経営改革推進計画※」に基づく取組、さらには、区民、事業者等、多様な主体との協
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働を大きく広げるための「協働推進計画※」に基づく取組などに要する経費等について予算

計上を行いました。 

※各計画については、p.5（２ 新たな「基本構想」と「総合計画等」について）を参照 

 

◆ 社会環境の変化や区民生活の様々な危機に対応することができるよう財政の健全性

の確保に努めた予算 

基幹収入である特別区税は前年度比 36 億円の増、特別区財政交付金については 56 億円

の増と見込んでいますが、社会環境の変化や災害対応等区民生活の喫緊の課題に対して、

躊躇なく財源を投入し、適時適切に対応することができる財政基盤を構築するため、歳出

削減、歳入確保、事務の効率化等に努め、財政の健全性を確保した予算編成を行いました。

今後の財政運営にあたっては、「財政健全化と持続可能な財政運営を確保するための基本的

な考え方」に基づき、引き続き健全な財政運営に努めます。 
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２ 新たな「基本構想」と「総合計画等」について 

 （１）新たな基本構想について 

区では、平成 24 年に策定した基本構想が令和 3 年度末をもって終期を迎えること

から、区民や区内関係団体、学識経験者、区議会議員からなる基本構想審議会の議論

の下、令和 4 年度を始期とする新たな基本構想を策定しました。 

この基本構想では、「人生 100 年時代」への対応や、確実に起きる災害への備えの

重要性、また誰一人取り残されることのない社会の実現、さらには、脱炭素社会に向

けた全員参加の取組などといった、今日的な課題への対応を掲げるとともに、今後概

ね 10 年程度を展望した杉並区の将来像を「みどり豊かな 住まいのみやこ」として

います。 

 

新基本構想に掲げる「杉並区が目指すまちの姿」と「８つの分野」        

 

 

 【杉並区が目指すまちの姿】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 【新基本構想に掲げる８つの分野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みやこ」には、首都のある 
都市という意味だけでなく、「人

が集まり楽しく暮らせる土地」と

いう意味もあります。 
 みどり豊かなこのまちを次世代

につなぐとともに、杉並の特徴で

ある「住宅都市」のイメージをさ

らに発展させ、杉並で暮らすすべ

ての人々にとって、安全・安心

や、にぎわい、快適さ、さらには

人々の息づかいが感じられるよう

な、ぬくもりと安らぎのあるまち

を築くといった願いを込めて、区

が目指すまちの姿を定めました。 

防災・防犯 
まちづくり 

地域産業 
環境・みどり 健康・医療 

福祉 

地域共生 
子ども 学 び 

文化 

スポーツ 
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（２）新たな総合計画等について 

  区は、新基本構想の実現を目指すための具体的な道筋として、令和 4 年度を始期

とする新たな総合計画等を策定しました。 
新総合計画等に基づき、時代や環境の変化に対応した区政を推進していきます。 

   
○計画の構成 

①杉並区総合計画 

新基本構想実現のための具体的な道筋について、長期的な視点に立って示す計

画で、8 つの分野ごとの将来像に向けた取組を具体化するための 29 の施策を定め

るとともに、施策展開を支える基盤となる「区政経営改革」「協働」「デジタル化」

の推進を図るための基本方針を示しています。 

  ②杉並区実行計画 

   総合計画の各施策に掲げる目標を達成するために、特に計画的に実施していく

必要がある取組・事業を具体的に明らかにした、財政上の裏付けを有する計画で

す。 

  ③杉並区区政経営改革推進計画 

   先行きが不透明な社会経済環境の中にあって、不断に区民サービスの質の向上

に努めていくためには、民間の経営感覚の導入や、職員の専門性の一層の確保を図

ることなどを通じて、単に経費の削減にとどまらない、時代の先を見据えた区政経

営を推進することが不可欠であるという認識に立ち、従来の「行財政改革」から

「区政経営改革」への転換を意図して策定する計画です。 

  ④杉並区協働推進計画 

   本格的な超高齢社会の到来や地域課題が複雑化・高度化していくことが予想さ

れる中、地域に開かれた多様な主体がつながる新たな協働の仕組みを形づくると

ともに、これまで行ってきた協働の取組を一層深化させるための計画です。 

  ⑤杉並区デジタル化推進計画 

   ＩＣＴの急速な進化やコロナ禍を契機とした社会変容を背景に、あらゆる分野

においてデジタル化の推進が求められており、サービスの向上と業務の効率化な

どの視点から、行政のデジタル化を推進するための計画です。 

  ⑥杉並区区立施設再編整備計画（第 2期） 

区政経営改革推進基本方針に基づき、今後、次々と更新時期を迎える区立施設の

再編整備や長寿命化を総合的かつ計画的に推進するための計画です。 
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○計画の体系図 

 

 
 

 
 

 
○計画期間 

  ・総合計画は、新たな基本構想の計画期間を概ね 10 年程度としていることから、

計画期間を 9 年間（令和 4 年度から令和 12 年度まで）としています。 

  ・実行計画の計画期間は、3 年間とし、総合計画の 9 年間を 3 つの期間に分けて 

策定します。 

  ・なお、計画の改定は、基本的に 3 年ごとに行いますが、必要に応じて毎年度 

修正を行います。 

  ・その他の計画は、総合計画・実行計画の計画期間に準じます。 

   （計画期間イメージ） 

 

各年度の予算
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３ 基本構想に掲げる8つの分野ごとの重点事業と 

「杉並の新たな時代を築く」及び「コロナを克服するために」の 

視点に沿った主な取組 

【防災・防犯】分野 

みんなでつくる、災害に強く、犯罪を生まないまち 

 特定緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化、 

     木造住宅密集地域等の建築物の不燃化の促進  1,084,047千円 
 耐震化の促進（p.111）、防災まちづくり（p.112） 

 

 狭あい道路拡幅整備と支障物件の除却、 

        電柱のセットバックで道路空間の確保   1,174,863千円 
狭あい道路拡幅整備（p.113） 

 

 新たに公園へ防犯カメラを設置、街角防犯カメラの増設        3,555千円 

 防犯対策の推進（p.64） 

 

【まちづくり・地域産業】分野 

多様な魅力と交流が生まれ、にぎわいのある快適なまち 

 浜田山駅南口の整備に着手               45,785千円 
多心型まちづくりの推進（p.116） 

～浜田山駅南口の地下連絡通路の設計～ 

 

 バリアフリー化の推進に向けた 

          区内鉄道駅ホームドアの設置支援           4,333千円 
ユニバーサルデザインのまちづくり推進（p.120） 

 

 環境にやさしい、利便性の高い移動手段へ 

         （次世代型交通まちづくりの推進）         11,583千円 
新たな地域交通の整備（p.119） 

～「杉並区地域公共交通計画」の策定～ 

～グリーンスローモビリティなど次世代型交通の導入に向けた 

意識醸成と実証実験～ 

-8-



 

 創業スタートアップ助成制度の創設                         15,300 千円 

     中小企業支援（p.70） 

 

 老朽化した商店街施設の整備への助成                           101,886千円 
商店街支援（p.70） 

～阿佐谷パールセンターのアーケード改修助成～ 

 

～浜田山及び八幡山の商店街のカラー舗装改修助成～ 

 

 農福連携農園（すぎのこ農園）の運営充実                  25,073 千円 
都市農地確保ほか（p.72） 

～区民・地域との連携事業の拡充～ 

 

～シンボルツリーの植樹～ 

 
 

【環境・みどり】分野 

気候危機に立ち向かい、みどりあふれる良好な環境を 

                  将来につなぐまち 

 太陽光発電システム・蓄電池・電気自動車用充電設備などの導入助成 

                                                           80,110 千円 

杉並産エネルギーの創出と省エネルギーの推進（p.124） 

 

 「すぎなみエコチャレンジ事業」の実施                4,941千円 

杉並産エネルギーの創出と省エネルギーの推進（p.124） 

～家庭や事業所での電気及びガス使用量の削減を促進～ 

 

 遊休区有地等を活用した再生可能エネルギー発電事業の調査・研究  

                                                  1,000千円 
杉並産エネルギーの創出と省エネルギーの推進（p.124） 

 

 区役所本庁舎における使用電力の再生可能エネルギーへの切り替え等 

                                                  1１,540千円 

区役所本庁舎等維持管理ほか（p.65） 
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 安全で快適に利用できる公園の整備                           421,479千円 

公園等の整備（p.122） 

～（仮称）荻外荘公園の復原・整備工事と追加用地の設計～ 

 

～馬橋公園の拡張整備に向けた既存開園区域の改修工事～ 

 

～松庵梅林公園の開園～ 

 

 

【健康・医療】分野 

「人生 100 年時代」を自分らしく健やかに生きることができるまち 

 在宅医療推進連絡協議会等における医療・介護の連携強化     11,802 千円 
在宅医療体制の充実ほか（p.86） 

 

 がん検診 質の向上と検査体制の拡充                          4,936千円 
がん検診（p.83） 

 

 

【福祉・地域共生】分野 

すべての人が認め合い、支え・支えられながら共生するまち 

 高齢・障害施策の連携による「共生型サービス」の推進          1,279千円 
共生型サービスの推進（p.97） 

 

 動物の適正飼養ルールの普及啓発や  

 災害時におけるペットの救護対策とドッグランの整備        24,689千円 

   生活衛生管理ほか（p.91） 

 

 犬型ロボット等を活用した高齢者の見守りや 

        フレイル予防の実証実験と調査・研究      1,000千円 
見守りサービス（p.93） 
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【子ども】分野 

すべての子どもが、自分らしく生きていくことができるまち 

 区立児童相談所整備に向けた設計に着手、 

            開設に向けた人材の確保・育成     17,062 千円 
区立児童相談所の設置準備ほか（p.101） 

 

 認可保育所の整備と巡回指導などによる保育の質の向上      676,776千円 

保育施設建設助成ほか（p.106）、巡回指導・巡回訪問ほか（p.107） 

～歳児別・地域別の保育需要に見合った整備～ 

 

 産前・産後支援の充実                                           67,723 千円 
母子に関する相談・講座等ほか（p.104） 

～出産育児準備教室（母親学級・パパママ学級）のオンライン実施～ 

 

～産後ケア、産前・産後支援ヘルパー等の利用拡大～ 

 

 待機児童解消に向けた学童クラブの整備・受入れ枠の拡大      412,165 千円 

児童健全育成事業（p.103）、学童クラブの整備ほか（p.108） 

～令和 4年度拡大 桃三・井荻・桃一・八成・和泉学園（校外育成室）・阿佐谷～ 

 

～令和 5年度拡大に向けた整備 宮前北第二（宮前中学校内）～ 

 

～令和 6年度拡大に向けた整備 高井戸西・杉二・高井戸（校内育成室）～ 

 

～放課後等居場所事業の実施・充実～ 

 

 区立保育園・学童クラブ・区立学校での 

       医療的ケア児受入れ実施、相談体制の整備     47,413 千円 
医療的ケア児の相談医療体制の整備ほか（p.99） 
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【学び】分野 

共に認め合い、みんなでつくる学びのまち 

 1 人 1台専用タブレット端末などＩＣＴを活用した教育の推進 

                                                 1,609,685千円 

情報教育の推進ほか（p.130） 

～児童・生徒 1人 1台専用タブレット端末活用による 

一人ひとりに合った学習支援～ 

～プログラミング教材を活用した学習の推進～ 

 

 地域と共にある学校づくりの充実                                     123,662千円 

地域運営学校等推進ほか（p.132） 

～学校運営協議会・学校支援本部との連携～ 

 

 老朽化した学校施設の改築                1,376,813千円 
富士見丘小・中学校の改築ほか（p.136） 

～富士見丘小学校・杉並第二小学校の改築工事～ 

 

～中瀬中学校・神明中学校の改築設計～ 

 

 児童・学級数の増加に伴う校舎の増築            271,278 千円 
小学校の運営管理ほか（p.136） 

～天沼小学校の増築工事、高井戸小学校の増築設計～ 

 

 久我山小学校の長寿命化改修              272,208 千円 

小学校の長寿命化改修（p.136） 

 

 学校施設の有効活用による地域のスポーツの場の拡充         29,260千円 
学校開放施設の団体・区民利用等（p.139） 

～高円寺学園でのモデル実施～ 
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【文化・スポーツ】分野 

文化を育み継承し、スポーツに親しむことのできるまち 

 区制施行 90周年記念特別展「杉並激動の昭和戦前史」の開催   

                陽明文庫との共同調査  5,250 千円 

  郷土博物館の運営管理ほか（p.141） 

 

 

 区立体育施設におけるユニバーサルタイムの実施                  2,067 千円 

スポーツ推進計画（p.76） 

～障害者スポーツの推進～ 
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杉並の新たな時代を築く 

 

 区制施行 90周年記念事業の実施                                       75,249 千円 
区制施行周年記念事業（p.68） 

 

 都区制度改革の課題解決など、自治のあり方の調査・研究    530 千円 

区政運営の総合調整（p.58） 

 

 議事録作成支援システムの活用など、  

     デジタル技術を活用した業務改革の調査・研究   2,692千円 

区政経営改革の推進（p.59） 

 

 新たな協働の仕組みづくり                      1,462千円 

区政運営の総合調整（p.58） 

～多様な主体がつながる公民連携プラットフォームの構築～ 

 

 戦略的デジタル化の推進                                                     66,910千円 

情報政策の推進（p.60）、特別区民税、都民税徴収整理事務（p.79） 

デジタル化推進計画の取組（p.50） 

～デジタル戦略アドバイザーの活用による行政のデジタル化の推進～ 

 

～行政手続きのオンライン化の推進～ 

 

～税・保険料の電子収納サービスの拡充～ 
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コロナを克服するために 

 

 新型コロナウイルス感染症ワクチン接種体制整備とワクチン接種  

                                                                     3,578,947千円 
予防接種（p.84） 

～接種会場の整備、3 回目接種と子ども（5～11 歳）への接種～ 

 

 区内医療機関への発熱外来等設置支援                              61,440 千円 
感染症予防・発生時対策（p.84） 

 
 シンポジウム（仮称）「新型コロナウイルスに打ち克つ医療とは」の開催 

                                                               9,175千円 
感染症予防・発生時対策（p.84） 

 
 杉並区受診・相談センターの運営                                    246,001千円 

感染症予防・発生時対策（p.84） 

 
 専用バスによる移動式ＰＣＲ検査の実施          21,881 千円 

感染症予防・発生時対策（p.84） 
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４ 各会計当初予算規模

（単位：千円）

前 年 比
（％）

差引増減額令 和 ３ 年 度令 和 ４ 年 度

101.83,574,000202,599,000 199,025,000

6,158,730 102.0

52,511,104 100.5

103.11,371,483

106.7

43,865,463

938,997

介 護 保 険 事 業 会 計

一 般 会 計

国民健康保険事業会計

45,236,946

274,25052,236,854

合　　　　　　計 315,337,937 309,179,207

後期高齢者医療事業会計 14,990,887 14,051,890

○  一般会計と 3つの特別会計の総予算額は、3,153 億 3,793 万 7 千円となり、対前年度比 61 億 

5,873 万円の増となりました。 
 
○  一般会計は、2,025 億 9,900 万円で、対前年度比 35 億 7,400 万円、1.8％の増となりました。 

要因は、用地取得費の減による投資事業や、満期一括償還の減による公債費の減はあるもの 

の、コロナワクチン接種経費や保育関連経費などの既定事業の増によるものです。 
また、歳入では、特別区財政交付金や特別区税などの増を見込むほか、財政調整基金繰入金は 

皆減となっています。その他、セシオン杉並大規模改修（高円寺地域区民センターの改修・社会

教育センターの改修等）などの大規模な投資事業の財源として、特別区債（建設債）の発行や施
設整備基金を取崩すこととしています。 

 
○  国民健康保険事業会計は、平成30年度に制度改革が実施され、都道府県が国民健康保険事業 

の財政運営の責任主体となりました。区では、資格管理や保険給付、保険料率の決定、賦課・ 
徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を担います。 
被保険者数は、111,960 人を見込み、国民健康保険事業費納付金の増などにより、会計規模は 

0.5％の増となりました。 

 
○  介護保険事業会計は、第 8期介護保険事業計画に基づく 2年目となります。保険料の基準月 

額は、第 7期と同様 6,200 円です。また、要介護等認定者は、26,804 人を見込み、会計規模は 

3.1％の増となりました。 
 
○  後期高齢者医療事業会計は、75歳以上の高齢者（65歳～74歳で一定の障害があり、東京都後 

期高齢者医療広域連合の認定を受けた者を含む。）を対象とした医療制度です。区は制度の実施 

主体である東京都後期高齢者医療広域連合と役割分担をして運営を行っています。 
広域連合納付金の増などにより、会計規模は 6.7％の増となりました。 
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◆ 財政規模の推移 ◆ 

一般会計及び各特別会計の推移（当初予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入予算額と主な収入構成の推移（一般会計） 

 

※原則、億単位で四捨五入しているため、合計と合わないことがあります。 
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５ 歳入の状況(一般会計）

歳入（財政計画） （単位：百万円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 前 年 比 構 成 比

計 画 額 計 画 額 （％） （％）

株 式 等 譲 渡

所 得 割 交 付 金

自 動 車 税 環 境

性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金

203,650 199,856 101.9 100.0

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

特

定

財

源

一

般

財

源

0.1

5.9

22.7

65.8

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

0.6

134,057 131,549

配 当 割 交 付 金

101.9

107.1

113.8

108.0 0.0

区　　　　　　　　　　分

64,141 106.0

0.4

123.8

1,140 118.8 0.5

1,300

特 別 区財政交付金

160 180 88.9

12,050

801 108.8

67,976特 別 区 税 33.4

736

117.6 0.1

地 方 消費税交付金

170200

960

1,050

31.8

50

11,356

72.1 1.7

54,780 51,811

11,250

105.7 26.9

3,457 4,798

34.268,307 101.9

そ の 他

小　　　　　　計 69,593

5.697.111,698

合　　　　　　　　計

小　　　　　　計

国 ・ 都 支 出 金

特 別 区 債

46,200 40,600

3,842 12,064 1.9

地 方 特 例 交 付 金 334 348 96.0 0.2

繰 越 金 等

54
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◆ 主な歳入（財政計画）の概要 ◆ 

○ 特別区税       679 億 7,645 万 4 千円 （38 億 3,515 万 6 千円増） 
特別区民税は、納税義務者の減はあるものの、区民所得の増を見込み、対前年度比 

36 億 3,352 万 8千円の増を見込みました。 
 
○ 地方譲与税          8 億 100 万円   （6,500 万円増） 

令和3年度の交付実績等を踏まえ、地方揮発油譲与税は対前年度比1,000万円の増、

自動車重量譲与税は同 4,000 万円の増を見込みました。また、森林環境譲与税は、譲

与総額及び譲与割合の増に伴い、同 1,500 万円の増を見込みました。 
 

○ 利子割交付金       1 億 6,000 万円   （2,000 万円減） 
○ 配当割交付金       11 億 4,000 万円   （1 億 8,000 万円増） 
○ 株式等譲渡所得割交付金  13 億円       （2 億 5,000 万円増） 

令和 3 年度の交付実績等を踏まえ、対前年度比、利子割交付金は 2,000 万円の減、

配当割交付金は 1億 8,000 万円の増、株式等譲渡所得割交付金は 2億 5,000 万円の増

を見込みました。 

 
○ 地方消費税交付金       120 億 5,000 万円   （8 億円増） 

令和 3 年度の交付実績等を踏まえ、徴収猶予収入の反動減（※）はあるものの、対

前年度比 8億円の増を見込みました。 

※納税猶予特例制度により、令和 2年度分の消費税のうち 1年間猶予されたものが、同 3年度に収入された。 

 
〇 自動車税環境性能割交付金 2 億円       （3,000 万円増） 

環境性能割の臨時的軽減の終了に伴い、対前年度比 3,000 万円の増を見込みました。 

 
〇 特別区財政交付金        462 億円       （56 億円増） 

都区財政調整協議が合意に達し、基準財政収入額及び基準財政需要額を計算しまし

た。不合理な税制改正による法人住民税の国税化の影響はあるものの、令和 3 年度に

コロナによる企業収益の悪化を見込んでいたことからの反動増の影響などにより、対

前年度比 56 億円の増を見込みました。 

 
○ 繰越金等         38 億 4,139 万円   （82 億 2,290 万 1 千円減） 

繰越金は前年度同額の 25 億円を見込みました。財政調整基金の取崩しは見込んでい

ません。 

 
○ 国・都支出金            547 億 8,042 万 9 千円 （29 億 6,946 万 5 千円増） 

社会資本整備総合交付金や生産緑地の買取り事業に対する補助金などの減はあるも

のの、民営保育園費負担金や障害者自立支援給付費負担金などの増に加え、コロナワ

クチン接種に係る支出金を見込み、対前年度比 29億 6,946 万 5 千円の増を見込みまし

た。 

○ 特別区債                 34 億 5,730 万円   （13 億 4,020 万円減） 
セシオン杉並大規模改修（高円寺地域区民センターの改修・社会教育センターの改

修）や、旧杉並第八小学校跡地の複合施設整備（コミュニティふらっとの整備・高円

寺東保育園の移転整備・高円寺図書館の移転改築）など11事業の経費に充てるため、

34 億 5,730 万円の特別区債を発行します。 

○ その他                 113 億 5,570 万 3 千円  （3 億 4,248 万 8 千円減） 
施設整備基金から 24億 3,900 万円の取崩しを行います。また、区有地定期借地に伴

う財産収入の皆減などにより、3億 4,248 万 8千円の減を見込みました。 
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６ 歳出の状況(一般会計）

歳出（財政計画） （単位：百万円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 前 年 比 構 成 比

計 画 額 計 画 額 （％） （％）

38,949 38,815 100.3 19.2

2,721 4,326 62.9 1.3

146,531 139,786 104.8 72.3

935 727 128.6 0.5

13,463 15,371 87.6 6.7

202,599 199,025 101.8 100.0

203,650 199,856 101.9 ――

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

3,323
会計年度任用職員分
（短時間・専門・臨時）

145708新 規 経 費

1.8

3,312

100.1 15.8

3,726 3,621

1.6

31,911 31,871

102.9

139,641145,823既 定 経 費

99.7

72.0

488.3

104.4

職 員 人 件 費

区　　　　　　　　　　分

既 定 事 業

公 債 費

1,051

――

職 員 分

会計年度任用職員分
（一般 （旧嘱託員） ）

合　　　　　　　　計

831 126.5

831 126.5

小　　　　　　計

新 規 ・ 臨 時 事 業

投 資 事 業

歳出予算計

財
源
保
留
額

――

1,051

0.3
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◆ 主な歳出（財政計画）の概要 ◆ 

 

○ 職員人件費          389 億 4,890 万 2 千円 （1 億 3,426 万 8 千円増） 
定年退職者の減による退職手当の減はあるものの、職員数の増により、対前年度比

1億 3,426 万 8千円の増を見込みました。 

 

○ 公債費     27 億 2,158 万 7 千円 (16 億 493 万 2 千円減） 
定時償還に係る経費を計上しました。満期一括償還分の減等により対前年度比 16

億 493 万 2 千円の減となっています。なお、一般会計に占める公債費の割合は 1.3％

となっています。 

  

○ 新規事業          558 万円     （3,612 万 8 千円減） 
新規事業としては、共生型サービスの推進、医療的ケア児の相談支援体制の整備、

の 2事業を計上しました。 

 

○ 臨時事業      9 億 2,951 万 2 千円 （2 億 4,458 万 3 千円増） 
参議院議員選挙、区長選挙・区議会議員補欠選挙、区議会議員選挙、新型コロナウ

イルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業、区制施行周年記念事業、業務継続のた

めの福祉施設等従事者へのＰＣＲ検査、区立児童相談所の設置準備、などに必要な経

費を計上しました。 

 

○ 投資事業    134 億 6,271 万 3 千円 （19 億 813 万 3 千円減） 
◇セシオン杉並大規模改修（高円寺地域区民センターの改修・高円寺区民事務所の改

修・社会教育センターの改修）に要する経費として、26 億 454 万 9千円を計上しま

した。 

◇旧杉並第八小学校跡地の複合施設整備（コミュニティふらっとの整備・高円寺東保

育園の移転整備・高円寺図書館の移転改築）に要する経費として、8 億 3,037 万 7

千円を計上しました。 

◇上記以外の主な投資事業は次のとおりです。 

・狭あい道路拡幅整備        11 億 8,600 万円 

・道路の路面改良          8 億 6,054 万 6 千円 

・杉並公会堂（ＰＦＩ事業）     8 億 2,943 万 1 千円 

・富士見丘小・中学校の改築（小学校）6億 8,868 万 7 千円 

・公園等の整備           6 億 8,126 万 8 千円 

・杉並第二小学校の改築       6 億 4,850 万 4 千円 

・区施設の改修・改良工事      6 億 1,577 万円 

・小学校の施設整備         5 億 1,275 万 5 千円 

◇対前年度比 19億 813 万 3 千円の減となっています。 

 

○ 財源保留     10 億 5,127 万 6 千円 （2 億 2,003 万 2 千円増）  
今後の行政需要に対応するため、10 億円程度を保留しました。 
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７ 地方消費税率の引上げによる増収分の使途 
 

○消費税率の引上げについて 

社会保障の充実・安定を図るため、消費税率（国・地方）は、平成26年 4 月に

5％から 8％へ、令和元年10月に 8％から10％へ、段階的に引上げられました（下

表参照）。 

 

 ～平成 26 年 3月 31 日 平成 26 年 4月 1日～ 令和元年 10 月～ 

消費税率（国税） ４％ ６．３％ ７．８％ 

地方消費税率（地方税） １％ １．７％ ２．２％ 

合計 ５％ ８ ％ １０％ 

 

 

○地方消費税率の引上げによる増収分の使途について 

地方消費税率の引上げにより増収となる地方消費税収入については、地方税法

の規定により、社会保障 4経費（年金、医療、介護、少子化に対処するための施

策）・その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に

要する経費に充てるものとされています。 

 

令和元年10月から消費税率が10％へ引上げとなりましたが、これによる増収分

は、3歳～5歳児、0 歳～2歳児（非課税世帯）に係る幼児教育・保育の無償化や

介護保険料の軽減強化などの財源として活用することとしています。 

 

区では、令和 4 年度予算における地方消費税交付金の増収分を 75 億 4,000 万

円と見込み、次の事業に充当し、社会保障関連施策の充実・安定財源として活用

します。 
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＜地方消費税率引上げによる増収分の使途（充当事業）＞ 

 

（単位：千円）

一般財源

一般財源のう

ち、消費税率

引上げによる

増収分充当額

介護保険事業者支援 10,182 5,753 4,429

特別養護老人ホーム等の建設助成 102,098 51,931 50,167

認知症高齢者グループホームの建設助成 480 0 480

都市型軽費老人ホームの建設助成 188 0 188

がん検診 898,962 4,779 894,183

成人歯科健康診査 59,041 9,424 49,617

後期高齢者健康診査(後期高齢者医療事業会計繰出金) 498,557 233,666 264,891

障害者の社会参加支援 611,992 291,782 320,210

障害者グループホームの支援 152,027 12,030 139,997

障害者の地域生活支援体制の充実 226,726 23,075 203,651

障害者生活支援サービス 70,670 162 70,508

共生型サービスの推進 1,279 0 1,279

障害者入所・通所施設の整備 39,262 0 39,262

医療的ケア児の相談支援体制の整備 4,301 2,399 1,902

区立児童相談所の設置準備 762 0 762

区立児童相談所の整備 29,912 0 29,912

子ども子育てまちづくりの推進 4,456 322 4,134

子ども家庭支援センター相談事業 8,387 3,711 4,676

子どもショートステイ 34,749 8,332 26,417

子ども家庭支援センターの整備 36,780 0 36,780

保育施設建設助成 6,100 0 6,100

保育施設の整備 86,692 0 86,692

高円寺東保育園の移転整備 193,850 154,600 39,250

久我山東保育園の移転整備 301,188 267,000 34,188

天沼保育園の移転整備 61,785 46,000 15,785

高円寺北子供園の改修 11,318 0 11,318

巡回指導・巡回訪問 24,598 14,148 10,450

園庭確保支援 2,563 0 2,563

学童クラブ事業 1,271,167 716,446 554,721

児童健全育成事業 305,387 31,249 274,138

学童クラブの整備 63,488 35,000 28,488

富士見丘小学校学童クラブの整備 34,830 31,538 3,292

杉二学童クラブの整備 62,055 26,472 35,583

介護 保険 料の 軽 減 強 化 介護保険低所得者保険料軽減繰出金 500,567 375,424 125,143

保育園運営 1,698,601 417,092 1,281,509

私立認可保育所 26,519,388 14,438,225 12,081,163

認証保育所運営 422,510 115,433 307,077

私立幼稚園等の支援 2,644,447 1,674,013 970,434

定期利用保育事業等 280,217 180,742 99,475

杉並区保育室の運営 278,272 29,369 248,903

子供園運営 87,905 55,633 32,272

障害児通所給付 1,260,419 936,226 324,193

合計 38,908,158 20,191,976 18,716,182 7,540,000

7,540,000

 3％引上げ分
　(5→8％)
4,398,000

 2％引上げ分
　(8→10％)
3,142,000

安全で質の高いがん検診
体制 の確 保と 高 齢 者 の

口 腔 機 能 維 持 ・ 向 上

一般財源

充当事業名
令和４年度

予算額
特定財源区分

区 立 児 童 相 談 所 の
設 置 準 備 ・ 整 備

児 童 虐 待 対 策 の 充 実

小学 生の 居場 所 の 充 実

障害 者へ の支 援 の 充 実

要介護高齢者の住まいと
介 護 施 設 の 整 備

認 可 保 育 所 等 の
整 備 ・ 充 実

保 育 の 質 の 向 上

幼児教育・保育の無償化
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８ 区財政の現状 

 

（１） 財政健全化と持続可能な財政運営の実現 

 

様々な行政課題に対応するための歳出経費が増加する一方、国による不合理

な税源偏在是正措置に加え、先行き不透明な社会経済状況の中で、災害等緊急

事態や新たな行政課題に適時、適切に対応していくためには、財政の健全性を

保ち、必要なサービスを継続的に提供できる持続可能な財政運営を確保する必

要があります。 

このため、令和 4年度を始期とする新たな総合計画に定める区政経営改革推

進基本方針において、「財政健全化と持続可能な財政運営を確保するための基

本的な考え方」を示しました。この基本的な考え方に基づき、引き続き健全な

財政運営に努めていきます。 

 

「基本的な考え方」のポイント 

 財政の健全性、持続可能性を確保し、喫緊の行政課題等に機動的に対応す

ることができるよう設定します。 

 

 区財政を多角的（単年度の収支均衡・中長期的な財政の健全性、現金主義・

発生主義）に捉える指標を設定し、財政の健全性・持続可能性を確保しま

す。 

【 イメージ図 】 

 

 

 財政調整基金と施設整備基金について、それぞれの目的や基金の性格に応

じて積立目標を設定します。 

 

 財政指標は、経年変化及び、他の自治体との比較が可能なものとします。 

 

 

 

①財政調整基金の年度末残高350億円の維持

②毎年度、施設整備基金40億円以上の積立

③区債の発行の精査と金利動向等を見据えた繰上償還

④行政コスト対税収等比率が100%を超えない
  ように努める

⑤債務償還可能年数が5年を超えないように
　努める

③公債費負担比率が5％を超えないように努める

現
金
主
義

発
生
主
義

単年度の収支均衡 中長期の健全性
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～ 令和 3年度まで ～ 

【財政健全化と持続可能な財政運営を確保するためのルール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 令和 4年度以降 ～ 

【財政健全化と持続可能な財政運営を確保するための基本的な考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 大規模災害や経済事情の著しい変動等による減収に備え、財政調整基金の年度

末残高３５０億円の維持に努めます。  

 

② 将来の区立施設の改築・改修需要に備え、毎年度、施設整備基金に40億円を

目途に積み立てます。 

 

③ 区債は、原則として赤字区債を発行せず、建設債についても、財政状況を踏ま

えつつ、必要性を十分検討して発行します。また、金利動向等を見据え繰上償

還を行い、公債費の軽減に努めます。 

 

④ 財政運営の弾力性を保持するために、行政コスト対税収等比率が100％を超

えないように努めます。 

 

⑤ 将来にわたって健全な財政運営を持続していくために、債務償還可能年数が3

年を超えないように努めます。 

① 大規模災害や経済事情の著しい変動等による減収に備え、財政調整基金の年度

末残高350 億円の維持に努めます。基金を活用し、年度末残高が350 億円

を下回る状況となる場合は、可能な限り速やかに残高の回復に努めます。 

 

② 将来の区立施設の改築・改修需要に備え、毎年度、施設整備基金に40 億円以

上を積み立てます。 

 

③ 区債は、原則として赤字区債を発行せず、建設債についても、財政状況を踏ま

えつつ、必要性を十分検討して発行し、繰上償還をする場合等を除き、公債費

負担比率※１が5%を超えないように努めます。また、金利動向等を見据え繰上

償還を行い、公債費の削減に努めます。 

 

④ 財政運営の弾力性を保持するために、極端な税収減となる場合を除き、行政コ

スト対税収等比率※２が100%を超えないように努めます。 

 

⑤ 将来にわたって健全な財政運営を持続していくために、債務償還可能年数※３

が5 年を超えないように努めます。 

（※1）公債費負担比率：公債費(区債の元金返済や金利支払の経費)に充てる一般財源等が一般財

源等総額に占める割合 

（※2）行政コスト対税収等比率：純経常行政コストが税収や補助金等の財源に占める割合 

（※3）債務償還可能年数：経常収支の黒字分を将来の実質債務の償還に充てた場合、何年で償還

できるかを示すもの 
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（２） 不合理な税制改正による特別区への影響 

 

国は、都市部と地方に税収の格差があることなどを理由に、その地域の行政サ

ービスに使われるべき地方税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、

ふるさと納税等の不合理な税制改正により、特別区の貴重な財源を一方的に奪

っています。 

特別区全体への影響額は、令和 3 年度で約 1,800 億円を上回る規模であり、

これは杉並区の財政規模に匹敵するものです。平成27年度からの累計で約 8,500

億円にものぼると試算されており、各区における影響は甚大です。 

 

○ 不合理な税制改正に対する特別区の主張 

特別区には、保育待機児童対策や首都直下地震等大規模災害への備え、施

設の老朽化対策など大都市特有の行政需要に、コロナ対策経費等も加わり、

多くの財源が必要です。景気後退などの経済危機や大規模災害により地方税

等が大幅に減収となれば、自らの財源で積み立てた基金の活用等により対応

する必要があります。 

備えとしての基金の増加や税収の多寡という側面にのみ焦点を当てて、あ

たかも財源に余裕があるとする国の姿勢は容認できません。 

国は、限られた地方財源を地方同士が奪い合うことを助長するのではなく、

国の責任において地方税財源の充実強化を図り、日本全体が持続可能な発展

を目指すべきです。 

 

＜不合理な税制改正による影響額＞ 

 
※グラフ内の金額は、特別区全体の影響額（減収額）です（区長会事務局の試算による）。 
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（３） 基金と区債の活用 

 

老朽施設の改築・改修や公園の整備等の経費の増に伴い、区債残高は増加傾向

にありますが、基金残高も、これまでの行財政改革の推進による財政調整基金を

はじめとした着実な積み立てなどにより増加傾向にあります。 

 コスト削減や効率化を追求する「量の改革」に加え、行政サービスの一層の向

上を指向する「質の改革」にも配慮した区政経営を行うため、区政経営改革推進

計画に基づく取組を進め、区債の発行精査や基金への計画的な積み立てなど、基

金と区債をバランスよく活用した財政運営を行い、財政の健全性を確保し、持続

可能な財政運営に努めていきます。 

 

○基金の活用について（主なもの） 

・財政調整基金 

令和 4 年度当初予算において取崩しは行いませんが、コロナ対策など喫緊

の課題については、躊躇なく活用し、時機を逸することなく必要な対応を行

います。 

・施設整備基金 

「区立施設再編整備計画（第 2期）・第 1次実施プラン」に基づく施設の改

築等経費に充てるため、24 億 3,900 万円の取崩しを行います。 

・減債基金 

銀行等引受債の満期一括償還に備え、発行の翌年度から、借入期間に応じた

均等額を毎年度積み立てています。 

令和 4年度は、平成29年度に発行した区債（5年・5年借換）の償還のため

に 8億 1,880 万円の取崩しを行うとともに、平成 29 年度から令和 3年度に

発行した区債の償還に備え 8億 6,782 万円の積み立てを行います。 

＜基金残高の推移＞

 
※令和 2年度までは決算額、同 3年度は決算見込額、同 4年度は当初予算額です。 

そのため、令和 4年度は同 3年度の決算剰余金に係る積立額は、見込んでいません。 
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○区債の活用（発行）について 

令和 4 年度は、公共性が高く世代間の負担の公平につながる分野での活用

を前提として、セシオン杉並大規模改修（高円寺地域区民センターの改修・社

会教育センターの改修）や、旧杉並第八小学校跡地の複合施設整備（コミュニ

ティふらっとの整備・高円寺東保育園の移転整備・高円寺図書館の移転改築）

などの財源として、11 事業 34 億 5,730 万円の区債（建設債）の発行を予定し

ます。 

利子負担軽減の観点から、一部の銀行等引受債について、借り換え（※）の

手法を導入しています。令和 4年度は、平成29年度に発行した「小中一貫校の

施設整備（高円寺地区）」及び「桃井第二小学校の改築」について、借換債を

発行します。 
※当初から 10 年間の借入期間を前提として、中間年の５年目に、一旦全額を償還した上で、

当初借入額の半額を新たに借り入れる手法。一般的に、５年債は 10 年債より利率が低い。 

＜区債発行額と残高の推移＞ 
※上記グラフは、災害援護資金貸付金や公共用地先行取得等事業債など含む区債全体額です。 

※令和 2年度までは決算額、同３年度は決算見込額、同 4年度は当初予算額です。 

 

 

（４） 特別区全体（23 区）平均との比較 

＜区債及び基金残高の特別全体（23 区）との比較（令和 2年度末）＞ 

              
杉並区 特別区（23 区） 

総額 区民一人当たり 総額 区民一人当たり 

区債残高 321 億円 55,968 円 205 億円 49,339 円 

基金残高 551 億円 96,057 円 918 億円 220,599 円 

※各数値は、普通会計の数値を使用しています。 
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kanda-shuya
テキストボックス



9　総合計画施策体系別の主な事業

※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

※1　雨水流出抑制対策・・・宅地内に降った雨水が直接下水道に流れ込むのを防ぎ、下水道や河川への負担を軽減するための対策
※2　流域豪雨対策計画の目標対策量・・・都が平成19年（2007年）に策定（平成26年（2014年）改定）した「豪雨対策基本方針」に基づき、河川や下水道の整備の
ほか、流域対策やまちづくり対策の内容を定めた「流域豪雨対策計画」において示された杉並区が分担する流域対策の目標量
※３　地域のたすけあいネットワーク（地域の手）・・・要介護状態にある人や自力避難が困難な人などに対し、災害時の避難等に必要な情報をあらかじめ区に登録
し、災害発生時に地域住民による安否確認や避難支援に役立てるための制度

主
な
事
業

○鉄道連続立体交差化の推進
（→p.117）

123,630
○都市計画道路の整備
（→p.118）

218,250

５　人々の暮らしを支える都市基盤の整備 1,307,000 1,305,712

主
な
事
業

○都市再生事業
（→p.115）

10,660
○多心型まちづくりの推進
（→p.116）

61,295

【まちづくり・地域産業】分野
多様な魅力と交流が生まれ、にぎわいのある快適なまち

2,534,000 2,533,595

4　地域の魅力あふれる多心型まちづくり 20,000 20,138

主
な
事
業

○防犯対策の推進
（→p.64）

74,164

３　犯罪が起こりにくい、犯罪を生まないまちづくり 10,000 9,186

主
な
事
業

○耐震化の促進
（→p.111）

1,127,323
○防災まちづくり
（→p.112）

241,902

主
な
事
業

○防災施設整備
（→p.62）

435,824
○災害時要配慮者支援対策
（→p.81）

19,510

２　地域の防災対応力の強化 346,000 345,549

○狭あい道路拡幅整備
（→p.113）

○魅力ある歩行者優先の道づくり
（→p.114）

1,186,000 81,748

　杉並区は、「杉並区基本構想」の実現に向けて、総合計画と実行計画を策定し、必要な施策と事業に計画的に
取り組んでいます。

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

1　強くしなやかな防災・減災まちづくり 2,596,000 2,595,143

【防災・防犯】分野
みんなでつくる、災害に強く、犯罪を生まないまち

2,952,000 2,949,878
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（単位：千円）

※4　特殊詐欺・・・犯人が電話等で親族や区役所の職員等を名乗って現金やキャッシュカードをだまし取ったり、医療費の還付金が受け取れるなどと言ってATM（自動現金預け払い機）を操作さ
せ、犯人の口座に送金させる犯罪
※5　都市計画道路・・・都市の基盤的施設として計画的な整備を目指し、都市計画法による都市計画決定を受けた道路

区内の都市計画道路のうち整備が完成
した区道延長

7,022ｍ 7,022ｍ

80.0%

都市計画道路※５（区道）完成延長

身近な道路が安全で快適だと思う区民の割合 区民意向調査による 76.9% 78.0％ 78.0％

自宅周辺のまちづくりに満足する区民の割合 区民意向調査による 79.1% 79.6％

72.6% 73.3％ 74.0％ 76.0%普段利用する駅周辺の満足度 区民意向調査による

110件 50件区内における特殊詐欺
※４
被害件数 警視庁が公表する特殊詐欺被害件数 148件 130件

2,573件 2,300件 2,100件 1,500件区内における刑法犯認知件数
警視庁が公表する刑法犯認知件数（交
通事故や特別法犯の件数は含まない）

地域のたすけあいネットワーク（地域の手）※３新規
登録者数

- 1,694人 1,700人

区内食糧備蓄量÷避難生活想定者3日
分食糧

66.7% 80.0% 93.3％ 100%

40,000人 45,000人

避難生活想定者一人当たりの区内食糧備蓄率

木造住宅密集地域（不燃化特区）の不燃領域率

防災訓練に参加した区民数 - 5,479人 38,000人

91.3% 94.0% 98.0％ 100%

1,700人 1,700人

災害時に備えて家庭内での対策を行っている
区民の割合

区民意向調査による

雨水流出抑制対策※1施設の整備率
流域豪雨対策計画の目標対策量※2

（627,000㎥）に対する雨水流出抑制対策
整備量の割合

54.4% 59.2％ 65.2％ 83.0%

狭あい道路の拡幅整備率
「拡幅整備を要する総延長(614km)」に対
する「拡幅整備総延長」が占める割合

39.5% 42.8%

空地率＋（1-空地率÷100）×不燃化率 61.3% 63.2％ 65.2％ 70.0%

施策指標の実績と目標

94.0% 95.0％ 99.0%以上区内建築物の耐震化率
耐震性を有する建物棟数÷建物総棟数
×100

92.0%

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

46.0% 55.8%

80.0％ 82.0%

7,022ｍ 8,178ｍ
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※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

※6　温室効果ガス・・・二酸化炭素やメタンなどの7つの物質等のこと
※７　みどり東京・温暖化防止プロジェクト・・・温室効果ガスの削減やみどりの保全について、東京都内の全62市区町村が連携・共同して取り組む事業
※8　固定価格買取制度・・・再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取る制度

○公園等の整備
（→p.122）

681,268
○景観まちづくり
（→p.122）

11,223

主
な
事
業

○みどりを育てる
（→p.121）

42,103
○みどりを守る
（→p.121）

45,109

11　グリーンインフラ※9を活用した都市環境の形成 784,000 782,994

主
な
事
業

○ごみの減量と資源化の推進
（→p.126）

87,824
○ごみ・資源の排出の適正管理
（→p.127）

74,426

10　快適で暮らしやすい資源循環型社会の実現 182,000 182,118

主
な
事
業

○杉並産エネルギーの創出と省エ
ネルギーの推進（→p.124）

121,878
○自然環境の保全
（→p.125）

3,667

主
な
事
業

○区役所本庁舎維持管理
（→p.65）

828,057
○庁有車の管理
（→p.65）

147,608

○観光促進
（→p.71）

59,122
○アニメの振興と活用
（→p.71）

86,449

○中小企業支援
（→p.70）

238,106
○商店街支援
（→p.70）

403,784

【環境・みどり】分野
気候危機に立ち向かい、みどりあふれる良好な環境を
将来につなぐまち

1,086,000 1,085,451

９　質の高い環境を将来につなぐ気候変動対策の推進 120,000 120,339

○都市農地確保
（→p.72）

41,256
○農業の支援・育成
（→p.72）

26,910

８　にぎわいと活力を生み出す地域産業の振興 540,000 540,202

主
な
事
業

○ユニバーサルデザインのまちづく
り推進（→p.120）

12,726

７　暮らしやすい住環境の形成 162,000 162,463

主
な
事
業

○新たな地域交通の整備
（→p.119）

11,883

６　誰にとっても移動しやすい地域交通環境の整備 505,000 505,080
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（単位：千円）

施策指標の実績と目標

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

※9　グリーンインフラ・・・社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進める取組
※10　緑被率・・・上空から見て、樹木や草等のみどりで被われた部分が区全体の面積に占める割合のこと

区民意向調査による 86.8% 88.0％ 88.0％ 90.0%

2.26㎡/人 2.47㎡/人

みどりの豊かさに満足する区民の割合

区民一人当たりの公園面積 年度当初の区内公園面積/人口 2.12㎡/人 2.21㎡/人

21.77%
（29年度）

22.00％ 22.00％ 23.00%緑被率※10 みどりの実態調査による

可燃ごみに含まれる生ごみの量 家庭ごみ排出状況調査による
33,638ｔ
（元年度）

32,700ｔ

年間可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ量÷
人口÷365日

479ｇ 465ｇ 451ｇ 410ｇ

85.0

区民一人1日当たりのごみ排出量

ごみ・資源総排出量指数
ごみ・資源総排出量（年間可燃・不燃・粗
大・資源回収量÷人口÷365日）につい
て、令和2年度を100として比較

100 97.0 94.0

区民意向調査による 87.5% 89.0％ 92.0％ 100%

32,700ｔ 29,900ｔ

区内農業産出額

850人以上

2.85万kw 3.80万kw

環境に配慮した取組を行っている区民の割合

区内の太陽光発電導入容量
資源エネルギー庁「固定価格買取制度※

8における再生可能エネルギ－発電設備
認定・導入量」

2.30万kw 2.55万kw

1,649
千tＣＯ2eq
（30年度）

1,489
千tＣＯ2eq

1,329
千tＣＯ2eq

848
千tＣＯ2eq

商店街のイベントに参加したことのある区民の割
合

就労支援センターの利用により、就職が決定した
人数

就労準備相談及びハローワークコー
ナーを利用し、就職が決定した人数

465人

区民意向調査による 42.1% 43.0％ 45.0％ 51.0%

850人以上 850人以上

区内の温室効果ガス※6排出量

オール東京62市区町村共同事業「みどり

東京・温暖化防止プロジェクト※7」算定数
値（特別区協議会）

東京都農作物生産状況調査による（目標
及び実績は、当該年度において直近で
把握できる数値）

315百万円
（30年分）

320百万円 320百万円 320百万円

36,000人 80,000人アニメーションミュージアム来館者数 - 20,354人 28,000人

130件 130件 130件創業支援による創業者数
区が実施する特定創業支援等事業を利
用し、区内で創業した事業者数

区民意向調査による 80.5% 82.0％ 84.0％ 90.0%
まちなみに美しさや落ち着きがあると思う区民の
割合

杉並区を住みよいまちと思う区民の割合 区民意向調査による 96.3% 97.0％ 97.0％

区市町村別各種交通事故発生状況（警
視庁）

367件 351件 337件 297件区内における自転車関与事故件数

区内における交通事故件数
「道路交通法」に規定する道路における
車両等による人身事故件数

838件 804件

区民意向調査による 91.5% 92.3％ 92.7％ 93.9%
できるだけ徒歩・自転車・公共交通機関を使って
移動している区民の割合

交通の便が良いと思う区民の割合 区民意向調査による 93.5% 95.2％ 95.6％ 96.8%

770件 678件

98.0%

111件
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※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

※11　特定保健指導　・・・特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対し
て、専門スタッフ（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を見直すための支援
※12　ゲートキーパー・・・自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図るこ
とができる人

○生活衛生管理
（→p.91）

194,065

16,696
○ドッグランの整備
（→p.91）

22,308

○生活支援体制整備
（→p.88）

10,609
○包括的ケアマネジメント支援
（→p.88）

341,000主
な
事
業

○地域共生社会の推進
（→p.87）

18,293
○包括的支援体制の推進
（→p.87）

7,032

○在宅医療・介護連携推進
（→p.86）

12,042

○障害者の地域生活支援体制の充
実
（→p.89）

226,726
○生活困窮者等自立促進支援事業
（→p.90）

14　地域の支え合いと安心して暮らせる体制づくり 423,000 422,158

13　地域医療体制の充実 256,000 257,159

【福祉・地域共生】分野
すべての人が認め合い、支え・支えられながら
共生するまち

1,865,000 1,641,660

主
な
事
業

○感染症予防・発生時対策
（→p.84）

1,036,963
○在宅医療体制の充実
（→p.86）

7,769

○各種衛生検査
（→p.84）

61,242
○予防接種
（→p.84）

5,755,494

○がん検診
（→p.83）

898,962

主
な
事
業

○区民と進める健康づくりの推進
（→p.82）

10,749
○一般介護予防事業
（→p.82）

78,071

【健康・医療】分野
「人生100年時代」を自分らしく健やかに生きることが
できるまち

2,339,000 2,340,092

12　いきいきと住み続けることができる健康づくり 2,083,000 2,082,933
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（単位：千円）

施策指標の実績と目標

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

※13　在宅医療相談調整窓口・・・在宅医療をサポートするため、医療・福祉の専門職の相談員が、区民や医療・介護・福祉の関係者から在宅医療に関する様々な相談に応じる窓口
※14　障害者緊急時対応計画・・・介護者が疾病等の理由で不在となった場合など、本人の介護を適切に行うことができない場合を「緊急時」とし、緊急時の対応が必要な方に対し、具体的な対応
について事前に確認し個別に作成する計画

障害者緊急時対応計画※14の作成が必要な障害
者への計画作成率

- - 17.2％

区民意向調査による - 43.0％ 50.0％ 70.0%
地域で支え合い、サービスや医療を受けながら、
高齢になっても安心して暮らせる体制が整ってい
ると思う区民の割合

37.9％ 100%

1,500件 1,500件 2,500件地域支え合いの仕組みづくり事業活動件数

地域福祉コーディネーターが相談を受
け、課題解決に向けて、当事者との関係
づくりや関係機関との連絡調整、支援の
連携等にかかるすべての行動数

478件

80.0%救急医療体制に安心感を持つ区民の割合 区民意向調査による

500件 700件

かかりつけ医療機関がある区民の割合

ゲートキーパー※12養成者数（累計）
悩みや不安に寄り添えるよう、区のゲート
キーパー養成講座を受講した区民・学校
関係者・区職員等の数

1,836人 2,150人

年齢調整死亡率＝人口規模や年齢構成
が異なる地域の死亡数を基準人口（昭和
60年（1985年）モデル人口）で補正して
算出（人口10万対）

男79.6人
女52.6人
（元年）

男77.1人
女52.6人

男74.6人
女52.6人

男67.9人
女49.2人

区民意向調査による 60.0% 61.0％ 62.0％ 65.0%

在宅医療相談調整窓口※13の相談件数 - 346件 500件

71.6% 73.0％ 75.0％

25.0％以上 25.0%以上

がんの75歳未満年齢調整死亡率

特定保健指導※11対象者割合の減少率
特定健診における特定保健指導対象者
割合の減少率（平成20年度（2008年度）
比）

25.5% 25.0％以上

男83.6歳
女86.7歳
（元年）

男83.8歳
女87.0歳

男83.9歳
女87.3歳

男84.4歳
女88.2歳

2,450人 3,350人

65歳健康寿命

65歳の人が要介護認定（要介護２以上）
を受けるまでの期間を健康と考え、健康
でいられる年齢を平均的に表したもの
（東京保健所長会方式による算出方法）
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※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

※15　移動支援事業・・・屋外での移動に困難がある障害者(児)に対し、外出時に付き添いのガイドヘルパーを派遣することで、障害者の余暇・社会活動への参加
を支援する事業
※16　ソーシャルワーク・・・支援が必要な子ども、家庭に対し、他の行政サービスや地域資源を活用しながら当事者に寄り添い、課題解決へ支援を実施すること

○（仮称）子ども・子育てプラザ下高
井戸の整備（→p.105）

7,123
○一時預かり事業の運営
（→p.105）

163,696

○多胎児家庭支援事業
（→p.104）

17,170
○（仮称）子ども・子育てプラザ善福
寺の整備（→p.105）

102,215

主
な
事
業

○母子に関する相談・講座等
（→p.104）

74,092
○産前・産後支援
（→p.104）

28,312

19　安心して子どもを産み育てられる環境の充実 962,000 904,920

主
な
事
業

○児童健全育成事業
（→p.103）

305,387

18　子どもの居場所づくりと育成支援の充実 241,000 241,472

○ひとり親家庭支援
（→p.102）

41,813

主
な
事
業 ○児童虐待対策

（→p.101）
31,087

○子ども家庭支援センターの整備
（→p.101）

36,780

○子ども家庭支援センター相談事
業
（→p.101）

8,387
○子どもショートステイ
（→p.101）

34,749

○区立児童相談所の設置準備
（→p.101）

762
○区立児童相談所の整備
（→p.101）

29,912

17　子どもの権利を尊重し育ちを支える環境の整備・充実 125,000 125,974

【子ども】分野
すべての子どもが、自分らしく生きていくことができるまち

2,852,000 2,012,158

主
な
事
業

○共生型サービスの推進
（→p.97）

1,279
○障害者の社会参加支援
（→p.97）

611,992

○障害者グループホーム等の整備
（→p.95）

7,353
○障害者の就労支援事業
（→p.96）

1,434

16　障害者の社会参加と地域生活の支援 613,000 611,523

○障害者の権利擁護の推進
（→p.97）

2,424

主
な
事
業

○地域認知症ケアの推進
（→p.92）

913
○認知症予防検診
（→p.92）

5,649

○高齢者保健福祉施策の推進
（→p94.）

○認知症高齢者グループホームの建
設助成　（→p.94）

4803,767

○認知症総合支援
（→p.92）

9,890
○見守りサービス
（→p.93）

65,458

15　高齢者とその家族が安心して暮らせる生活の確保と社会
参加の支援

829,000 607,979
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（単位：千円）

施策指標の実績と目標

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

※17　放課後等居場所事業・・・放課後等に学校施設を活用し、小学生の安全・安心な居場所を提供し、保護者や地域住民の参画を得て、遊びや学習、スポーツ、文化・創作活動、交流活動など
の取組を通して、児童の自主性や社会性、創造性を育むとともに、児童が地域社会の中で健やかに成長できる環境づくりを推進する事業
※18　パパママ学級・・・初産の夫婦等を対象に、赤ちゃんのいる生活をイメージし、産後の子育てを両親で協力して行うきっかけづくりを目的とする講座

区民意向調査による

98.0％ 98.0%

第一子の出生数に対する受講者数の割
合（対象は初産婦）

35.0% 56.0％ 57.0％ 60.0%パパママ学級※18受講率

今後もこの地域で子育てをしたいと思う親の割合 乳幼児健康診査時アンケートによる 96.2% 97.0％

74.5% 77.0％ 79.0％ 85.0%子育てが地域に支えられていると感じる割合

- 85.0%以上 85.0%以上 85.0%以上放課後等居場所事業※17利用者の満足度
放課後等居場所事業の利用者アンケー
ト結果

安全確認及び支援につなげた子ども÷
乳幼児健康診査未受診・保健福祉サー
ビス等を利用していない子ども

100% 100％ 100％ 100%
子育て寄り添い訪問事業（ハロー！なみすけ訪
問）により安全確認及び支援につなげた子どもの
割合

100％ 100％ 100%児童虐待に関する相談・通告対応率 ソーシャルワーク※16実施件数÷要保護
児童等新規受理件数

100%

48.0％ 60.0%
街で障害者が困っているときに声をかけたことの
ある区民の割合

区民意向調査による - 44.0％

84.0％ 90.0%

96.4％ 98.0%

移動支援事業※15利用率

就労1年後の定着率
民間作業所および障害者雇用支援事業
団から就労した人の定着率

96.3% 96.0％

200人 227人 256人 307人重度障害者通所施設利用者数 -

区民意向調査による 40.8% 41.5％ 46.1％ 50.0%

年間利用者実人数÷年度末移動支援登
録者数

70.1% 82.0％

地域包括支援センター（ケア24）で総合相談から
認知症支援につないだ件数

- 7,655件 7,800件

介護ロボット等導入事業者数 - 13所 19所 25所 43所

8,000件 8,600件

地域活動・ボランティア活動・就労している高齢者
の割合

71.4% 80.0％ 80.0％ 82.0%
要介護3以上の介護サービス受給者のうち在宅
サービスを受けている者の割合

在宅サービス受給者÷介護サービス受
給者

-37-



※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

○私立認可保育所
（→p.107）

26,519,388
○園庭確保支援
（→p.107）

2,563

主
な
事
業

※19　認可保育所・・・児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国が定めた設置基準を満たし都道府県知事に認可された保育所
※20　保育所等への訪問支援・・・療育機関の職員が、療育機関を利用している児童が在籍する保育所や幼稚園等の施設を訪問し、対象児童が集団生活に適応
できるよう専門的な支援や施設職員へ助言等を実施する事業
※21　放課後等デイサービス事業・・・学校教育法に定める学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している障害児に、授業の終了後又は学校の休業日に、生活能
力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他必要な支援を行う事業

○教育相談等運営
（→p.135）

17,684
○いじめ対策の充実
（→p.135）

825

○特別支援教育
（→p.133）

152,608
○特別支援学級・学校の環境整備
（→p.134）

31,466

23　多様なニーズに応じたきめ細かな教育の推進 47,000 47,249

○学校支援教職員
（→p.131）

331

○教職員の研修
（→p.130）

8,164
○情報教育の推進
（→p.130）

2,242,866

○学校教育への支援
（→p.130）

73,478
○国際理解教育の推進
（→p.130）

136,337主
な
事
業

○就学前教育支援センター維持管
理
（→p.129）

17,480
○就学前教育
（→p.129）

3,951

【学び】分野
共に認め合い、みんなでつくる学びのまち

5,502,000 5,500,760

22　学び続ける力を育む学校教育の推進 206,000 206,245

○障害児発達相談
（→p.98）

36,116
○医療的ケア児の相談支援体制の
整備
（→p.99）

4,301

主
な
事
業

○障害児通所給付
（→p.98）

1,260,419
○重症心身障害児通所事業
（→p.98）

97,915

21　障害児支援の充実と医療的ケア児の支援体制の整備 140,000 140,146

○富士見丘小学校学童クラブの整
備
（→p.108）

34,830
○杉二学童クラブの整備
（→p.108）

62,055

○学童クラブ事業
（→p.108）

1,271,167
○学童クラブの整備
（→p.108）

63,488

○高井戸西子供園の改築
（→p.106）

14,947
○巡回指導・巡回訪問
（→p.107）

24,598

○天沼保育園の移転整備
（→p.106）

61,785
○高円寺北子供園の改修
（→p.106）

11,318

○高円寺東保育園の移転整備
（→p.106）

193,850
○久我山東保育園の移転整備
（→p.106）

301,188

主
な
事
業

○保育施設建設助成
（→p.106）

6,100
○保育施設の整備
（→p.106）

86,692

20　働きながら安心して子育てできる環境の整備・充実 1,384,000 599,646
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（単位：千円）

施策指標の実績と目標

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

※22　学校運営協議会・・・学校運営の基本方針の承認や運営に必要な支援について協議するために、保護者や地域住民等で構成された合議制の機関
※23　特別支援教室・・・知的発達に遅れのない発達障害や情緒障害のある児童・生徒を対象に、きめ細かな指導と支援を図るため、各校に設置する教室
※24　特別支援学級・・・小学校、中学校において知的障害、言語障害、難聴等の障害のある児童・生徒に対し、障害による学習上又は生活上の困難を克服するために設置する学級

区立学校に通う児童・生徒の保護者を対
象とした質問紙調査による

70.8% 70.0％ 75.0％ 85.0%

55.0％ 70.0%

小中学校における特別支援学級・特別支援学校
との交流及び共同学習に対する保護者の肯定率

学校の教育相談体制に対する保護者の肯定率
区立学校に通う児童・生徒の保護者を対
象とした質問紙調査による

49.6%
（28年度）

50.0％

区立学校に通う児童・生徒の保護者を対
象とした質問紙調査による

85.0% 85.0％ 90.0％ 95.0%

70.0%

「一人ひとりの違いに応じた学び(個別最適な学
び)ができる環境が整っている」と感じている保護

者の割合（特別支援教室
※23
・特別支援学級

※24
・

特別支援学校）

「一人ひとりの違いに応じた学び(個別最適な学
び)ができている」と感じている児童・生徒の割合
（小中学校）

区立学校の児童・生徒を対象とした質問
紙調査による

57.1% 55.0％ 60.0％

87.0％ 92.0%
「自立的・協働的な学校づくりが進んでいる」と感

じている保護者及び学校運営協議会※22委員の
割合

区立学校に通う児童・生徒の保護者を対
象とした質問紙調査、学校関係者を対象
とした学校評価による

- 85.0％

区立学校の生徒を対象とした質問紙調
査による

50.7%
（元年度）

51.0％ 55.0％ 65.0%

90.0％ 95.0%

「自分の力をより良い社会づくりに生かすことがで
きる」と感じている中学校3年生の割合

「自分と違う意見や考え、気持ちも大切にできて
いる」と感じている中学校3年生の割合

区立学校の生徒を対象とした質問紙調
査による

88.4%
（元年度）

88.0％

54.6%
（元年度）

55.0％ 60.0％ 70.0%
「必要なときに、必要なことを、自ら学び身に付け
ることができる」と感じている中学校3年生の割合

区立学校の生徒を対象とした質問紙調
査による

- 23人 40人 55人 85人

350件 450件

重症心身障害児対応型放課後等デイサービス事

業※21所利用者数

保育所等への訪問支援※20件数 - 300件 300件

92.3% 95.0％ 100％ 100%療育が必要な未就学児の区内事業所通所率 区内事業所通所者数÷通所者数

福祉サービス第三者評価による - 95.0%以上 95.0%以上 95.0%以上学童クラブ利用者の満足度

学童クラブ待機児童数 -
233人
（3年4月）

200人

福祉サービス第三者評価による 91.4% 95.0％以上 95.0%以上 95.0%以上

98.0％ 100%

保育所利用者の満足度

認可保育所※19等入所決定率

認可保育所等入所決定者÷認可保育所
等入所申込者（申込取下、内定後辞退
及び希望する認可保育所等に入所でき
ない際に、育児休業を取得（延長）する
場合に該当する者は、申込者から除く。）

92.0%
（3年4月）

94.0％

0人
（3年4月）

0人 0人 0人

100人 0人

保育所等入所待機児童数 -
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※施策を構成する主な事業の予算額を掲載しているため、実行計画の計画額及び当初予算計上額の合計とは一致しません。 （単位：千円）

総合計画の施策体系 実行計画の計画額 当初予算計上額

24　身近に活用できる教育環境の整備・充実 2,464,000 2,463,780

○中瀬中学校の改築
（→p.136）

232,199
○神明中学校の改築
（→p.136）

69,793

○富士見丘小・中学校の改築（小・
中学校費）（→p.136）

691,855
○杉並第二小学校の改築
（→p.136）

648,504

281,282

○西宮中学校の改築
（→p.136）

900
○小学校の運営管理
（→p.136）

2,649,693

25　生涯にわたる学びの支援 23,000 21,995

○学校開放施設の団体・区民利用
等
（→p.139）

116,840
○高円寺図書館の移転改築
（→p.142）

378,236

主
な
事
業

○高井戸小学校の増築
（→p.136）

38,179
○小学校の長寿命化改修
（→p.136）

○社会教育の振興
（→p.140）

7,665

主
な
事
業

○地域住民活動の支援
（→p.73）

127,456
○高円寺地域区民センターの改修
（→p.73）

494,996

26　多様な地域活動への支援 2,762,000 2,761,491

主
な
事
業

【文化・スポーツ】分野
文化を育み継承し、スポーツに親しむことのできるまち

32,000 31,761

27　多様な文化・芸術の振興と多文化交流の推進 15,000 15,010

○コミュニティふらっとの整備
（→p.73）

295,058

○国際・国内交流の推進
（→p.75）

25,272

主
な
事
業

○文化・芸術の振興
（→p.74）

56,616
○平和事業の推進
（→p.74）

7,875

主
な
事
業

○区制施行周年記念事業
（→p.68）

75,249
○郷土博物館の運営管理
（→p.141）

13,255

28　次世代への歴史・文化の継承 8,000 7,650

○文化財調査・保護
（→p.141）

17,719

11,412

29　誰もがスポーツに親しむことができる環境づくり 9,000 9,101

○下高井戸おおぞら公園スポーツ
コートの整備
（→p.76）

6,533

合　　　　　　　　計 19,162,000 18,095,355

○体育施設の維持管理
（→p.76）

1,113,188

主
な
事
業

○スポーツ推進計画
（→p.76）
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（単位：千円）

施策指標の実績と目標

指標名 指標の説明

実績
（R2年度）
※一部は
R元以前

目標値
（R4年度）

目標値
（R6年度）

目標値
（R12年度）

391人 450人 600人 1,200人

90.0%

障害者スポーツ事業の参加者数

健康であると感じている区民の割合 区民意向調査による 85.5% 86.0％ 87.0％

60.6% 62.0％ 63.0％ 65.0%成人の週1回以上のスポーツ・運動の実施率 区民意向調査による

郷土博物館の来館者数及び出前型事業
の来場者数

23,445人 30,000人 32,000人 38,000人

15.0%

-

郷土博物館の観覧者数

歴史や文化などが、まちに根付いていると思う区
民の割合

区民意向調査による 4.9% 5.0％ 7.0％

5,000人 6,000人国際・国内交流事業参加者数 - 691人 4,000人

67.6% 70.0％ 72.0％ 80.0%
過去１年間に１回以上、文化・芸術鑑賞をした区
民の割合（オンライン配信含む）

区民意向調査による

利用回数÷利用可能回数 44.0% 51.0％ 52.0％ 55.0%

6,600人 8,000人

集会施設の利用率

すぎなみ地域大学講座修了者の地域活動参加
者延人数

担当課の集計（年度末） 6,000人 6,300人

- 16.0％ 18.0％ 24.0%地域活動に参加している区民の割合 区民意向調査による

区立学校の児童・生徒を対象とした質問
紙調査による

51.1%
（元年度）

51.0％ 52.0％ 60.0%

13.0%

地域の行事に参加している児童・生徒の割合

生涯学習を通じて身に付けた知識・技能や経験
を地域や社会での活動に生かしている区民の割
合

区民意向調査による 8.5% 9.0％ 10.0％

年間貸出冊数÷人口 7冊 8冊 9冊 11冊

17,500人 20,500人

図書館の区民一人当たりの貸出冊数

図書館の新規利用登録者数 図書館利用カードを新規交付した人数 14,845人 16,500人

杉並区立学校施設整備計画（第2次改築
計画）により長寿命化改修に着手した校
数（累計）

0校
（3年度）

1校 1校 5校

24校

小中学校の長寿命化改修校数

小中学校の老朽改築校数

杉並区立小中学校老朽改築計画（第1次
改築計画）及び杉並区立学校施設整備
計画（第2次改築計画）により改築に着手
した校数（累計）

8校
（3年度）

9校 12校
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10　区政経営改革推進計画の取組

◆財政効果見込額 　　 826,745千円

◆職員増減見込数 　　 15人増

◆令和4年度の主な取組

取組項目 取組内容

新たなデジタル技術
を活用した業務の効
率化

　ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡなどの自動化ツールについて、新たな業務への
導入に向けた効果検証等を行うほか、既に導入しているＡＩ－ＯＣＲ等
を適切に稼働させるなど、デジタル技術を活用した効率的な行政運営を
推進します。

情報化経費精査の実
施

　令和5年度に導入予定の全ての情報システム等を対象に、導入経費や実
施内容等の精査を行い、適正な経費に基づく、効果的な情報システムの
導入等を進めます。併せて、システム導入にかかるガイドラインを見直
し、デジタル技術の継続的な導入を進めていきます。

ＩＣタグシステムに
よる効率的な蔵書管
理

　ＩＣタグシステムを令和5年度以降段階的に導入していくため、導入す
る図書館の順序や経費等の詳細を検討します。

行政評価制度の見直
し

　区政経営におけるＰＤＣＡサイクルをこれまで以上に十分に機能させ
るため、行政評価制度の見直しを行います。また、新公会計制度との連
動について、引き続き研究を進めていきます。

民営化宿泊施設の見
直し

　民営化宿泊施設（コニファーいわびつ、富士学園、弓ヶ浜クラブ）に
ついて、利用状況や区民ニーズの変化、施設の老朽化等を踏まえて施設
のあり方を検討し、富士学園及び弓ヶ浜クラブの見直し方針を決定しま
す。

公園管理体制の見直
し

　従来の民間事業者への委託化を評価・検証し、今後の区立公園の管理
体制について、指定管理者制度やＰＦＩの導入の可能性も含めた調査・
研究を行います。また、(仮称)荻外荘公園の開園に向けて、荻窪に立地
する三庭園（(仮称)荻外荘公園、大田黒公園、角川庭園）の効果的な管
理運営方法の検討を進めます。

　基本構想の実現に向けて、総合計画で定めた「区政経営改革推進基本方針」に基づく
「区政経営改革推進計画」の取組を着実に実施します。

　令和4年度の財政効果見込額、職員増減見込数及び主な取組は以下のとおりです。

方針１ 時代の変化に対応する業務の効率化と区民サービスの向上
方針２ 財政の健全性の確保と時代の変化に即応できる持続可能な財政運営の実現
方針３ 区民目線による戦略的な情報発信
方針４ 自治の更なる発展と、自治体間連携の強化
方針５ 施設マネジメントの推進
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取組項目 取組内容

高円寺図書館の複合
施設化による運営の
見直し

　併設となる（仮称）コミュニティふらっと高円寺南との一体的な施設
運営に向けて、効率的な管理運営方法について検討を進めます。

自転車駐車場の管
理・運営の見直し

　業務委託により管理運営を行っている自転車駐車場について、より効
果的な管理運営が行えるよう、調査・検討を進めます。

区立保育園の民営化
等の推進

　令和4年4月に荻窪保育園を民営化するとともに、指定管理者制度を導
入している高円寺北保育園、高円寺南保育園、荻窪北保育園を私立保育
園に転換します。
　令和5年4月から大宮保育園及び令和5年11月から天沼保育園を民営化す
るに当たり、令和4年4月から運営事業者への引継ぎを実施します。
　令和6年4月に永福北保育園を民営化するに当たり、運営事業者を公募
し、選定します。
　指定管理者制度を導入している上高井戸保育園を令和6年4月に私立保
育園へ転換するに当たり、運営事業者を公募し、選定します。

学童クラブ運営委託
の推進

　令和4年4月から、桃三学童クラブ（西荻北学童クラブを桃井第三小学
校内に移転整備）及び井荻学童クラブ（善福寺学童クラブを井荻小学校
に近接する旧保育室善福寺跡地に移転整備）の運営を民間事業者に委託
します。

地域区民センターへ
の指定管理者制度の
導入

　移転改築後の阿佐谷地域区民センターについて、併設する阿佐谷けや
き公園及び周辺施設となる梅里区民集会所、梅里中央公園と一体的に管
理・運営するため、令和4年4月に指定管理者制度を導入します。
　また、大規模改修後の社会教育センター及び高円寺地域区民センター
複合施設（令和5年5月供用開始予定）の管理・運営について、指定管理
者制度を導入するための手続き・準備等を行います。

委託業務等のモニタ
リングシステムの実
施

　委託業務等の確実な履行と適切な労働環境の確保を図るため、労働関
係法令遵守に関する報告書様式等の見直しを行い、モニタリングシステ
ムの実効性を高めます。また、6業務を対象に、社会保険労務士による労
働環境モニタリングを実施します。

区保育室・定期利用
保育事業の廃止

　定期利用保育事業1所（久我山東）について、久我山東保育園の移転・
改築に併せて令和5年1月末をもって廃止します。
　また、保育室2所（上井草西、南阿佐ヶ谷）及び定期利用保育事業2所
（下井草、南阿佐ヶ谷第二）について、令和5年3月をもって廃止しま
す。

子どもと家庭に関す
る電話相談窓口の業
務委託の推進

　増加する子育て相談に適切に対応するため、子どもと家庭に関する相
談窓口「ゆうライン」の電話受付時間を拡充するとともに、電話相談窓
口業務の一部を民間事業者へ委託し、効率的・効果的な相談体制を整備
します。
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取組項目 取組内容

時代の変化に挑戦す
る職員の育成

　人事制度に対応した研修体系の整備等により、研修内容の充実やキャ
リア支援に取り組みます。あわせて、ＯＪＴ（職場内人材育成）を推進
します。

将来を見据えた組織
体制の構築

　令和5年度実施予定の定年引上げと役職定年制導入を踏まえ、各職層の
職員がそれぞれの役割を最大限に発揮できる効率的で活力ある組織体制
の構築に向けた検討を行います。

柔軟で効率的な働き
方の推進

　職員のワーク・ライフ・バランスを推進する観点から「杉並区職員
ワーク・ライフ・バランス推進プラン」に基づき、時差出勤やテレワー
クなどの柔軟で効率的な働き方を推進し、超過勤務の縮減につなげてい
きます。

定員管理方針に基づ
く職員数の適正管理

　職員のワーク・ライフ・バランスの推進を図りつつ、行政需要の変化
に迅速、的確に対応していくため、定員管理方針に基づき、職員数の適
正管理に努めます。

保育園調理用務職員
の退職不補充

　更なる調理用務業務委託を視野に入れ、調理用務職員は退職不補充と
します。

ごみ収集・運搬業務
委託の推進と清掃事
業のあり方の見直し

　直営と民間事業者による収集エリアの整理等を行い、民間事業者への
委託を推進します。
　また、災害時における円滑な清掃事業の執行体制の確保と今後の区民
ニーズを踏まえた効率的な清掃事業のあり方について検討を進め、組織
の統合を含めた見直しを行います。

学校用務業務等の包
括委託の推進

　学校用務業務等を計画的に民間事業者へ委託（1校：累計42校）することに
より、職員数と経費の削減を図ります。

学校警備の機械警備
委託の推進

　学校警備を計画的に機械警備等へ移行（1校：累計63校）することにより、
職員数と経費の削減を図ります。

持続可能な財政運営
の確保

　「財政健全化と持続可能な財政運営を確保するための基本的な考え
方」に基づき、財政の健全化と持続可能な財政運営を確保します。
　財政調整基金については、年度末残高350億円を維持し、下回る状況と
なる場合は、可能な限り速やかに残高の回復に努めるとともに、施設整
備基金については、毎年度40億円以上の積み立てを行います。

区有財産の有効活用

　区が保有する土地や建物の有効活用や処分の可能性について、調査・
検討を行います。
　また、区が設置する自動販売機について、一般競争入札により設置業
者を公募し、歳入確保を図ります。
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取組項目 取組内容

駐車場の有料化
　移転整備後の阿佐谷地域区民センター（令和4年4月開設）の駐車場を
有料化し、収入の確保を図ります。

広告収入等の確保

　「民間等への広告媒体提供についての基本方針」に基づき、区が発行
する印刷物や区公式ホームページ等を広告媒体として提供するととも
に、民間事業者と連携して広告付きデジタルサイネージを運用し、広告
収入確保等の取組を推進します。
　また、ネーミングライツの拡大による財源確保や新たな収入確保事業
の検討などに取り組んでいきます。

税・保険料・利用料
等の収納率の向上

　納付センターやＳＭＳの活用、口座振替の勧奨強化など、税・保険
料・利用料等の収納率向上に資する取組を進めるとともに、電子マネー
やｅＬＴＡＸ等のデジタルツールを活用し、電子収納サービスの拡充を
図ります。

ふるさと納税制度に
よる寄附の受入れ

　次世代育成基金等の4つの基金と杉並クラウドファンディングによる寄
附の募集等を通して、健全な寄附文化の醸成とともに寄附の受入れを図
ります。

消費期限の迫った備
蓄食料品の処理コス
ト削減

　防災訓練やイベント等で活用できなかった消費期限の迫った備蓄食料
品（アルファ米、クラッカー、ビスケット等）の一部を民間事業者に売
却することにより、処理コストの削減を図ります。

使用料・手数料等の
見直し

　使用料・手数料等について、受益者負担の適正化の観点から定期的に
見直しを行います。

奨学資金の償還率向
上

　口座振替の勧奨や、納付センターによる納付案内を行うほか、長期・
高額等の滞納者については債権の管理・回収を民間専門業者に委託する
ことにより、償還率の向上を図ります。

長寿応援ポイント事
業の見直し

　今後の更なる高齢化の進展を見据え、より一層高齢者のいきがいや健
康づくりに寄与する仕組みとなるよう、制度の見直しに向けた検討を進
めます。

保育施設等の利用者
負担の見直し

　認可保育施設の利用者負担金について、保育料階層の簡素化と適正化
の観点から見直しの検討を行います。また、認可外保育施設等の保育料
補助金についても待機児童ゼロの状況を踏まえて見直しを検討します。

学童クラブの利用者
負担の適正化

　学童クラブの利用料について、施設整備や運営に係る経費の変動を踏
まえ、利用者負担の適正化の検討を進めます。
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取組項目 取組内容

自治の発展に向けた
取組の推進

　区の果たすべき役割と責務が増大する中、都区制度改革で残された課
題の解決など、今後目指すべき自治のあり方について、学識経験者の助
言等を得ながら調査・研究を行います。

自治体連携による
カーボンオフセット
事業及び体験型森林
環境学習

　交流自治体との連携のもと、区の二酸化炭素排出量削減に向けた交流
自治体所有の森林におけるカーボンオフセット事業や、体験型森林環境
学習の実施に向けた検討を行います。
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11　協働推進計画の取組

◆令和4年度の主な取組

取組項目 取組内容

公民連携に関する専
管窓口の開設

　民間事業者や大学など多様な主体との協働を推進するため、公民連携
に関する専管窓口を開設します。事業者等と庁内の各担当部署をつな
ぎ、迅速かつ柔軟に連携していくことで、地域課題の解決に向けた対応
を図ります。

公民連携プラット
フォームの構築に向
けた検討

　区民や町会・自治会等の従来の協働の担い手に加えて、民間事業者や
大学などの多様な主体と地域課題を共有し、その解決に向けた公民連携
事業を推進するため、それぞれの主体が相互に連携し有効につながる公
民連携プラットフォームの構築を検討します。

協働の推進を目的と
した外部人材の登用

　新たな協働を推進するため、専門的な知識や豊富な現場経験等を有す
る外部人材を登用し、新たな協働の仕組みづくりや公民連携の手法等に
対する助言を求めるなど、協働の取組を戦略的に推進する体制を整備し
ます。

地域活動団体の交
流・連携の推進

　新たに地域活動団体によるＳＮＳ等のＩＣＴを活用した情報の発信・
共有を支援する取組を開始するほか、すぎなみ協働プラザの運営やＮＰ
Ｏ活動資金助成等を通して、町会・自治会をはじめとする多様な地域団
体の活動を支援します。

地域防災力の向上

　災害発生時に、主に震災救援所の開設・運営にあたる地域や学校、震
災救援所運営連絡会の担い手等の人材不足等に対応するため、地域に根
差したＮＰＯや民間事業者などに震災救援所運営連絡会への参加を働き
かけます。
　また、地域の防災・減災を担う人材として地域防災コーディネーター
の育成及び活動支援、防災市民組織等への支援に取り組みます。

　基本構想の実現に向けて、総合計画で定めた「協働推進基本方針」に基づく「協働推
進計画」の取組を着実に実施します。

方針１地域に開かれた新たな協働の仕組みづくり
方針２区と地域団体等による地域課題・行政課題の解決に向けた取組

方針に基づく指標の実績と目標

指標名
現状値

(令和2年度)
（2020年度）

目標値
(令和4年度)
（2022年度）

目標値
(令和12年度)
（2030年度）

指標の説明

協働の取組に対する
区民の認知度

― 40.0% 50% 区民意向調査

区の情報の到達度 62.1% 68.0% 80% 区民意向調査
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取組項目 取組内容

災害時要配慮者支援
の推進

　災害時の要配慮者に対する支援方法の充実を図るため、震災救援所運
営連絡会や民間事業者の会議等へ出席し連携等の強化を進めます。
　福祉救援所については、設置されてない地域を中心に、民間施設に対
する働きかけを行います。また、既存の施設については、災害時の迅速
な福祉救援所の立ち上げができるよう、民間施設と協力した訓練の実施
などを通じ、取組の強化を図ります。

防犯対策の推進
　防犯力が高いまちをつくるため、区民、地域団体、警察署等関係団体
と連携して、区境合同パトロール等を実施します。また、研修会の実施
などにより防犯自主団体の活動を支援します。

区民参加のまちづく
りの推進

　まちづくり協議会やまちづくり団体等との連携・協力を図りながら、
幅広い観点からまちづくりの取組を進めます。新しくまちづくりの取り
組みを始める団体から条例に基づくまちづくり協議会まで、まちづくり
活動を幅広く支援していきます。

すぎなみ学倶楽部の
運営

　区民ライターが、区の様々な魅力を取材・執筆し、区公式ウェブサイ
ト「すぎなみ学倶楽部」を通じて発信します。令和4年度は、区制施行
90周年記念事業や交流自治体関連の記事を加え、アクセス数約80万件を
目指します。

空家等利活用相談窓
口の開設

　令和6年度に事業者との協働により運営する公募型の空家等利活用相
談窓口の開設に向けて、運用の検討を進めます。

交通安全啓発キャン
ペーン等の実施

　警察署、交通安全協会と協力し、交通安全のつどいやパレード等のイ
ベント、街頭キャンペーン、交通安全教室や講習会等、交通事故防止の
ための啓発活動を行います。

エコチャレンジ事業

　家庭や事業所における電気及びガスについて、使用量が前年度と比較
して区で定めた基準以上の削減を行った場合や、国のＺＥＨ（ネット・
ゼロ・エネルギー・ハウス）支援事業を受けた場合に区内共通商品券を
支給し、区民等の省エネルギー行動を促進するとともに、温室効果ガス
排出量の削減を図ります。

「みどりを育てる」
ボランティア活動の
支援

　区に登録した地域住民のボランティア団体「花咲かせ隊」「すぎなみ
公園育て組」による身近な公園等の花壇管理や清掃、美化活動を通じ、
区民の緑化意識の向上や公園等の地域活動の活性化を図ります。また、
「みどりのボランティア杉並」や区が認定した自主的なみどりに係る活
動など、地域緑化やみどりの保全に向けた取組を支援します。

ひとり暮らし高齢者
等たすけあいネット
ワーク事業の実施

　見守りを希望している高齢者（登録者）を対象に、地域のボランティ
アであるあんしん協力員が、定期的な訪問による個別の見守りを行いま
す。また、あんしん協力員及びあんしん協力機関（事業に賛同した団
体）が、日常の活動や業務を通じて地域に暮らす高齢者の緩やかな見守
りを行い、異変に気付いた場合は速やかに地域包括支援センター（ケア
24）に連絡・相談します。
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取組項目 取組内容

農福連携農園（愛
称：すぎのこ農園）
の運営

　農福連携農園における区民・地域との連携事業を拡充するとともに、
引き続き区民ボランティアの協力を得て、障害者や高齢者等のいきがい
創出や健康増進、若者等の就労支援などの取組を推進します。

すぎなみ子育てラボ
ラトリー（すぎラ
ボ）による子育て情
報の発信

　区のホームページ「すぎなみ子育てサイト」内の区民参加コンテンツ
「すぎラボ」において、区内の子育て中のメンバーが、子育て支援サー
ビスの紹介やイベントの体験記のほか、子育て世帯が興味・関心を持つ
テーマに関する記事を作成し、子育てに身近な視点からの情報発信を行
います。

すぎなみ地域大学等
による地域人材の育
成

　すぎなみ地域大学（25講座）、すぎなみ協働プラザ（5講座）及び杉
並ボランティアセンター（5講座）による講座運営等を通して、地域人
材の育成と活動支援を進めます。

郷土博物館における
区民参加による協働
展示の企画

　郷土の研究や博物館活動を通して、生涯学習における活躍の場を求め
る区民・地域団体・ＮＰＯ等の参加と協働による展示を実施します。こ
れにより、地域における郷土学習の担い手を育成します。

区立学校と区内都立
学校との連携協働に
よる教育活動の推進

　「杉並区教育委員会と区内都立学校との連携協働に関する包括協定」
（平成26年3月締結）に基づき、連携協働事業推進連絡会を定期的に開
催して、都立学校と連携・協働して行う教育活動についての情報交換及
び検討を行います。
　さらに、都立学校からの区立学校への高校案内の配布や出前説明会の
実施、進路指導主任会への参加により、区立学校児童・生徒の進路選択
に役立てるほか、学校単位でのオンラインの活用も含めた学習支援やス
ポーツによる交流を行い、双方の教育活動の充実に向けた連携を進めて
いきます。

地域と学校の協働活
動の充実

　誰もが教育の担い手として学び合い、教え合うことのできるまちを目
指して、学校の教育活動を支援する学校支援本部や、地域の多様な主体
が連携し子どもの育成や教育に係る課題解決に向けて取り組む地域教育
推進協議会の活動を支援します。
　また、地域学校協働活動推進員を1名配置し、地域学校協働活動を行
う地域住民等に対する助言等の支援を行い、地域住民等と学校の情報共
有を進めます。

協働提案制度の実施
　令和4年度は、新たな協働提案事業として「男女平等推進センター・
情報コーナーの整備と有効活用」を開始し、提案団体と区担当課による
役割分担のもと、課題解決に取り組みます。

戦略的広報の推進

　区民の区への関心や区政への積極的な参画意欲を高めるため、広報戦
略に基づいて、区の情報や魅力をわかりやすく発信します。区ホーム
ページについては、デジタル化の進展に対応するため、令和6年度の全
面更新に向けた検討を行います。

区政を話し合う会の
実施

　日頃、区政に参加する機会の少ない方など、幅広い区民と区長が直接
意見交換を行う懇談会を開催し、その場で交わされた意見等を区政運営
に生かしていくとともに、意見交換を通じ区民の区政に対する関心や理
解を高めていきます。また、この取組を広く周知するために報告書の作
成や、動画の配信を行います。
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１２　デジタル化推進計画の取組

◆令和4年度の主な取組

取組項目 取組内容

行政手続のオンライ
ン化の推進

　マイナンバー制度のマイナポータルを活用して、新たに子育てや介護
に関する申請等のオンライン化を図るほか、東京電子自治体共同運営電
子申請サービス等の活用を通じて、「すぐに使えて」「簡単」「便利」
な行政手続きのオンライン化を推進します。

窓口サービスの改善
に向けたデジタル技
術の活用

　転入等の異動に伴う届出等に係る現状や課題を調査・分析した上で、
デジタル技術を活用して、待ち時間の短縮などの窓口サービスの改善に
向けた検討を進めます。

手数料・使用料への
キャッシュレス決済
の導入・推進

　各種証明書の発行手数料の支払い時におけるキャッシュレス決済の導
入に向けて、対象とする証明書の種別や採用する決済方法などの検討を
進めます。

ｅＬＴＡＸを活用し
た行政サービスの向
上

　軽自動車新車新規登録に係る軽自動車税種別割の申告手続の電子化及
び継続検査に係る納税証明書の電子連携を図るための準備を進め、令和
5年1月から運用を開始します。
　また、令和5年度の軽自動車税種別割の電子納付等の導入に向けた準
備を進めます。

税・保険料の電子収
納サービスの拡充

　住民税や国民健康保険料等の収納手段として、電子マネー収納（コー
ド決済）の導入に向けた準備を進め、10月から運用を開始します。

ＳＮＳ等を活用した
情報発信の充実

　各種ＳＮＳの特性に応じた情報発信を推進するとともに、行政情報を
個別にお知らせするプッシュ型通知サービスの活用拡大に向けた検討を
進めます。

震災救援所の運営に
関するデジタル化の
推進

　震災救援所において避難者の円滑な受入れを行い、また、避難者名簿
作成業務等の効率化を図るため、あらかじめ避難者自らがＷｅｂフォー
ム等に避難者情報等を入力する（仮称）災害情報システムの導入を検討
します。システム導入にあたっては、災害時要配慮者の安否確認情報と
共有できるよう、検討を進めます。

デジタル技術を活用
した水防情報の提供

　水防情報システムで取得した河川水位や雨量データをオープン化する
ためにシステムの改良・検討を行います。また、令和3年8月にＳＮＳに
よる配信を開始した河川ライブカメラの適切な運用を行い、水害対策に
対する区民意識の向上を図ります。

　基本構想の実現に向けて、総合計画で定めた「デジタル化推進基本方針」に基づく
「デジタル化推進計画」の取組を着実に実施します。

方針１ デジタル技術を活用した区民サービスの向上
方針２ 行政内部のデジタル化による効率化の推進
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取組項目 取組内容

区ホームページの見
直し

　デジタル化の進展に伴って変化する通信端末や情報媒体等との親和性
を高め、区民が必要とする情報をわかりやすく配信するため、令和6年
度全面更新に向け機能やスケジュール等について検討を開始します。

行政保有データの
オープン化の拡充

　区ホームページで公開しているオープンデータについて、公開情報を
増やすとともに、区民や地域団体等が利活用しやすい形式でのオープン
化を促進します。また、さらに積極的な公開を実現するために、オープ
ンデータのガイドラインを見直します。

ＡＩを活用した健診
結果予測分析による
被保険者の健康保持
増進

　健診データをもとに、ＡＩ（人工知能）を活用して将来の健診結果を
予測分析し、生活習慣病のリスクがある方に、「生活習慣改善アドバイ
スシート」を送付する個別的なアプローチにより、健康意識を醸成し、
「自らの健康は自らが作る」という自発的な改善行動を促進します。 

ＩＣＴを活用した高
齢者在宅サービスの
実施

　ＩＣＴを活用した既存の高齢者在宅サービス（徘徊高齢者探索システ
ム、緊急通報システム及びみまもりあいプロジェクト）の継続的な運用
を行います。また、犬型ロボット等を使った見守りなど、ＩＣＴ機器を
活用した新たなサービスの導入に向けた実証実験を行います。

子育て応援券事業の
デジタル化の推進

　子育て応援券利用者の利便性の向上を図るため、スマートフォン等に
よる子育て応援券の購入・利用・サービスの検索を可能にするととも
に、事務処理を効率的に行うためのシステムの構築に向けて、利用者・
事業者アンケート等の調査を実施のうえ検討を進めます。

デジタル技術を活用
した保育サービスの
提供

　区立保育園・子供園等に、スマートフォン等から連絡帳の閲覧・更新
や欠席・遅刻の連絡ができるアプリケーションを令和6年度から導入す
るための検討を進めます。

デジタル技術を活用
した学童クラブ運営

　スマートフォン等を使用し、学童クラブの欠席等の連絡や児童の入退
室の状況を確認できるアプリケーションを令和6年度から導入するため
の検討を進めます。

建築行政手続におけ
るデジタル化の推進

　民間指定確認検査機関からの建築確認審査報告書等の電子化を推進し
ます。また、確認申請関連手続の電子化に向けた調査・検討を進めま
す。

学習用タブレット端
末の活用推進

　シングルサインオンで多様なコンテンツを活用できるシステムを導入
し、児童・生徒がスムーズにデジタル技術を活用できる環境を整備しま
す。また、ＡＩ型学習ドリルを活用して一人ひとりが学習定着度に応じ
て学ぶ個別学習や、学習支援ソフトを用いて複数の意見・考えなどをグ
ループや学級全体で共有する協働学習の充実を図ります。さらに、教員
が、蓄積される児童・生徒の学習履歴や生活指導などのデータを、個別
の状況に応じた指導に活用していきます。

ＩＣタグシステムを
活用した図書館サー
ビスの充実

　ＩＣタグシステムを令和5年度以降段階的に導入していくため、導入
する図書館の順序や経費等の詳細を検討します。
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取組項目 取組内容

高齢者を対象とした
パソコン講座等の開
催支援

　新たに杉の樹大学でスマートフォン講座を実施するなど、高齢者のデ
ジタルデバイド解消に向けた取組を進めます。また、ＮＰＯ法人や杉並
区シルバー人材センター等によるゆうゆう館での高齢者を対象とした初
心者向けのパソコンやスマートフォン講座の開催を引き続き支援しま
す。

デジタルデバイドに
配慮したデジタル技
術の導入促進

　デジタル技術の導入に当たっては、使いやすさや分かりやすさのみな
らず、情報通信機器を利用できる方とできない方との間に情報格差が生
じることがないよう、デジタルデバイド対策に取り組み、誰一人取り残
さない、人にやさしいデジタル化を進めます。

新たなデジタル技術
を活用した業務の効
率化

　ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡなどの自動化ツールについて、新たな業務への
導入に向けた効果検証等を行うほか、既に導入しているＡＩ－ＯＣＲ等
を確実に稼働させるなど、デジタル技術を活用した効率的な行政運営を
推進します。
　また、民間企業等が提供するビッグデータの利活用に向けた検討のほ
か、自動化ツール等のデジタル技術の運用を主導できるデジタル人材の
育成等に努めます。

預貯金等調査システ
ムの導入による業務
の効率化

　これまで書面で行っていた金融機関に対する預貯金等の照会につい
て、10月から預貯金等調査システムを導入し、滞納整理業務の簡素化・
迅速化を図るとともに、住民税や保険料の徴収率向上につなげます。

児童虐待対策におけ
るＡＩの活用

　児童虐待の早期発見・未然防止の取組の推進に向け、相談・通告事案
に対する緊急性の判断や、要保護児童等への支援方針の策定をサポート
するＡＩの活用を目指し、先行導入自治体やシステム開発事業者に対し
て、導入における課題や活用による効果等のヒアリング調査を行うな
ど、研究を進めます。

ＧＩＳを活用した情
報共有・業務効率化
の推進

　地理情報システム（ＧＩＳ）の活用により各課が保有する行政情報を
一元化し、全庁的にその情報を共有することで業務の効率化を図りま
す。また、公開型ＧＩＳ「すぎナビ」を活用し、防災マップや水害ハ
ザードマップ等のほか、道路や橋梁等の都市基盤情報のオープン化を推
進するとともに、より高精度な情報の提供に向けた機能拡充を検討しま
す。

情報化経費精査の実
施

　令和5年度に導入予定の全ての情報システム等を対象に、導入経費や
実施内容等の精査を行い、適正な経費に基づく、効果的な情報システム
の導入等を進めます。併せて、システム導入にかかるガイドラインを見
直し、適切なデジタル技術の継続的な導入を進めていきます。

行政のデジタル化推
進に向けた外部人材
等の活用

　デジタル戦略アドバイザーを引き続き登用し、デジタル技術全般にわ
たる助言を得るほか、情報化経費精査や業務分析等に外部コンサルタン
トを活用し、行政のデジタル化を戦略的に推進します。

ＩＣＴ活用による災
害情報の収集・発信

　公開型ＧＩＳ「すぎナビ」を活用し、防災マップ等の各種防災情報を
区民に分かりやすく提供することで、平時からの災害への備えを推進し
ます。災害時には、「すぎナビ」への被害投稿やＳＮＳに投稿された災
害情報のうち、信頼性や正確性の高い情報をＡＩ技術を活用して解析・
収集することにより、正確かつ迅速な災害状況の把握に努めます。ま
た、収集した最新の災害情報を「すぎナビ」で発信することにより、二
次災害を未然に防止します。
　「すぎナビ」を活用した防災訓練を実施するなど、区民のＩＣＴ活用
を促進し、防災・減災意識の一層の向上につなげていきます。
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取組項目 取組内容

ＩＣＴの活用能力向
上のための教員研修
の実施

　済美教育センターのＩＣＴに関する研修環境を充実させ、学習支援ソ
フトやデジタル教材、プログラミング教材等を活用した指導方法を学ぶ
実践的な研修を行います。これにより、全ての教員がＩＣＴを日常的に
活用し、学習者主体の視点を重視した授業改善などを行い、学校内外で
の児童・生徒の学びの充実を図ります。

-53-



 

-54-

kanda-shuya
テキストボックス



 

 

 

 

1  政策経営部 ………………………… 57 

2  総務部 ……………………………… 61 

3  区民生活部 ………………………… 69 

4  保健福祉部 ………………………… 80 

5  子ども家庭部 ……………………… 100 

6  都市整備部 ………………………… 110 

7  環境部 ……………………………… 123 

8  教育委員会事務局 ………………… 128 

 

 

-55-



部局ごとに令和 4年度の主要事業を紹介します。 

【主要事業の見方】 

例 1）各部局における主要事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

例 2）各所管課における主要事業の主な取組 

危機管理対策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の目的・概要 

予算事業の目的及び概要を説明しています。 

 

主な取組内容 

 令和 4年度に取り組む主な取組内容を説明しています。 

 

 

 

 

 

 

【既定】 防犯対策の推進 予算額  千円 

○ 主な取組内容における表示区分 
文末に表示があるものは、令和 4年度、重点的に取り組むものです。 
なお、種類及び定義は以下のとおりです。 

 ：令和 4年度から新たに取り組むもの 

 ：前年度からの対象範囲の拡大や質の向上を図るもの 

 ：実施手法などを見直すもの 

 

 

26,698,537 千円 

11  政政策策経経営営部部    

○ 事業区分の凡例 

【新規】 新規事業（令和 4年度から新たに始める事業） 

【既定】 既定事業（既存の事務事業） 

【臨時】 臨時事業（令和 4年度のみ、または、数年間期間限定で臨時に行う事業） 

【投資】 投資事業（資産形成にあたる事業） 

【特会】 特別会計事業（特別会計で行う事業） 

○ 総合計画・実行計画における目標及び施策名 
頁横に表示があるものは、総合計画・実行計画に関連す

る事業です。 

○ 予算事業名 

○ 所管課名 

各部局の一般会計及び特別会計の合計額 
職員費は各部局ごとに計上しています。 

 

総
合
計
画 

分
野
（
防
災
・
防
犯
）
❘
施
策
３ 

犯
罪
が
起
こ
り
に
く
い
、
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罪
を
生
ま
な
い
ま
ち
づ
く
り 
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     26,698,537千円 

令和 4年度は、今後概ね 10 年程度の将来を展望して策定した新基本構想と、その構想の

実現に向けた具体的な道筋となる新たな「総合計画」・「実行計画」等がスタートする年とな

ります。 

急速に進むデジタル技術の進展や本格的な超高齢社会の到来など社会環境が大きく変化

していく中、基本構想に掲げる区が目指すまちの姿である「みどり豊かな 住まいのみやこ」

を目指し、総合計画に示す 8分野 29 施策に基づく取組を推進します。 

また、今後改築時期のピークを迎える区立施設について、「区立施設再編整備計画（第 2

期）」に基づき、区の施設を経営資源と捉え、効率的・効果的な施設マネジメントを推進し

ます。 

変化が激しく、先行き不透明な社会経済環境にあって、不断に区民福祉の向上を追求して

いくためには、時代の先を見据えた区政経営へ転換していく必要があることから、区がこれ

まで進めてきたコスト削減や効率化を中心とした「量の改革」に加えて、行政サービスの一

層の向上を指向する「質の改革」にも意を用いた区政経営改革の取組を進めます。 

協働の取組では、多様な地域課題を行政のみで解決することが困難になりつつある今日

において、外部専門人材の活用等を通して、多様な主体がつながる公民連携プラットフォー

ムの構築など新たな協働の仕組みづくりを進めるとともに、これまでの協働の取組をより

一層、深化させていきます。 

今日、社会全体においてデジタル化が焦眉の課題となっている中で、行政手続のオンライ

ン化の更なる推進やＡＩの活用などを通して、区民サービスの一層の向上を図ります。また、

情報格差が生じないようデジタルデバイド対策に取り組むほか、今後増大する情報化経費

を精査する必要があることから、情報化経費精査の強化・拡充に努めます。以上のデジタル

化の取組を戦略的に推進していくため、外部専門人材の登用や組織体制の整備等を図りま

す。 

また、区財政を取り巻く環境は、コロナ禍や国の不合理な税源偏在是正措置の影響に加え、

歳出予算の増加等により、今後も厳しい状況が続くことが想定されますが、社会環境の変化

や、区民生活を取り巻く喫緊の行政課題にしっかりと応えることができるよう、新たに定め

た「財政健全化と持続可能な財政運営を確保するための基本的な考え方」に基づき健全な財

政運営を進めます。 

 

１ 政策経営部  
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企画課 

 

事業の目的・概要 

 新基本構想に掲げる区が目指すまちの姿である「みどり豊かな 住まいのみやこ」の実現

に向けた具体的な道筋である新たな「総合計画」・「実行計画」等に基づき、時代の変化に対

応した区政を推進していきます。 

また、安全・安心な施設サービスの提供、新たな行政需要への対応及び持続可能な財政運

営を確保するため、「区立施設再編整備計画（第 2期）・第 1次実施プラン」の取組を着実に

進めます。 

 

 

主な取組内容 

 基本構想実現のための区民参加の促進 

基本構想では、杉並区に関わるすべての方とこの構想を共有した上で、総合計画等の

進捗状況や達成度を区と区民等とが共に確認していくこととしています。 

区民の区政参加の意識を高めるとともに、総合計画等の取組を幅広く共有していく

ため、無作為抽出により参加者を募る区民懇談会を開催します。 

 

 区立施設再編整備計画の着実な推進 

   「区立施設再編整備計画（第 2期）・第 1次実施プラン」に基づき、区の施設を経営

資源と捉え、区立施設の更新、再編、長寿命化、利活用等を総合的かつ計画的に行って

いく施設マネジメントの取組を着実に進めます。 

 

 公民連携プラットフォームの構築に向けた検討と外部専門人材の登用による協働の 

取組推進 

   本格的な超高齢社会の到来や地域課題が複雑・高度化していく今日において、これま

での協働の相手方の中心であった区民や地域団体に加え、民間企業等の多様な主体が

つながる公民連携プラットフォームの構築に向けた検討を進めます。 

また、新たな協働の仕組みづくりに基づく取組の推進や、これまで行ってきた地域の

課題解決を図る取組を一層深化させていくため、協働推進アドバイザーとして外部専

門人材を登用し、協働の取組を推進します。 

 

 自治のあり方の調査・研究 

   区の果たすべき役割と責務が増大する中、都区制度改革で残された課題の解決など、

今後目指すべき自治のあり方について、学識経験者の助言等を得ながら調査・研究を行

います。 

 

 

 

 

 

 

【既定】 区政運営の総合調整 予算額   4,602千円 
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企画課 

 

事業の目的・概要 

 社会経済環境が大きく変化する中で、コスト削減や効率化を追求する「量の改革」に加え、

行政サービスの一層の向上を指向する「質の改革」にも配慮した区政経営を行うため、新た

に策定した「区政経営改革推進計画」に基づく取組を着実に進めます。 

 また、行政評価の実施により、区政経営におけるＰＤＣＡサイクルを機能させるとともに、

委託業務等についてのモニタリングの実施、ＡＩ（人工知能）等のデジタル技術を活用した

業務改革等により、効率的な行政執行と行政サービスの向上を図ります。 

 

 

主な取組内容 

 行政評価の実施 

   各部局において新総合計画等に基づく取組を的確に進行管理し、区政経営における

ＰＤＣＡサイクルをこれまで以上に十分に機能させるため、行政評価制度の見直しを

行います。また、区の評価結果に対して、「外部評価委員会」から客観的な評価を受け

ることによって、施策や事務事業の見直しを行うとともに、職員の評価能力の向上を図

ります。 

 

 委託業務等のモニタリングシステムの実施 

委託業務等の確実な履行と適切な労働環境の確保を図るため、労働関係法令遵守に

関する報告書様式等の見直しを行い、モニタリングシステムの実効性を高めます。ま

た、6業務を対象に、社会保険労務士による労働環境モニタリングを実施します。 

 

 デジタル技術を活用した業務改革の調査・研究の実施 

議事録作成支援システムを用いて職員の議事録作成に係る業務の効率化を図るため、

その運用準備を進めるほか、区民サービスの向上や業務の効率化の可能性を幅広く探

るため、デジタル技術を活用した業務改革について調査・研究を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 区政経営改革の推進 予算額   20,822千円 
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情報政策課 

 

事業の目的・概要 

 区民生活のあらゆる分野にデジタル技術が浸透し、これまでの生活様式が大きく変革す

る中で、行政手続きのデジタル化に対する区民ニーズの高まりなどを踏まえ、戦略的にデジ

タル化を加速させ、区民の利便性の向上と行政運営の効率化を図っていきます。 

 

 

主な取組内容 

 行政のデジタル化推進に向けた外部人材等の活用 

   デジタル戦略アドバイザーを引き続き登用し、デジタル技術全般にわたり助言を得

るほか、情報収集・分析能力に優れた外部コンサルタントを活用し、技術的なサポート

体制を整えながら、行政のデジタル化を戦略的に推進します。 

 

 情報化経費精査の強化・拡充 

  デジタル化の推進に伴い、今後、一層増大する情報化投資の適正化を図るため、新た

に調達を予定する全てのシステムを情報化経費精査の対象とするなど、システム開発や

維持管理に係る経費の節減に努め、効率的な情報システムの導入・運用を目指します。 

 

 新たなデジタル技術を活用した業務効率化の推進 

申請書類等のデータ入力などの大量かつ定型的作業の自動化ツールであるＡＩ－О

ＣＲ、ＲＰＡについて、新たに介護保険業務や住民税普通徴収業務などでの活用に向け

た効果検証等を行い、導入を加速化させるとともに、既に導入しているＡＩ－ОＣＲ等

を適切に業務に活用するなど、デジタル技術を活用した効率的な行政運営を推進しま

す。 

 

 行政手続きのオンライン化の推進 

マイナンバー制度のマイナポータルを活用して、新たに子育てや介護に関する申請

等のオンライン化を図るほか、東京電子自治体共同運営電子申請サービスや新たなオ

ンライン申請サービスの活用を通じて、「すぐに使えて」「簡単」「便利」な行政手続き

のオンライン化を推進します。                            

 

 デジタルデバイドの解消に向けた取組 

デジタル技術の導入に当たっては、使いやすさや分かりやすさのみならず、情報通信

機器を利用できる方とできない方との間に情報格差が生じることがないよう、デジタ

ルデバイド対策に取り組み、誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル化を進めます。 

 

 

 

【既定】 情報政策の推進 予算額   49,602千円 
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     9,078,784千円 

 

 令和 4年度は、新たな基本構想の初年度であり、その実現に向けた第一歩を確実に踏み出

すため、新総合計画・実行計画等に基づく取組を着実に推進します。 

防災対策については、災害備蓄倉庫の整備・拡張を計画的に進めるとともに、建物倒壊に

よる道路閉塞等により一時的に区外からの救援や物流が滞ることに備え、発災後 3 日間を

乗り切れるよう、区内食糧備蓄の拡充を進めます。 

また、災害発生時に災害対応の拠点となる区立施設については、施設の改修等に合わせて

非常用発電設備の設置など、防災機能を強化します。 

防犯対策については、街角防犯カメラの増設や新たに公園に防犯カメラを設置すること

等により、犯罪が起こりにくいまちづくりを進めます。また、デジタル社会の進展に伴い増

加傾向にあるネット犯罪に関しても被害防止活動に取り組みます。 

区役所本庁舎の維持管理については、温室効果ガスの削減及び資源循環型社会の実現に

向けた取組の一つとして、省エネルギー対策を推進するとともに、本庁舎で使用する電力

の一部を再生可能エネルギーに切り替えます。また、庁有車については、更新時に、電気

自動車をはじめとする低公害車への切り替えを推進します。 

このほか、広報専門監及び報道アドバイザーといった外部専門人材の活用や、様々な媒

体による区政情報の発信など、戦略的広報の推進に取り組むとともに、無作為抽出した区

民から参加者を募り、その時々の行政課題について、区長と参加者同士で意見交換を行う

「区政を話し合う会（すぎなミーティング）」を開催するなど、区政参画の機会の充実を

図ります。 

また、杉並区は、令和 4年 10月 1日に区制施行 90 周年を迎えることから、この節目を区

民と区が一体となって祝うとともに、その先の 100 周年を見据え、区のこれまでの歩みを次

世代に継承し、区民の愛郷心を醸成することを目的として、記念事業を実施します。 

具体的には、「区のこれまでの歩みの継承」、「区の魅力を再発見」、「区民の心をひとつに」

の三つの視点から、これまでの区の歴史の中で、区民や区に大きな影響等を与えた 5つの出

来事を様々な手法を用いて次世代に継承する 「すぎなみ 5ストーリーズ事業～時代を切り

拓いた先人たちの歩み～」をはじめ、記念誌の発行や記念式典、記念パレード等を実施しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 総務部 
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防災課 

 

事業の目的・概要 

 首都直下地震等の大規模災害に備え、災害備蓄倉庫の整備を進めるほか、感染症対策等に

必要な備蓄品の計画的な購入や入替を行うとともに、発災後 3日間を乗り切れるよう、区内

食糧備蓄の確保に取り組みます。 

 また、区立施設の改修等に合わせて防災機能の強化を図ります。 

 

主な取組内容 

 災害備蓄倉庫の整備等 

旧杉並第八小学校跡地、松庵梅林公園、馬橋公園、成田西二丁目用地への倉庫整備、

成田西災害備蓄倉庫の拡張を計画的に進めます。また、女性や災害時要配慮者、外国人

の視点に加え、感染症対策の観点も踏まえ、必要な備蓄品の計画的な購入や入替を行い

ます。 

 3 日分の区内食糧備蓄の確保 

首都直下地震等の発災後、建物倒壊や火災などによる道路閉塞、震度 6弱以上で実施

する交通規制による渋滞などから、一時的に区外からの救援や物流が滞ることが想定

されます。このような状況になっても、発災後 3日間を乗り切れるよう、区内食糧備蓄

の拡充を着実に進めます。現在、約 2日分の食糧を各震災救援所等に備蓄しており、さ

らに、もう 1 日分の食糧については、令和 3 年度からの 5 か年計画で確保することと

しています。令和 4 年度は計画 2 年目として計 3 日分の食糧確保に向けて取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

 

 

【既定】 防災施設整備 予算額  435,824千円 

総
合
計
画 

分
野
（
防
災
・
防
犯
）
❘
施
策
２ 

地
域
の
防
災
対
応
力
の
強
化 

杉並中継所跡地の災害拠点倉庫内部の様子 
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 蓄電池の配備 

発災時の電源確保として、非常用電源が設置されていない震災救援所へ蓄電池の配

備を進めます。 

 災害時拠点施設の機能拡充 

セシオン杉並（社会教育センター・高円寺地域区民センター）の大規模改修に合わせ

て、災害時の第二次救援所や帰宅困難者の一時滞在施設等としての機能強化を図るた

め、非常用発電設備、災害用照明設備、マンホールトイレ等を設置します。 

また、震災救援所機能を継続する旧杉並第八小学校跡地施設及び旧杉並第四小学校

跡地施設についても、施設整備に合わせて非常用発電設備、災害用照明設備、マンホー

ルトイレ等を設置し、防災機能を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害備蓄倉庫内部の様子 
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危機管理対策課 

 

事業の目的・概要 

 区民の安全・安心な暮らしを守るため、安全パトロール隊による防犯パトロールの実施や

防犯自主団体の活動支援のほか、街角防犯カメラの増設や新たに公園に防犯カメラを設置

すること等により、犯罪が起こりにくいまちづくりを進めます。 

また、区内の刑法犯認知件数が減少傾向にある中、依然として多発している特殊詐欺被害

の未然防止のため、引き続き、「振り込め詐欺被害０（ゼロ）ダイヤル」による相談を実施

するとともに、自動通話録音機の区民への無償貸与を推進します。さらに、デジタル社会の

進展に伴い増加傾向にあるネット犯罪に関しても被害防止活動に取り組みます。 

 

主な取組内容 

 防犯パトロール活動 

   安全パトロール隊による、犯罪発生状況に応じた重点的なパトロールや、防犯自主団

体及び警察署と連携した合同パトロールなど、身近に起きる犯罪を防止する取組を実

施し、刑法犯認知件数 2,300 件以下を目指します。 

 防犯自主団体の活動支援 

   区内に 3 か所ある警察署の管轄ごとの研修会の実施や活動に必要な物品の支給など

により、防犯自主団体の活動を支援し、地域防犯力の更なる向上に努めます。 

 

 街角防犯カメラ及び公園防犯カメラの設置 

   犯罪発生の抑止効果が高いと想定される場所や、区立公園の利用実態等を踏まえ、新

たに 15 台設置します。 

 特殊詐欺対策の推進 

   被害防止効果の高い自動通話録音機の無償貸与や区民が 24 時間 365 日相談できる

「振り込め詐欺被害０（ゼロ）ダイヤル」の運用を引き続き推進するほか、広報すぎな

みや防災・防犯情報メール配信サービスなど様々な媒体による啓発活動を行うなど、特

殊詐欺被害の防止に積極的に取り組みます。 

 ネット犯罪防止活動の推進 

   区民や中小企業に向けたネットセキュリティの意識向上及びネット犯罪被害防止を

図るため啓発活動を推進します。 

 

区内刑法犯認知件数と空き巣、自転車盗及び特殊詐欺被害件数の推移 

 

平成14年

(ピーク時)
平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

刑法犯認知件数 11,115 4,079 3,783 3,542 3,097 2,573

空き巣 1,711 100 108 85 71 39

自転車盗 3,206 1,633 1,406 1,398 1,072 860

特殊詐欺被害 ― 82 174 160 187 148

【既定】 防犯対策の推進 予算額   74,164千円 
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経理課 

 

事業の目的・概要 

 温室効果ガスの削減及び資源循環型社会の実現に向けて、区役所本庁舎等における省エ

ネルギー対策の推進に取り組むとともに、区立施設から排出される生ごみの資源化を進め、

ごみの総排出量を削減します。 

 

 

主な取組内容 

 区役所本庁舎における温室効果ガス排出量の削減 

区役所本庁舎について、空調設備の一部を省エネ向上仕様に切り替えるなど、省エネ

ルギー対策を推進するとともに、使用する電力の一部を再生可能エネルギー(年間使用

量約 42 万 kWh（キロワットアワー）)に切り替えます。 

 

 庁有車の電気自動車等への切り替えによる温室効果ガス排出の削減 

庁有車は、充電スポットを確保のうえ、更新時に電気自動車への切り替えを進めます。

なお、切り替えが困難な車種については、低公害車を導入します。 

 

 区立施設におけるごみの排出量の削減 

   区役所本庁舎をはじめ、学校や保育園等から排出される生ごみは、食品リサイクル法

に基づき肥料・飼料化、又はメタン化による資源化を進め、可燃ごみの排出量を削減し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 区役所本庁舎等維持管理 予算額  828,057千円 

【既定】 庁有車の管理 予算額  147,608千円 
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広報課 

 

事業の目的・概要 

民間から登用した広報専門監及び報道アドバイザーの助言を得ながら、区政情報がより

効果的に伝わるよう、戦略的広報の推進に取り組みます。利用者が増加しているＳＮＳにお

いて、有料広告を効果的に活用する等により区公式アカウントへの登録を促進し、若年層を

含む多くの区民へよりタイムリーに区政情報が届くよう取り組みます。 

また、本庁舎内の広告付きデジタルサイネージ※等により、歳入確保を図りながら、区政

情報を発信します。 

 

※デジタルサイネージ…液晶ディスプレイなどの映像表示装置を用いた情報・広告媒体のこと 

 

主な取組内容 

 外部専門人材の活用 

広報や宣伝、デザインなどの業務に精通した広報専門監を活用し、重点的な施策・事

業を中心に、区の情報や魅力をわかりやすく発信していきます。また、外部メディアへ

の対応に精通した報道アドバイザーから区のパブリシティや報道された区政情報に対

する対処等について助言を得ながら、区民に「伝わる」広報を推進します。 

 

 様々な媒体による区政情報の発信 

ツイッター、フェイスブック、ユーチューブの活用、広報すぎなみの年 2回の全戸配

布や全区立学校における配布、デジタルサイネージによる来庁者への情報発信、パブリ

シティの積極的活用など、様々な媒体を通して、区民が必要とする情報をわかりやすく

発信していきます。 

また、有料広告を活用するなど、区民周知を図り、ツイッター、フェイスブック、ユ

ーチューブの区公式アカウントへの登録数増加に向けて取り組みます。 

 

 各課の広報活動の支援、広報マインドの醸成 

区として重点的に広報すべき施策・事業を選定し、一層効果的な情報発信ができるよ

う、所管課の広報活動をサポートします。また、「広報マインドアップ研修」などの職

員向け研修を引き続き実施し、常に「伝わる広報」という視点を持ちながら職務に当た

る広報人材を全庁的に育成していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 区政の広報 予算額  200,264千円 
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区政相談課 

 

事業の目的・概要 

 区民意向調査や区政モニター制度の実施に加え、区長が直接区民と意見交換する区政を

話し合う会などを通じて、区政に対する区民のニーズや考えを把握し、施策・事業への反映

に努めていきます。また、区民からの意見・要望については、迅速な対応に努め、区政への

信頼向上につなげていきます。 

 

 

主な取組内容 

 区政を話し合う会（すぎなミーティング）の実施 

   無作為抽出した区民から参加者を募り、その時々の行政課題について、区長と参加者

同士で意見交換を行うことによって、区政についての理解促進に努めながら、課題解決

に向けた様々なアイデアをいただきます。 

   また、この取組を広く周知するために報告書の作成や、動画の配信を行います。 

 

 

 

 

                       

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 広聴活動 予算額   48,493千円 

グループ討議風景 発表風景 
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総務課 

 

事業の目的・概要 

 杉並区は、令和 4 年 10 月１日に区制施行 90 周年を迎えます。この節目を区民と区が一

体となって祝うとともに、その先の 100 周年を見据え、区のこれまでの歩みを次世代に継承

し、区民の愛郷心を醸成することを目的として、「区のこれまでの歩みの継承」、「区の魅力

を再発見」、「区民の心をひとつに」の 3つの視点から、区制施行 90周年記念事業を実施し

ます。 

主な取組内容 

 区制施行 90 周年記念事業の実施 

 ◇ 区のこれまでの歩みの継承 

「すぎなみ 5ストーリーズ～時代を切り拓いた先人たちの歩み～」として、区の歴史

の中で、区民や区に大きな影響等を与えた 5つの出来事を、展示や演劇・浪曲公演、動

画など、様々な手法を用いて、次世代へ継承していきます。 

◇ 区の魅力を再発見 

「すぎなみ 5ストーリーズ～時代を切り拓いた先人たちの歩み～」をはじめ、区の歴

史、文化、魅力等をまとめた 90 周年記念誌を発行します。また、区や関係団体等が主

催するイベント等に「区制施行 90周年記念」の冠を付し、記念事業の趣旨を盛り込ん

で実施します。 

◇ 区民の心をひとつに 

令和 4 年 10 月 1 日に杉並公会堂で記念式典を開催します。また、令和 4 年 10 月頃

に中杉通り（予定）で記念パレードを計画するほか、（仮称）ふるさと・杉並の曲を制

作し、記念式典やロビーコンサートなど、様々な場面で活用していきます。 

 

【臨時】 区制施行周年記念事業 予算額   75,249千円 

内田秀五郎のしごと 

 

 

 

 

 

原水爆禁止署名運動 

 

 

 

 

 

東京高円寺阿波おどり 

 

 

 

 

 

東京ごみ戦争 

 

 

 

 

 

3.11自治体スクラム支援等の活動 

 

 

 

 

5 ストーリーズ教材制作 
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井荻町土地区画整理組合 旧区立公民館で署名簿を整理する婦人達 東京高円寺阿波おどり本大会 

清掃工場建設反対運動 自治体スクラム支援会議 
デジタル教材を制作し、

小学校等で学習に活用 
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    11,226,835千円 

 

 令和 4 年度を始期とする新たな基本構想の実現に向け、次のとおり、各分野の施策・事

業等を着実に推進していきます。 

 まず、地域産業分野では、創業スタートアップ助成制度の創設等により創業支援を拡充

するとともに、新たに創設する研究機関活用支援事業補助金により、大学や研究機関等と

の共同研究に要する経費の一部を区内の中小事業者に補助することで、新商品・新サービ

スの研究・開発の促進を図るなど、中小事業者の支援に取り組みます。また、商店街の活

性化に向けて、イベント事業等支援の拡充やアーケード等の施設整備を支援するほか、区

内全域にわたる観光情報を広く発信し、来街者の誘致とにぎわい・商機の創出を図ります。

さらに、地産地消の推進や農福連携農園（愛称：すぎのこ農園）における区民・地域との

連携事業の拡充などにより、都市農地の活用と保全に力を注ぎます。 

 次に、地域振興分野では、新たに地域活動団体のＩＣＴ活用による情報発信・共有を支

援するほか、高円寺地域区民センターの改修やコミュニティふらっとの整備を計画的に進

め、地域コミュニティの形成と交流活動の活性化につなげます。 

 次に、文化・交流・スポーツ分野では、区民等による文化・芸術活動に対する助成やイ

ンターネット上の仮想美術館「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」等による情報発信など

の取組を通して、引き続き、区内における多様な文化・芸術の振興を図ります。また、国

際・国内交流の取組を進めるほか、杉並区交流協会が教育委員会と連携して新たに実施す

る外国人の児童・生徒等を対象とした日本語教育推進事業を支援し、対象児童・生徒等の

地域生活や学校教育活動の充実につなげます。さらに、より多くの障害者が身近な場所で

気軽にスポーツ・運動に親しめるよう、障害者スポーツ教室に加え、区立体育施設におい

て新たな障害者スポーツ推進事業となる「ユニバーサルタイム」を実施するほか、下高井

戸おおぞら公園スポーツコートの整備に着手するなど体育施設の計画的な整備・改修を進

めます。 

 このほか、休止している杉並会館のレセプション機能を再開することで、区内で同様の

機能を有する施設が少ない状況下で区民のニーズに応えるほか、法改正に伴う住民記録及

び戸籍システムの改修、住民税のキャッシュレス決済の拡充などを実施し、区民の利便性

向上を図ります。 

 

 

 

 

3 区民生活部 
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産業振興センター 

 

事業の目的・概要 

 区内での創業を含む中小企業の支援や地域に根ざした商店街の活性化促進を通して、暮

らしや環境と調和した、にぎわいと活力を生み出す地域産業を振興します。 

 

主な取組内容 

 創業支援の拡充 

区内で創業を目指す方が円滑に事業活動を行えるよう、相談体制及びセミナー事業

を拡充するほか、新たな助成制度を創設します。 

 

区分 内容 

商工相談窓口 ・専門相談員（中小企業診断士）の増員（3名→4名） 

創業セミナー ・開催回数の増（1回→2回） 

創業スタートアップ助成 

・家賃（上限額 30万円、補助率 2／3）、ホームページ作

成（上限額 20万円、補助率 2／3） 

※助成に当たっては、地域の商店会への加盟が必要 

創業支援資金融資 ・創業支援資金に係る信用保証料の補助（補助率 1／2） 

 

 研究機関活用支援事業補助金の創設 

   区内の中小事業者が行う新製品や新技術の研究・開発を促進するため、研究機関や

大学等と共同研究等を行う際に要する経費の一部を補助します。 

補助対象経費 補助額等 

・事業者が研究機関等に支払う経費 

（中小事業者が、東京商工会議所の産学公連携相談窓

口を利用して、大学や研究機関等との連携により新商

品・新サービスの開発などを行う場合の共同研究費、

研究委託費、データ分析費、相談費等） 

上限額 10万円 

補助率 1／2 

 

 商店街の活性化促進 

商店街のイベント事業等支援では、商店街のニーズを踏まえ、東京都が補助対象外

としている定期的なイベント開催等に対して、区独自の補助を実施します。 

また、老朽化したアーケードやカラー舗装などの商店街施設の整備等に要する経費

の一部を補助し、安全・安心かつ快適に利用できる環境づくりを支援します。 

 

【既定】 中小企業支援 予算額  238,106千円 

【既定】 商店街支援 予算額  403,784千円 
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産業振興センター 

 

事業の目的・概要 

杉並の様々な魅力を区民・団体と協働して効果的かつ積極的に発信するとともに、杉並

アニメーションミュージアムを観光資源として捉えた取組を推進し、来街者の誘致と地域

のにぎわい・商機の創出を図ります。 

 

主な取組内容 

 魅力発信事業の実施 

実行委員会形式で運営する「中央線あるあるプロジェクト」に加え、新たに民間事

業者を活用した「魅力発信事業」を実施し、西武新宿線・京王井の頭線沿線などを含

む区内全域にわたる観光情報を広く発信するとともに、区内の魅力スポットをシェア

サイクルでめぐるツアー等を行います。 

 

 すぎなみ学倶楽部の運営 

杉並の歴史や自然、ゆかりの人や食などの様々な魅力を区民ライターが取材・執筆

した記事を区公式のウェブサイト「すぎなみ学倶楽部」や「なみすけインスタグラム」

で発信します。令和 4年度は、区制施行 90周年記念事業や国内交流自治体関連の記事

等を掲載する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 杉並アニメーションミュージアム※の充実 

複数台のプロジェクターにより壁一面に映像を映し出すマルチプロジェクションな

どのデジタル機器を新たに導入し、杉並アニメーションミュージアムにおける展示や

ワークショップ等の充実を図ります。 

 

 

※杉並会館の改修工事に伴う休館期間中（令

和 4 年 7 月～11 月）は、他の区立施設等での

ミニ展示や巡回ワークショップなどの代替事

業を実施することにより、引き続き、「アニ

メのまち杉並」の魅力発信に取り組んでいき

ます 

 

 

 

【既定】 観光促進 予算額   59,122千円 

【既定】 アニメの振興と活用 予算額   86,449千円 

マルチプロジェクション（イメージ図） 
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産業振興センター 

 

事業の目的・概要 

 区内農業者に対する活動支援や区内農産物の地産地消の推進等により、都市農業を支援

します。また、農福連携農園（愛称：すぎのこ農園）の運営や農業体験農園の助成等を通

して、都市農地が持つ多面的な機能を活用・発信するとともに、都市農地の保全を図りま

す。 

 

主な取組内容 

 杉並産農産物の地産地消の推進 

区内生産者やＪＡ東京中央等で構成する「地産地消推進連絡会」と協働しながら、

生産者グループ等が実施する即売会や区立小中学校の給食食材への杉並産農産物の供

給を通して、引き続き、地産地消の推進を図ります。 

 

 農福連携農園（愛称：すぎのこ農園）の運営充実 

令和3年4月に全面開園した農福連携農園

では、引き続き、各種事業を通じて障害者

等のいきがい創出や就労支援、収穫物の提

供による福祉施設等の運営を支援します。         

これらの取組に加え、令和 4 年度は、更

なる運営の充実に向けて、同農園を活用し

た区民・地域との連携事業に一層力を注ぐ

ほか、同農園が区民に愛され親しまれる施

設として成長・発展していくことを願い、

農園内にシンボルツリーを植樹します。 

 

 農業体験事業の実施 

区民農園（6 か所）、農業体験農園（2 か所）及び成田西ふれあい農業公園等におい

て実施する農業体験事業を通して、多くの区民に収穫の喜びに加え、都市農業の意義

や都市農地に対する理解促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 農業の支援・育成 予算額   26,910千円 

【既定】 都市農地確保 予算額   41,256千円 

農福連携農園（すぎのこ農園）管理事務所 

収穫体験の様子（成田西ふれあい農業公園） 
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地域課 

 

事業の目的・概要 

 地域情報の発信・共有や地域課題の解決に取り組む地域活動団体を支援するとともに、

それらの地域活動の拠点となる地域区民センター及びコミュニティふらっとの改修・整備

を計画的に進めます。 

 

主な取組内容 

 地域活動団体のＩＣＴ活用に向けた支援 

   町会・自治会等の地域活動団体が、ＳＮＳなどＩＣＴを活用して地域情報の発信・

共有ができるよう、すぎなみ協働プラザ等において、講習会（月 1 回程度）を実施す

るほか、「すぎなみ地域コム」に登録している地域活動団体の情報発信の充実に向け

た相談・助言等を随時行います。 

 

 高円寺地域区民センターの改修 

   併設する社会教育センター等と併せて、老朽化に伴う大規模改修工事を引き続き実

施します。なお、大規模改修後のセンターは、新たに指定管理者制度を導入して管

理・運営していきます。 

  ＜スケジュール（予定）＞ 

   ◇ 令和 3年 10 月～令和 4年 6月 指定管理者候補者の公募・選定 

   ◇ 令和 3年 12 月～令和 5年 2月 改修工事 

   ◇ 令和 5年 5 月         開設（リニューアルオープン） 

 

 コミュニティふらっとの整備 

施設名 令和４年度の取組概要 整備スケジュール(予定) 

(仮称)コミュニティ 

ふらっと高円寺南 

旧杉並第八小学校跡地に、高円寺図書

館等の複合施設として、建設工事に着

手します。 

令和 4～6年度 建設工事 

令和 7年 3月 開設 

(仮称)コミュニティ 

ふらっと上荻窪 

整備場所となる上荻窪会議室等の建物

の解体設計や、施設整備に向けた設計

を行います。 

令和 4～5年度 解体設計、 

基本・実施設計 

令和 5年度 解体工事 

令和 6～7年度 建設工事 

令和 8年度 開設 

(仮称)コミュニティ 

ふらっと本天沼 

整備場所となる本天沼区民集会所を増

築・改修して転用するための設計を行

います。 

令和 4年度 増築・改修設計 

令和 5年度 増築・改修工事 

令和 6年 4月 開設 

(仮称)コミュニティ 

ふらっと方南 

整備場所となる方南区民集会所を改修

して転用するための設計を行います。 

令和 4年度 改修設計 

令和 5年度 改修工事 

令和 6年 1月 開設 

【既定】 地域住民活動の支援 予算額  127,456千円 

【投資】 高円寺地域区民センターの改修 予算額  494,996千円 

【投資】 コミュニティふらっとの整備 予算額  295,058千円 
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   区民生活部管理課・文化・交流課 

 

事業の目的・概要 

区内における多様な文化・芸術の振興を図ることを通して、誰もが気軽に文化・芸術に

親しめるよう、区民や区内に拠点を持つ団体が行う文化・芸術活動が積極的に展開される

よう支援するとともに、インターネットや情報誌等の様々な媒体を活用した効果的な情報

発信を行います。 

平和事業では、杉並区平和都市宣言（昭和 63 年 3月）を踏まえた取組を推進し、戦争

の悲惨さと平和の尊さについて、区民との共有及び次世代への継承を図ります。 

 

主な取組内容 

 文化・芸術活動助成 

区民や区内に拠点を持つ団体が行う幅広いジャンルの文化活動や創造的な芸術活動

を支援するため、引き続き、文化・芸術活動助成を実施します。 

 

区分 対象 補助額等 件数 

文化・芸術活動
助成金 

区民または区内に拠点
を持つ団体 

1 事業当たり 上限額 40万円 
補助率 2／3 

25 件 

 

 「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」による情報発信 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会関連事業として開設したインターネット上の仮想

美術館「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」を活用

し、同ミュージアム内の 3 つのコンテンツ（常設

展・企画展・区民展）により、杉並の文化・芸術に

関する情報を広く国内外に発信します。 

 

 

 広島平和学習中学生派遣事業 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和

2・3 年度の 2 か年にわたり中止とした本事業を、令

和 4 年 8 月上旬に実施します。具体的には、都立第

五福竜丸展示館の見学や杉並区における戦争体験講

話等による事前学習会を経て、派遣先では平和記念

式典への参列や原爆ドーム等の施設見学に加え、現

地の中・高校生等との交流を通して、区内の中学生

が平和についてより実践的に学ぶ機会とします（次 

世代育成基金活用事業）。 

【既定】 文化・芸術の振興 予算額  56,616千円 

【既定】 平和事業の推進 予算額  7,875千円 

 

「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」の 

エントランスページ 
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原爆ドーム（写真提供：広島県） 
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文化・交流課 

 

事業の目的・概要 

異なる文化に触れる機会をより多くの区民に提供し、相互理解と交流の輪を広げるよう、

オーストラリア連邦ウィロビー市、大韓民国ソウル特別市瑞草区及び台湾との国際交流や

10 自治体との国内交流を引き続き推進します。 

また、杉並区交流協会が新たに実施する外国人の児童・生徒等を対象とした日本語教育

推進事業を支援していきます。 

 

主な取組内容 

 国際交流の推進 

令和 4 年 4 月に台湾で実施される「東京高円寺阿波おどり台湾公演」において、台

湾との交流促進を図るとともに、公演の模様等を国内外に発信します。 

 

 国内交流の推進 

交流自治体物産展や写真展、イベント等を活用した交流事業を通して、交流自治体

に対する多くの区民の興味・関心を高めます。また、令和 4 年度の「すぎなみフェス

タ」では、これまで以上に国内・国外の各交流自治体に関する情報発信の充実を図り

ます。 

 

 日本語教育推進事業の支援  

杉並区交流協会は、「日本語教育の推進に関する法律」等を踏まえ、令和 4年度から

教育委員会と連携して、新たに在住外国人の児童・生徒等を対象とした日本語教育推

進事業を実施することとしています。区は、本事業の実施を支援し、当該児童・生徒

等の地域生活や学校教育活動の充実につなげていきます。 

 

  

【既定】 国際・国内交流の推進 予算額   25,272千円 

【既定】 杉並区交流協会助成 予算額   52,354千円 
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スポーツ振興課 

 

事業の目的・概要 

スポーツ・運動が、区民により身近になり、障害や年齢等に関わらず、誰もがスポー

ツ・運動に親しむことを通じて、健康で文化的な生活を営むとともに、人と人、地域と地

域の絆を深めることができる環境づくりを進めます。 

 

主な取組内容 

 障害者スポーツの推進 

より多くの障害者が身近な場所で気軽にスポーツ・運動に親しめるよう、区立体育

施設の指定管理者等と連携し、障害者スポーツ教室を実施します。また、区立体育施

設において、新たに「ユニバーサルタイム」※を実施することとし、令和4年度は、荻

窪体育館で実施するとともに、関係機関・団体等の参画によるネットワーク会議を立

ち上げ、今後の「ユニバーサルタイム」における実施内容や地域人材による支援体制、

施設設備のあり方などを協議・検討し、より良い取組につなげていきます。 

※「ユニバーサルタイム」…区立体育施設において、障害者を対象に、障害の種類・程度や本人希望に応じて、

サウンドテーブルテニスやボッチャ、体操などの複数種目から選択したプログラムを行う事業。令和 4 年度は

荻窪体育館で月 1回実施し、その実績等を踏まえ、令和 5年度以降、実施場所や開催回数を拡大していく予定 

 

 下高井戸おおぞら公園スポーツコートの整備  

令和 7 年度の開設に向け、令和 4 年度は、利用者が使用する更衣室やシャワー室、

スポーツルーム等を備えた管理棟の設計に着手します。 

 

 下高井戸運動場の照明設備等改修 

夜間照明のＬＥＤ化を図る改修のほ 

か、老朽化した防球ネットの改修を実 

施します(令和 4年 11 月～令和 5年 3 

月予定）。  

   

 

 

 

 

【既定】 スポーツ推進計画 予算額       11,412千円 

【投資】 
下高井戸おおぞら公園スポーツコートの

整備 
予算額    6,533千円 

【既定】 体育施設の維持管理 予算額 1,113,188千円 

拡充 

下高井戸運動場 
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区民生活部管理課 

 

事業の目的・概要 

杉並会館は、区民の福祉の増進及び文化の向上を図ることを目的として、宴会室、集会

室及び杉並アニメーションミュージアムを備えた施設です。 

同会館におけるレセプション機能については、令和 3 年 4 月以降休止していますが、区

内で同様の機能を有する民間施設が少ないこと等から、区民・団体等のニーズに応じて利

用できるよう、令和 5年 1月(予定)の再開に向けた準備を進めます。 

 

主な取組内容 

 新たな運営事業者の募集・選定 

令和 5 年 1 月(予定)からレセプション機能を再開

するため、新たな運営事業者を公募型プロポーザル

方式により募集・選定します。 

  

                         

宴会室「孔雀」使用例 
 

 改修工事の実施  

レセプション機能の再開に向けて、経年劣化の著      

しい空調設備や給排水設備を改修するほか、トイレ

の拡張(1 階)及び洋式化・高機能化(各階)、ロビー

床面の補修などを行い、より快適に利用できる環境

を整えます。 

 この改修工事等に伴い、令和 4 年 7 月～12 月の

間、施設は休館しますが、併設するアニメーション

ミュージアム（12 月に先行再開予定）については、

休館期間中に他の区立施設等でのミニ展示や巡回ワ

ークショップなどの代替事業を実施することによ

り、引き続き、「アニメのまち杉並」の魅力発信に取

り組んでいきます。 

 

 集会室の廃止とゆうゆう上荻窪館及びケア 24 上荻の暫定移転 

施設内の集会室(3 室)については、西荻地域区民センターの大規模改修が完了した

こと等を踏まえ、令和 4 年 6 月末をもって廃止します。なお、廃止後の集会室及び談

話室のスペースは、改修工事終了後の令和 5 年 1 月(予定)から、区立施設再編整備計

画に基づき、ゆうゆう上荻窪館及びケア 24上荻の暫定移転場所として活用していきま

す。 

 

 

【既定】 杉並会館の維持管理 予算額    222,149千円 

会館ロビーの様子 
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区民課 

 

事業の目的・概要 

 住民基本台帳事務は、住民基本台帳法に基づき、台帳の統一的かつ適正な記録・管理を

行うとともに、区民に対する居住関係の登録・公証等を行います。また、戸籍事務は、戸

籍法に基づき、人の出生から死亡に至るまでの親族的な身分関係を登録・公証しているも

のです。 

 これらの事務について、デジタル技術の進展及び関連諸制度の動向等を踏まえ、区民の

利便性向上と行政事務の効率化の観点に立った取組を進めます。 

 

主な取組内容 

 住民基本台帳法改正に伴う住民記録システムの改修 

   国は、令和 5 年 5 月までに、マイナンバーカードを取得している方が、マイナポー

タル※からオンラインで転出届・転入予約を行うことができる仕組みを構築し、窓口

で届出書類を作成する手間の軽減、手続に要する時間の短縮を図ることとしています。

これを受け、区の住民記録システムについて必要な改修を行います。 

 

※マイナポータル…国が運営するオンラインサービスで、子育てや介護等における行政手続の検索のほか、ワン

ストップによるオンライン申請や行政機関からのお知らせを確認することができる 

 

 戸籍法改正に伴う戸籍システムの改修 

 国は、令和 5 年度を目途に戸籍情報連携システムを構築し、住民が戸籍謄抄本を全

国の区市町村で取得できるほか、各種手続きの際に戸籍謄抄本の添付を省略できるよ

うにするため、各区市町村との連携により戸籍システムのネットワーク化を実施する

こととしています。これを受け、令和 3 年度に引き続き、区の戸籍システムの改修を

進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 住民基本台帳事務 予算額      148,682千円 

【既定】 戸籍事務 予算額    84,936千円 
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   区民生活部管理課・課税課・納税課 

事業の目的・概要 

税負担の公平性を確保するため、納期内納税を推進するとともに滞納整理の早期着手を

進め、徴収率の向上を図ります。また、ふるさと納税制度について、引き続き制度上の課

題及び区の取組等に関する情報を積極的に発信し、住民税の流出抑制と健全な寄附文化の

醸成に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組内容 

 預貯金等調査システムの導入による業務の効率化 

これまで書面で行っていた金融機関に対する預貯金等の照会について、10 月から預

貯金等調査システムを導入し、業務の簡素化・迅速化を図るとともに、住民税等の徴

収率向上につなげます。 

 キャッシュレス決済の拡充  

ペイジー収納サービスやクレジットカード収納に加え、10 月から新たに電子マネー

収納（コード決済）を導入することにより、区民の利便性の向上を図ります。 

 ふるさと納税に関する情報発信等の実施 

 ふるさと納税制度の課題等について、引き続き区のホームページや広報、リーフレ

ット等を通して幅広く情報発信するとともに、様々な機会を捉えて国へ改善・見直し

を働きかけます。また、返礼品競争に参入せず、健全な寄附文化を醸成するとの考え

に基づき、新たな取組として、動物と共生できる地域社会づくりに向けたふるさと納

税メニューの検討・具体化を図るなど、杉並クラウドファンディングの取組※を推進

します。 

 

※杉並クラウドファンディング…杉並区における一定目的の事業（新型コロナウイルス感染症対策、荻外荘の復

原・整備事業と日本フィルハーモニー交響楽団が行う被災地復興支援活動）の実現を目指すための見返りを求

めない寄附募集をいう。民間のポータルサイトのクラウドファンディングとは異なり、寄附募集の期限や目標

額を定めない 

 

【既定】 特別区民税、都民税徴収整理事務 予算額  102,480千円 

【既定】 ふるさと納税事業 予算額    3,920千円 

 
新規 
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    160,094,489千円 

 

令和 4年度は、新型コロナウイルス感染症対策に万全を期すことに加え、新たに策定した

「杉並区総合計画」、「杉並区実行計画」に基づき、「杉並区基本構想」に掲げる将来像の実

現に向けて、取組を着実に推進します。 

健康医療分野では、新型コロナウイルス感染症対策として、派遣職員の増員などにより大

幅に人員体制を拡充し、電話相談や医療機関への受診調整及び積極的疫学調査や自宅療養

者への健康観察などを適切に行うとともに、感染や重症化の予防が期待されるワクチン接

種を着実に進めます。また、人生 100 年時代の健康な身体を維持するため、日常生活や社会

活動の中で様々な健康づくりを行っていけるよう幅広い取組を推進します。さらに、地域医

療においては、医療・介護関係者が在宅療養者の情報を共有し、効率的に連携するためのＩ

ＣＴシステムを活用した多職種連携ネットワークの運営を支援します。加えて、杉並どうぶ

つ相談員等と協力し、動物愛護及び動物飼養ルールの普及啓発や災害時動物救護対策等を

充実させ、人も動物も共に健やかに暮らしていける地域社会の実現に向けた取組を推進し

ます。 

地域福祉分野では、住民の地域生活課題への包括的な相談支援や地域活動等の社会参加

を一層進めるため、高齢、障害、子ども家庭、生活困窮の庁内関連部署や地域関係者との連

携方法を検討します。また、「地域福祉コーディネーター」を追加で配置し、住民主体の支

え合いの仕組みづくりを推進する「地域支え合いの仕組みづくり事業」を拡充します。また、

災害時要配慮者支援では、要配慮者を受け入れる福祉救援所を新たに 3所指定するなど、支

援対策の充実に取り組みます。 

高齢者分野では、新たに杉の樹大学でスマートフォン講座を実施するなど、高齢者のデジ

タルデバイド解消に向けた取組を進めるほか、ＩＣＴを活用した見守りのモデル事業を実

施します。また、地域包括支援センター（ケア 24）が中心となり、在宅生活を支える地域づ

くりを推進し、相談支援体制の充実に努め、地域包括ケアシステムの推進・強化を図ります。

もの忘れ予防検診、認知症初期集中支援チームによる訪問支援などにより、早期発見・早期

対応に取り組みます。さらに、制度改正により介護事業所に業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

が義務付けられたことを受け、区内介護事業者に対し、個別にＢＣＰ作成の支援を行います。 

障害者分野では、介護者が疾病等で不在となった場合などの緊急時においても、障害者が

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、「緊急時対応計画」の作成に取り組むと

ともに、緊急時の支援体制や障害者グループホームの整備等を進めます。また、障害の有無

にかかわらず誰もが認め合い支え合う共生社会の実現に向けて、地域の様々な場所での合

理的配慮の提供の推進、就労支援の充実等を行います。さらに、医療的ケア児等が身近な地

域で切れ目なく支援を受けられる総合的な支援体制を整備するため、保健、医療、福祉、教

育、子育て等の各分野の関係機関及び当事者団体等からなる協議の場を設けるとともに、新

たな相談体制の検討や医療的ケア児の育児に経験者が寄り添うピア相談事業を実施します。 

4 保健福祉部 
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保健福祉部管理課・障害者施策課・高齢者在宅支援課 

 

事業の目的・概要 

 「地域のたすけあいネットワーク（地域の手）」登録者増に向けて、訪問介護等の事業者

からサービスの利用者に対して、登録を促してもらうなど、更なる普及啓発を図ります。ま

た、災害時における福祉専門職等の人材確保を図るため、引き続き、民間事業者や災害ボラ

ンティア等との連携・協力関係を強化します。 

専門性の高い支援を行う福祉救援所の新規指定については、設置されていない地域を中

心に民間施設に設置協力を働きかけ、設置空白地域の解消に努めます。 

 

主な取組内容 

 「地域のたすけあいネットワーク（地域の手）」の支援体制の充実 

「避難行動要支援者名簿」登載者のうち、「地域のたすけあいネットワーク（地域の

手）」未登録者に対し個別の登録勧奨（10月予定）を行います。加えて、日常的に関わ

りがある訪問介護等の事業者からサービスの利用者に対して、登録を促してもらうな

ど、更なる普及啓発を図ります。また、災害時における福祉専門職等の人材確保を図る

ため、民間事業者や災害ボランティア等の会議や研修の機会を活用し連携・協力関係を

強化します。 

 福祉救援所等の充実 

災害時要配慮者を臨時的・応急的に受け入れ、専門的な支援を行う福祉救援所の拡充

に向けて、設置されていない地域を中心に令和 4年度は新たに 3所を指定（累計 38 所）

します。福祉救援所間の情報交換や運営マニュアルの整備、備蓄資機材を活用した訓練

の実施に向けた啓発を行うため福祉救援所連絡会（3回程度）を開催し、福祉救援所の

機能強化を図ります。 
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【既定】 災害時要配慮者支援対策 予算額   19,510千円 
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＜区民と進める健康づくりの推進＞   健康推進課・高齢者在宅支援課・介護保険課 

 

事業の目的・概要 

 ＳＮＳをはじめとするＩＣＴの活用や民間スポーツ施設等との協働により、誰もが健康づくりの
機会を通じ社会参加や地域で活躍ができ、自主的に身体の健康と機能を維持するための活

動がしやすい環境を整備していきます。さらに、人生100年時代の健康な身体を維持するため

の「食」に関する知識や介護予防に向けた知識など、ライフステージごとの課題に応じた普及

啓発活動を推進します。また、フレイル※予防に関しては、口の衰え（オーラルフレイル）からフ

レイルが始まることから、若い世代からの切れ目ない歯と口腔の健康づくりに取り組むなど、日

常生活や社会活動の中での幅広い取組を推進していきます。 

 

※フレイル…加齢による心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながり）が低下した状態 

 

主な取組内容 

 食育活動の推進 

   人生 100 年時代の健康な身体をつくるための、「食」に関する知識と「食」を選択す

る力を習得する食育の普及啓発活動をライフステージに合わせて推進します。 

   地域で活動する食育団体や食育推進ボランティアを育成するとともに、各団体等が

実施する食育活動を支援し、区民が健康的な食生活を確保していくことができるよう

取組を進めます。 

 介護予防活動の推進 

   講演会や介護予防教室等を開催するとともにパンフレットや介護予防手帳等を作

成・配布し、介護予防に必要な基本的な知識について普及啓発を行います。また、ボラ

ンティア等の人材や多様な地域活動組織を育成し、介護予防に役立つ地域活動を活性

化します。 

 歯と口腔の健康づくりの推進 

生涯にわたり誰もが、歯と口腔の健康を保持・増進するために、フレイル予防の観点

も踏まえ、若い年代からの歯周病予防と高齢期に向けた口腔機能の維持・向上（オーラ

ルフレイル予防）等を中心とした歯と口腔の健康づくりに関する普及啓発を地域の関

係機関とともに進めます。 

 関係団体との協働による健康づくりの推進 

   健康づくりに主体的に取り組む区民や団体、事業者の健康づくり団体などに対する

表彰などを通じて、地域における健康づくり活動を支援します。 

   健康づくりに参画する健康づくりリーダーを含めた区民のネットワークを充実させ

ます。 

 

 

 

 

【既定】 区民と進める健康づくりの推進 予算額   10,749千円 

【特会】 一般介護予防事業 予算額   78,071千円 
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健康推進課 

 

事業の目的・概要 

 がん検診は、国の指針に基づいた対策型検診を実施し、がんの発見及び適切な治療につな

げ、がん死亡率の減少を目指します。また、「杉並区がん検診精度管理審議会※」及び「杉並

区胃内視鏡検査による胃がん検診精度管理審議会」でがん検診の実施体制や精度管理につ

いて審議し、安全で質の高い検診を安定的に行える体制を継続して整えていきます。 

 

※杉並区がん検診精度管理審議会…胃内視鏡検査を除くがん検診について調査・審議する審議会 

 

 

主な取組内容 

 精度管理の強化 

   がん医療の専門家で構成する区長の附属機関である「杉並区がん検診精度管理審議

会」及び「杉並区胃内視鏡検査による胃がん検診精度管理審議会」において、専門的な

知見に基づき、がん検診の運営方法や精度管理のあり方等について調査・審議します。

これにより精度の高い検診体制を整えていきます。 

 胃がん検診（胃内視鏡検査）実施医療機関の拡充 

   胃がん検診（胃内視鏡検査）は、検診実施医療機関の認定要件を見直し、受託医療機

関を拡充することで、コロナ禍における感染予防対策を講じながらもより多くの受診

希望者が検診を受けられるようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 がん検診 予算額  898,962千円 
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健康推進課・生活衛生課・保健予防課 

 

事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症対策として、引き続き、感染の疑いのある方や患者等からの電

話相談をはじめ、受診調整、積極的疫学調査、入院・宿泊調整や患者移送の手配等を行うと

ともに、医療費の公費負担を行います。感染と重症化を予防する新型コロナワクチン接種に

ついては、集団接種会場を開設するとともに、医療機関等での個別接種を実施し、引き続き

希望する区民の方が確実に接種を受けられる体制を整備します。 

また、新たな感染症の爆発的な流行に備えるため、医療機関との連携を強化し、医療物資

等の確保や感染拡大期における医療提供体制の維持に向けて取り組みます。 

 

主な取組内容 

 杉並区受診・相談センターの設置運営 

杉並区受診・相談センターを設置し、電話相談への対応や必要に応じて医療機関への

受診調整を行います。 

 患者対応 

感染症法に基づき、新型コロナウイルス感染症患者に対して就業を制限し、勧告入院

の際の患者所在地から医療機関までの移送や医療費の公費負担を行います。 

 積極的疫学調査 

   感染源、接触者及び施設の調査を行い、濃厚接触者の決定、事業者等への助言指導を

行います。また、必要に応じて他自治体への調査依頼や情報提供を行います。 

 発熱外来等設置支援事業補助 

   感染が疑われる方が速やかに検査を受けられるようにするために、区内感染症診療

協力医療機関が設置する「発熱外来」及び「ＰＣＲ検査スポット」の運営に必要な経費

を補助します。 

 専用バスによる移動式ＰＣＲ検査の実施 

   陰圧装置や除菌システムを完備したバスにより、区内各所を巡回してＰＣＲ検査を

実施し、地域流行を早期に探知します。 

 区職員によるＰＣＲ検査判定の実施 

   生活衛生課分室（旧杉並区衛生試験所）において、クラスター事例など急を要する検

体のＰＣＲ検査判定を実施します。（1日最大 90件程度） 

  

【既定】 各種衛生検査 予算額       61,242千円 

【既定】 予防接種 予算額 5,755,494千円 

【既定】 感染症予防・発生時対策 予算額 1,036,963千円 
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 地域集団接種会場の開設 

   ワクチン接種を希望する方に、より多くの接種機会を確保するため、地域集団接種会

場において、集団接種を実施します。 

 医療機関等での個別接種の実施 

   区民がかかりつけの医療機関等で接種を受けられるよう、区医師会と協力して病院・

診療所における個別接種を実施します。 

 医療提供体制の維持に向けた医療機関等との連携強化 

今回の新型コロナウイルス感染症対策における区医師会及び医療機関等との役割分

担や連携体制確立等の経験や実績に基づき、持続的な制度やルールについて連携協定

を締結し、新たな感染症の拡大に備えます。また、これまで実施した医療機関支援や

体制整備を振り返り、感染症が拡大し、地域の医療が危機的状況になった場合の区、

区医師会及び医療機関等が果たすべき役割について、区民とともに考えるシンポジウ

ムを開催します。 
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在宅医療・生活支援センター 

 

事業の目的・概要 

区民の在宅療養生活を支えるため、在宅医療に携わる関係機関の連携強化や相談支援の

充実、区民等への普及啓発を図ります。また、保健・医療・福祉の関係機関で構成する「在

宅医療推進連絡協議会」等において、在宅医療・介護連携に関する課題抽出や解決策の検討

を行うとともに、医療・介護関係者がより密に連携して、切れ目なく在宅医療と介護が一体

的に提供される体制の構築を進めます。 

 

主な取組内容 

 医療・介護の連携強化 

区民の在宅療養生活を支えるため、在宅医療推進連絡協議会等において、医療・介護

連携の課題の抽出と、その解決策の検討を行うとともに、医療・介護関係者がより密に

連携して、切れ目なく在宅医療と介護が一体的に提供される体制の構築を進めます。 

また、区内 7つの地域で開催する在宅医療地域ケア会議において、入退院支援、看取

り等の様々な課題を医療や介護に関わる多職種の職員で共有し、解決策を検討します。 

 医療と介護関係者の情報共有の支援強化 

医療・介護関係者が在宅療養者の情報を共有し、効率的に連携するためのＩＣＴシス

テムを活用した多職種連携ネットワークの運営を支援します。また、入退院支援を中心

に、医療関係者とケアマネ等との連携を図るため、入退院時情報提供書等の連携ツール

の活用を推進します。 

 在宅医療に関する相談支援の充実 

在宅医療相談調整窓口の専門相談員が、医療機関や施設訪問等を行い、最新の医療情

報の把握に努め、区民や医療・介護関係者からの在宅医療や介護等の様々な相談に的確

に対応します。また、在宅医療を行う医療機関等を示した在宅療養ブックを活用した積

極的な情報提供を行います。 

 区民等への在宅医療の普及啓発 

医療や介護に関わる多職種の職員を対象とした研修の充実を図るとともに、在宅医

療への理解を深め、看取りやＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）※など、区民

等に対する講演会を開催します。 

※ＡＣＰ…万が一に備えて、将来の医療やケアについて、患者本人が家族や近しい人、医療・ケアチームとともに、

事前に繰り返し話し合いを行い、本人による意思決定を支援するプロセス 

 

 

 

 

【既定】 在宅医療体制の充実 予算額         7,769千円 

【特会】 在宅医療・介護連携推進 予算額       12,042千円 
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在宅医療・生活支援センター 

 

事業の目的・概要 

地域住民の複雑化・複合化された支援ニーズに対応する包括的な支援体制を更に推進す

るため、分野を問わない相談支援、多様な社会参加に向けた支援及び地域づくりに向けた支

援について、高齢者、障害者、子ども家庭等の関係機関と連携し取り組みます。また、分野

別の支援等だけでは解決が困難な地域生活課題に対応するため、課題の状況等を把握し、地

域住民や関係機関とともに解決に向けて取り組む地域の支え合いの仕組みづくりを進めま

す。 

 

主な取組内容 

 包括的支援体制の充実に向けた検討 

「地域支え合いの仕組みづくり事業」で確認した地域生活課題への包括的な相談支

援や地域活動等への参加支援を一層進めるため、庁内関連部署や地域関係者との連携

方法等の検討を行います。 

 地域における支え合いの仕組みづくりの推進 

身近な地域で相談を受け止め、多様な主体との協力により課題解決に取り組む「地域

支え合いの仕組みづくり事業」について、現在のモデル地区の実績を踏まえ、「地域福

祉コーディネーター」を追加で配置し、拡充します。 

 包括的課題に対する支援の充実 

コロナ禍の影響もあり、複合的な生活課題を抱えた個人や世帯は、ますます増加傾向

にあります。複数の相談機関、関係機関が一体となって支援ができるよう支援会議を開

催し、迅速かつ円滑な情報共有を図るとともに、精神科医や弁護士等の相談・助言のも

と、支援計画の作成や適切な役割分担の調整、さらにはモニタリングの実施などの後方

支援を行います。また、包括的相談支援を行ってきた事例について、課題の整理を行い、

庁内関連部署との連携方法等の検討に生かしていきます。 

 相談機関や関係機関に対する研修や講演会の企画・開催 

高齢、障害分野などの相談機関、関係機関向けに権利擁護、虐待防止の視点を加えた

困難事例対応研修を実施するほか、支援が困難な生活課題の中からテーマを選定し、区

民等への理解を深めるための講演会を開催します。 

 

 

 

 

 

【既定】 地域共生社会の推進 予算額      18,293千円 

【既定】 包括的支援体制の推進 予算額          7,032千円 
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高齢者在宅支援課 

 

事業の目的・概要 

 高齢者が安心して地域で住み続けられるよう、地域包括支援センター（ケア 24）に配置

した地域包括ケア推進員が中心となり、在宅生活を支える地域づくりを推進していきます。 

 また、ケア 24 の全体的な機能強化と業務の質の向上を図ります。専門機関や関係部署と

の連携の推進により相談支援体制を充実させ、地域包括ケアシステム※の推進・強化による

地域共生社会の実現に向け取り組みます。 

 

※地域包括ケアシステム…高齢者等が尊厳を保ちながら、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい生活が続けられるよ

う、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制 

 

主な取組内容 

 地域ネットワークづくりの強化 

   杉並区全域を第 1層、ケア 24 担当圏域を第 2層として、それぞれに地域資源の開発

やネットワークづくり等をコーディネートする生活支援コーディネーターを配置する

とともに、地域の情報共有・連携強化の場である協議体を設置し、高齢者を支える地域

の支えあいによる生活支援の体制づくりを推進します。 

 地域ケア会議の充実 

在宅医療・介護の連携のみならず、家族が抱える課題に関連する幅広い分野との連携

により、高齢者の支援の充実や社会資源の整備を図るため、地域ケア会議を実施してい

きます。 

 ケア 24 の機能強化 

地域包括ケアシステムを構築している中核的な機関として位置づけられているケア

24 の事業評価を実施し、優れた取組を 20 所のケア 24 で共有し、業務の改善を図りま

す。さらには、相談の質の向上を図るため、課題別研修等を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特会】 生活支援体制整備 予算額       10,609千円 

【特会】 包括的ケアマネジメント支援 予算額  341,000千円 
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          障害者施策課 

 

事業の目的・概要 

 介護者が疾病等で不在となった場合などの緊急時においても、障害者が住み慣れた地域

で安心して暮らし続けられるよう、「緊急時対応計画」を作成します。さらにその計画に基

づきショートステイなどの「緊急時対応事業」を提供できる地域の支援体制を整えます。 

また、地域で重度化・高齢化した障害者への対応ができるよう、福祉人材の確保や専門的

人材の育成を図ります。 

 

主な取組内容 

 「緊急時対応計画」の作成  

   介護者が疾病等で不在となった場合などの緊急時においても、障害者が地域で安心

して暮らし続けられるよう、あらかじめ緊急時を想定して相談先や対応等を関係機関

と共有し、実効性のある「緊急時対応計画」を基幹相談支援センターのバックアップの

もと、障害者地域相談支援センター(すまいる)に配置されているコーディネーターや

特定相談支援事業者が作成します。 

 「緊急時対応事業」の充実  

「緊急時対応計画」に基づき、緊急時に障害者が地域で支援が受けられるよう、ショ

ートステイや支援者派遣等の「緊急時対応事業」の充実を図ります。 

 福祉人材の確保・育成 

   障害者の地域生活の支援に欠かせない福祉人材の確保・育成にあたり、学識経験者・

民間事業者等による人材確保・育成のための検討会を開催し、中堅職員のマネジメント

力向上、若手職員のスキルアップと離職防止、大学生への人材確保の働きかけなどの

様々な取組を効果的に進めていきます。 

   さらに、重度化・高齢化した障害者への対応できるよう、専門性を高めるテーマ研修

として「行動障害」「高齢障害」を新たに実施し、地域の支援体制を強化します。 

     

【既定】 障害者の地域生活支援体制の充実 予算額  226,726千円 
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  在宅医療・生活支援センター 

 

事業の目的・概要 

 現に生活に困窮している方や将来生活に困窮するおそれのあるひきこもり・ニート等（以

下「生活困窮者等」という。）を対象に、「くらしのサポートステーション」を窓口として相

談、支援プランの作成を行い、相談者の自立を支援します。また、他の窓口に寄せられる生

活困窮者等からの相談も「くらしのサポートステーション」へつながるよう相談機関間の連

携を一層強化し、関係機関と連携した包括的・継続的な支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             くらしのサポートステーション相談窓口 

 

主な取組内容 

 自立相談支援の充実 

自立相談支援事業をはじめ、住居確保給付金、家計改善支援、就労準備支援、学習等

支援事業の実施などにより、相談者に寄り添った伴走型自立支援を行います。また、就

労支援センターやステップアップしごとコーナーと連携し、就労支援の充実を図りま

す。 

 相談機関連携推進員※を中心とした連携支援の着実な実施 

コロナ禍の影響により、支援対象者は大きく増加するとともに、若年層、外国人や自

営業者の占める割合が高くなるなど、求められる支援は変化、多様化しています。 

くらしのサポートステーションに設置した相談機関連携推進員※を中心に、関係機関

やＮＰＯ等と緊密に連携し、支援対象者の状態に応じたきめ細かい支援を着実に行っ

ていきます。 

※ 相談機関連携推進員…複数の生活課題を抱えた相談者の包括的な支援を行うため、生活課題に関連する多数

の機関の連携支援体制を構築する専門員 

 子どもの学習支援・居場所事業の実施（杉並中 3勉強会＆アドバンス） 

家庭での十分な学習環境が得られず、将来生活に困窮するおそれのある高校生世代

までの子どもを対象に、学習習慣の定着や進学・就職への支援、社会性の育成の場を提

供するとともに、保護者に対する支援情報の提供を行います。また、各学校や他の関係

機関と連携して早期支援に結び付けていきます。 

 

【既定】 生活困窮者等自立促進支援事業 予算額  194,065千円 
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生活衛生課・みどり公園課 

 

事業の目的・概要 

 動物に対して様々な価値観を持つ区民同士が理解し合うとともに、動物が命あるものと

して尊重され、人のよきパートナーとして幸福で健康な生涯を送ることができるよう取り

組みます。東京都獣医師会杉並支部及び杉並動物適正飼養普及員（杉並どうぶつ相談員）等

と協力し、動物愛護と都市における動物飼養ルールの普及啓発や災害時動物救護対策等を

充実させ、「動物の愛護及び管理に関する法律」に基づき、人も動物も共に健やかに暮らし

ていける地域社会の実現に向けた取組を推進します。 

 

主な取組内容 

 動物の適正飼養ルールの普及啓発 

動物適正飼養ルールの情報発信、犬のしつけ方教室などの講習会を実施するほか、地

域に根ざした普及啓発活動を主として担う杉並どうぶつ相談員の育成を進めます。 

 飼い主のいない猫対策 

東京都獣医師会杉並支部の協力を得て実施する「飼い主のいない猫を増やさない活  

動支援事業」や杉並どうぶつ相談員の活動により、飼い主のいない猫を適正に管理する

個人・ボランティアグループを育成・支援するとともに、情報共有を図り、地域の協力

体制を強化します。これにより、不妊・去勢手術と餌場・フン等の適正管理を促進し、

飼い主のいない猫の頭数の減少と区民の快適な生活環境確保に取り組みます。 

 狂犬病予防の推進 

区民と動物の健康と安全を確保するため、狂犬病の国内発生の危険性を飼い主に認  

識してもらうよう周知を図るなど、人と動物に共通する感染症の知識の普及を進めま  

す。併せて、狂犬病の発生予防とまん延防止のため、畜犬登録を推進し、狂犬病予防注  

射の接種率向上に取り組みます。 

 災害時におけるペットの救護対策 

災害発生時に、飼い主による同行避難や適正な飼養管理が行われるよう、飼い主に対  

して、平常時からの「災害時におけるペットの救護対策」の重要性を普及啓発します。

また、東京都獣医師会杉並支部や杉並どうぶつ相談員の協力を得て、震災救援所運営連

絡会との協力体制を整備します。 

 

 ドッグランの整備 

公園等における犬をめぐる事故やトラブルを防止するとともに、飼い主のマナー等の

向上を図り、人と犬が互いに気持ちよく利用できるレクリエーション空間として、また

住民同士の良好なコミュニティが犬を通じて形成されることを目的に、ドッグランの

整備を進めます。 

 

 

 

【既定】 生活衛生管理 予算額   16,696千円 

【投資】 ドッグランの整備  ※都市整備部 予算額   22,308千円 
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高齢者在宅支援課 

 

事業の目的・概要 

 認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしい生活が続けられるよう、認知症理解の

普及啓発を行うとともに、認知症の早期発見・早期対応ができるよう取り組みます。また、

認知症の方が社会の一員として尊重される地域づくりを推進します。 

 

主な取組内容 

 認知症相談の充実 

地域包括支援センター（ケア 24）において、認知症サポート医が認知症に関する困

りごと等の相談に応じる物忘れ相談を実施し、認知症の早期診断・早期対応につなげま

す。また、若年性認知症相談窓口の周知を図り、関係機関と連携し、若年性認知症の方

への相談支援を充実していきます。 

 認知症予防検診 

認知症の早期診断・早期対応の必要性や予防について正しい知識の普及啓発、また、

認知症の前段階である軽度認知障害の方を早期に発見し、適切なフォローを行うこと

により発症を防ぐ・遅らせることを目的に、認知症予防検診を実施します。 

 認知症初期集中支援チームによる相談・支援 

医療・介護の専門職からなる「認知症初期集中支援チーム」が、認知症が疑われなが

らも自ら受診することが困難な方や、対応に苦慮している家庭などを訪問し、生活状況

や認知症機能等の把握・評価を行い、必要な医療・介護の導入や調整、家族支援などを

包括的、集中的に行います。 

 認知症を理解し支え合う地域づくりの推進 

認知症の方を見守り、支え合う地域づくりを推進するため、認知症サポーターを対象

にステップアップ講座を実施し、認知症の本人やその家族のニーズに合わせた支援が

できるよう、地域ごとに「チームオレンジ」※育成に取り組みます。 

※チームオレンジ…認知症サポーターの中で、さらにステップアップのための講座を受講した人たちが中心とな

って、認知症本人やその家族の支援ニーズに沿って支援するチーム 

 

 

 

 

  

【既定】 地域認知症ケアの推進 予算額     913千円 

【既定】 認知症予防検診 予算額    5,649千円 

【特会】 認知症総合支援 予算額    9,890千円 
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高齢者在宅支援課 

 

事業の目的・概要 

 高齢者が孤立することなく住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、「安心おたっし

ゃ訪問」や「高齢者緊急通報システム」、「たすけあいネットワーク（地域の目）」など、

多様な方法で重層的な見守りを行います。また、ＩＣＴを活用した新たな見守りやフレイ

ル・介護予防に向けた取組を進めるため、民間事業者との協働による実証実験を行います。 

 

主な取組内容 

 安心おたっしゃ訪問 

一定の要件に該当する高齢者を対象に、民生委員、地域包括支援センター（ケア 24）

職員及び区職員が訪問し、支援が必要な方は医療や福祉サービス等につなぎ、元気な方

には介護予防の教室や様々な活動の場を紹介します。また、訪問を通じて、日常的に相

談できる関係づくりを進めます。 

 

 高齢者緊急通報システム・高齢者安心コール 

赤外線センサー等の機器で見守りを行う「高齢者緊急通報システム」や定期的に電話

訪問を行う「高齢者安心コール」の利用を通して、在宅高齢者の安全確認体制の充実を

図ります。 

 

 たすけあいネットワーク（地域の目） 

あんしん協力員（地域のボランティア）が、ひとり暮らし高齢者等を定期的に訪問し

て個別の見守りを行うとともに、あんしん協力員及びあんしん協力機関（事業に賛同し

た団体）が日常の活動や業務を通じて、地域に暮らす高齢者を緩やかに見守ります。 

 

 ＩＣＴを活用した見守り事業（犬型ロボットの活用） 

ＩＣＴを活用した新たな高齢者見守りサービスのモデル事業として、犬型ロボット

とスマートフォンとが連携した見守り機能についての実証実験を区と事業者との協働

で実施します。見守りが必要なひとり暮らし高齢者や介護者が日中不在となる高齢者

を対象に犬型ロボットを貸与し、見守り機能に対する家族等の満足度、ニーズの把握な

どの効果検証を行います。 

 

 フレイル改善プログラム（ウェアラブル端末の活用） 

歩数・脈拍・血圧等の各種データを測定することができる「ウェアラブル端末」が、

高齢者の活動促進、フレイル予防などにどのように活用できるか調査研究することを

目的に、高齢者が参加する団体、イベントや介護予防事業等において「ウェアラブル端

末」を使用した実証実験を区と事業者との協働で実施します。 

  

【既定】 見守りサービス 予算額   65,458千円 
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＜介護サービス基盤の整備＞                   高齢者施策課 

 

事業の目的・概要 

 認知症やその他介護が必要となった高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために

必要な住まいや施設の整備促進を図ります。 

また、介護現場の負担を軽減し、継続的に介護サービスを提供できる環境を整備するため、

区内特別養護老人ホーム等、高齢者施設への介護ロボットの導入を支援します。 

 

主な取組内容 

 高齢者保健福祉施策の推進 

施設における介護従事者の負担軽減のため、区内特別養護老人ホームやその他高齢

者施設に対し介護ロボットの導入を支援します。令和 4 年度は新たに 3 事業所に対し

導入支援を行います。 

 認知症高齢者グループホーム及び小規模多機能型居宅介護事業所の建設助成 

認知症高齢者グループホームや通い・泊まり・訪問の機能を備えた（看護）小規模多

機能型居宅介護事業所の整備を図るため、施設を建設・運営する事業者を選定し、整備

助成を行います。 

 

  

【既定】 高齢者保健福祉施策の推進 予算額   3,767千円 

【既定】 認知症高齢者グループホームの建設助成 予算額    480千円 

総
合
計
画 

分
野
（
福
祉
・
地
域
共
生
）
❘
施
策

 

高
齢
者
と
そ
の
家
族
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
生
活
の
確
保
と
社
会
参
加
の
支
援 

-94-



障害者生活支援課 

 

事業の目的・概要 

障害者が住み慣れた地域で必要な援助を受けながら自立した日常生活や社会生活を送る

ことができるよう障害者グループホームの整備を進めていきます。併せて、シェアハウスや

民間賃貸住宅等への入居の推進など、多様な手法で障害者の住まいの確保を支援するため、

普及啓発のためのセミナーの実施や、マッチング・コーディネート等の充実に取り組みます。 

 

主な取組内容 

 障害者グループホームの整備 

民間事業者による障害者グループホームの整備を推進します。 

   ・知的障害者グループホーム 2所 

   ・精神障害者グループホーム 1所 

 障害者の住まいの確保のための支援 

   居住支援協議会の下に障害者専門部会を設置し、障害者の住まい確保に向けて、普及

啓発セミナーの開催やグループホーム立上げ相談会を行うとともに、土地所有者と障

害者グループホーム運営事業者とのマッチング・コーディネートに取り組みます。 

 グループホーム防火設備整備助成 

   グループホームの運営事業者が、消防法に基づいてスプリンクラー設備や自動火災

報知設備などの消防用設備を整備する際の費用を助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 障害者グループホーム等の整備 予算額   7,353千円 
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障害者生活支援課 

 

事業の目的・概要 

 一人ひとりのニーズに沿った多様な働き方に対応するため、就労相談の充実に加え、職場

体験の場を拡充します。 

 また、安定して働き続けるため、障害者本人に対する相談・支援の充実とともに企業訪問

等を通して「障害者が働く職場環境」に関する相談・助言等を行い、雇用継続支援を推進し

ます。 

 さらに、関係機関との連携による「働き続けられる環境づくり」に取り組みます。 

 

主な取組内容 

 障害者就労の促進 

   就労を希望している障害者への相談、ビジネスマナーの学習の場、模擬面接会など、

就労の支援を行います。 

 また、ワークサポート杉並に地域開拓促進コーディネーターを配置し、企業訪問によ

る実習の場の確保や就労の場の開拓を実施します。 

 多様な職場体験の実施 

   一人ひとりの状況にあった就労を進めるために、働くことの経験を通し、就労意欲の

向上や一般就労へのイメージを作る「体験型」、一般就労を目指し、実践の職場に近い

仕事内容や環境で経験を積む「実践型」、より長期間（1～3か月程度）実践に近い職場

を設定し、働き続けることを経験する「チャレンジ型」のそれぞれの職場体験を区役所

や区内企業等で実施します。また、これまでの区内商店、農福連携農園に加えて、高齢

者デイサービス施設における短時間就労体験など、障害者就労に対して幅広い支援を

行います。 

 職場定着支援の実施 

   就労している障害者の安定した就労継続に向けて、就労先企業等を定期的に訪問し、

相談や助言等の支援を行います。 

   また、障害者が就労を継続する上で、安定した地域生活が不可欠なことから、関連機

関と連携を図るとともに、就労後の不安や悩みの解消、ビジネスマナーの再学習、余暇

活動の場として「オフタイム事業」※を実施します。 

 

※オフタイム事業…仕事帰り（オフタイム）に就労者が集う場所を提供し、交流を通して就労後の不安や悩みの解

消と社会生活に必要なスキルの向上を図ることを目的とした事業 

  

【既定】 障害者の就労支援事業 予算額   1,434千円 
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障害者施策課・障害者生活支援課 

 

事業の目的・概要 

 高齢となった障害者が、個々の適正や状況に合わせて介護保険サービスが受けられるよ

うな取組を進めます。 

 また、障害の有無にかかわらず誰もが認め合い支え合う共生社会の実現に向けて、障害者

の地域での活動が広がるよう、集える場の拡充に向けた検討を行うとともに、障害者への合

理的配慮が地域の様々な場所で提供できるような働きかけを実施していきます。 

 

主な取組内容 

 高齢・障害施策の周知と連携の推進  

   高齢となった障害者に、個々の適性や状況に合わせて介護保険サービスが受けられ

るようにするために、これまで協働提案事業として 2 年間取り組んできた高齢施策と

障害施策の連携をさらに進め、「共生型サービス」の促進に向けた区民や事業者等への

周知啓発を図ります。 

 移動支援事業の充実と集える場の拡充に向けた検討 

   屋外での移動が困難な障害者への「移動支援事業」を個々の状況に応じた支援ができ

るよう充実するとともに、「移動支援事業」などを活用して余暇活動などに参加し楽し

めるよう、障害者が地域で集える場の拡充にむけた取組を検討します。 

 誰もが認め合うまちづくりにむけた新たな取組の実施  

   障害当事者、支援者、専門家等からなる「（仮称）共生社会しかけ隊」を結成し、店

舗や施設など地域の様々な場所に出向き、出向いた場所の職員とともに障害者が利用

する際の不便さに気づき、それを解決するための意見交換を行い、配慮ある工夫した取

組を実践します。そして、その取組をリーフレットなどで発信するとともに、取組を集

めてマニュアルにするなど、障害者への合理的配慮の提供が地域に一層広がり、誰もが

認め合い支え合う「共生社会」の実現に向けた働きかけを障害当事者とともに実施しま

す。 

 

 

 

 

  

【新規】 共生型サービスの推進 予算額    1,279千円 

【既定】 障害者の社会参加支援 予算額  611,992千円 

【既定】 障害者の権利擁護の推進 予算額    2,424千円 
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＜障害児支援の充実＞                       障害者施策課 

 

事業の目的・概要 

 障害の種別や程度に関わらず、身近な地域で安心して生活できるよう、未就学児の療育体

制の充実を図ります。 

 また、重症心身障害児に対応した放課後等デイサービス事業所の整備を進めるなど、学齢

期の障害児支援の充実を図ります。 

 

主な取組内容 

 重症心身障害児通所施設の運営  

   医療的ケアが必要な重症心身障害児等が通所施設で必要な療育が受けられるよう、

重症心身障害児通所施設わかばで人工呼吸器に対応できる体制を整えます。 

 療育環境の安定的な確保 

   療育が必要な児童が速やかに療育先につながるよう、児童発達支援事業所に運営助

成を行い、区民の療育枠の安定的な確保に努めます。 

 重症心身障害児放課後等デイサービス事業所の運営支援 拡充 

   医療的ケアが必要な重症心身障害児等が生活の訓練を受けながら安心して過ごすこ

とのできる放課後等の居場所を確保するため、重症心身障害児を対象とする放課後等

デイサービス事業所の運営助成を行います。 

   また、新たに重症心身障害児放課後等デイサービス事業所（1所）の開設助成を行い、

重度の障害があっても身近な地域で療育を受けられる環境を整備します。 

 学齢期の発達障害児支援 

   低学年（1～3 年生）の発達障害児のコミュニケーション面や社会性などの生活に関

する相談を受け、適切な支援につなげます。低学年期の子どもの発達を幼児期から就学

後へ切れ目なく支援するとともに、学校と連携して家庭や学校での課題の解決を図り、

学校や地域生活の充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 障害児通所給付 予算額   1,260,419千円 

【既定】 重症心身障害児通所事業 予算額    97,915千円 

【既定】 障害児発達相談 予算額   36,116千円 
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＜地域における医療的ケア児の支援体制の整備＞ 

障害者施策課・保育課・児童青少年課・特別支援教育課 

（予算額は事業全体額、医療的ケア児に係る予算額についてはｐ11 参照） 

事業の目的・概要 

医療的ケアが必要な子どもが住み慣れた地域の中で生活を継続できるよう、保育園・学童

クラブ・区立学校での受入れを実施します。 

また、医療的ケア児等が身近な地域で切れ目なく支援を受けられる体制を整備するため、

保健、医療、福祉、教育、子育て等の各分野の関係機関及び当事者団体等からなる新たな協

議の場を設けることにより、各分野が共通の理解のもと、協働して取り組めるよう総合的な

支援体制の構築をめざします。 

医療的ケア児の相談体制について、課題を整理し関係機関との連携強化による相談体制

を検討します。また、区は医療的ケア児の家族への早期支援や孤立化予防を目的にピア相談

事業を協働で実施してきましたが、今後も地域で継続した活動を展開します。 

主な取組内容 

 医療的ケア児の受入れ体制の充実 

 保育園については、引き続き、障害児指定園において医療的ケアが必要でかつ集団保

育が可能な児童を対象に受入れを行います。 

また、学童クラブにおいては、1クラブで新たに受入れを開始します。 

さらに、区立学校においては、令和 2年度から済美養護学校で開始した医療的ケアが

必要な子どものための看護師の派遣を他の学校でも実施するとともに、済美養護学校

スクールバスに看護師の添乗を行うなど、取組の充実を図ります。 

 医療的ケア児支援のための協議の実施 

   杉並区自立支援協議会内に医療的ケア児支援の関係機関や民間団体による部会を設

けるとともに、庁内関係分野（障害、子ども、教育、保健等）による連絡会を立ち上げ

ることで、地域課題の情報共有や支援策について検討を行い、切れ目ない支援の体

制整備をめざします 

 関係機関との連携強化による相談体制の検討 

    医療的ケア児の家族や支援者向けに、実態調査を行い相談体制についての現状や課

題について把握し、個々の医療的ケア児の特性に配慮しつつ総合的に対応するための

相談体制について検討します。また、医療的ケア児の相談を受ける職員やスタッフ向け

に研修を行います。 

 ピア相談の実施 

   孤立しがちな医療的ケア児の育児に経験者が寄り添うピア相談事業を実施します。

地域の情報を共有する場を持つことで、住み慣れた地域で生活を継続することをめざ

します。 

【新規】 医療的ケア児の相談支援体制の整備 予算額    4,301千円 

【既定】 保育園運営     ※子ども家庭部 予算額 1,698,601千円 

【既定】 障害児保育     ※子ども家庭部 予算額    7,932千円 

【既定】 学童クラブ事業   ※子ども家庭部 予算額 1,271,167千円 

【既定】 特別支援教育    ※教育委員会事務局 予算額  152,608千円 
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    61,169,125千円 

 令和 4年度は、新たな「基本構想」のスタートの年になります。子ども分野の将来像であ

る「すべての子どもが、自分らしく生きていくことができるまち」の実現のため、すべての

子どもの育ちを支え、命と権利を守る観点から、子どもの最善の利益を実現する社会づくり

を進めるとともに、子どもと家庭を地域社会全体で支える観点から、新たな総合計画で定め

た 4つの取組を、以下の通り着実に進めていきます。 

「子どもの権利を尊重し育ちを支える環境の整備・充実」では、児童虐待の通告・相談件

数が増加する中、子育て支援から要保護児童支援まで一貫した児童福祉施策を実現するこ

とが、児童虐待防止対策の一層の強化につながるため、区立児童相談所の開設（令和 8年度

予定）を目指し、施設設計のほか、人材育成・確保の取組を計画的に行っていきます。併せ

て、地域型で区内 3 か所目となる高井戸子ども家庭支援センターの整備（令和 5 年 4 月開

設予定）を着実に進め、子どもの命と権利を守るための児童相談体制を強化します。また、

ひとり親家庭が、安心して自立した生活を送ることができるよう、日常生活や就労の安定等

に向けた支援を実施していきます。 

「安心して子どもを産み育てられる環境の充実」では、生活環境の変化に伴い多様化する

子育て家庭のニーズに対応するため、産後ケア事業及び産前・産後支援ヘルパー事業等を拡

充するなど、きめ細やかなサービスを行っていきます。また、区内 6 か所目となる「子ど

も・子育てプラザ」を西荻地域に開設（令和 4年 9月予定）するほか、高井戸地域における

子ども・子育てプラザの整備を進めます。 

「働きながら安心して子育てできる環境の整備・充実」では、引き続き、希望するすべ

ての子どもが認可保育所等に入所できる環境を整備するため、認可保育所の新設や認可外

保育施設の認可化移行を進め、歳児別・地域別の保育需要に見合った定員数の確保に取り

組みます。また、すべての保育施設において質の高い保育を提供するため、心理専門職や

区立保育園の園長経験者の訪問等による支援を継続し、さらなる保育の質の向上を図りま

す。学童クラブについては、計画的な整備（10か所）により待機児童対策と安全・安心な

育成環境の確保に取り組むとともに、福祉サービス第三者評価を実施し、運営の質の向上

を図っていきます。  

「子どもの居場所づくりと育成支援の充実」では、小学生の放課後等居場所事業を小学校

で実施（新規実施 2校、累計 14 校）し、小学生の放課後等の居場所の充実を図っていきま

す。 

 

  

５ 子ども家庭部 
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子ども家庭部管理課 

 

事業の目的・概要 

令和 8年度の区立児童相談所の開設に向けて、施設の設計を進めるほか、他自治体の児童

相談所への派遣研修や子どもの意見表明の支援に向けた取組を実施するなど、専門性の高

い人材の育成・確保を計画的に行うとともに、社会的養育の推進など、設置に向けた準備を

進めていきます。  

また、地域型で 3か所目となる高井戸子ども家庭支援センターの開設準備を着実に進め、

身近な地域におけるきめ細やかな相談・支援体制を構築するとともに、子どもと家庭に関す

る相談窓口「ゆうライン」の受付時間を拡充するほか、要支援家庭を対象とした育児支援ヘ

ルパー事業や子どもショートステイ事業を拡充するなど、児童虐待の早期発見・未然防止策

を強化します。 

 

主な取組内容 

 区立児童相談所の開設に向けた準備  

   令和 8年度の開設に向けて、測量調査や施設の設計を進めます。また、子どもの意見

表明を支援する取組として、子どもアドボカシー※に関する研修を実施するほか、社会

的養育の推進として、里親制度の普及・啓発を行うとともに、区内の里親家庭や児童養

護施設・乳児院等との連携を強化します。 

※ 子どもアドボカシー…子どもの意見を聴きながら、子どもが自らの考えを整理することへの支援

や、意見を表明することへの支援を行うこと 

 

 高井戸子ども家庭支援センターの整備（令和 5年 4月開設予定） 

 ゆうゆう浜田山館の機能移転後の建物を活用し、地域型で 3か所目となる「高井戸子

ども家庭支援センター」を整備します。 

 

 子ども家庭支援センターの機能強化 

   増加している子育て相談に対応するため、子どもと家庭に関する相談窓口「ゆうライ

ン」の受付時間を拡充するとともに、電話相談窓口業務の一部を民間事業者へ委託し、

効率的・効果的な相談体制を整備します。また、要支援家庭育児支援ヘルパーによる支

援内容の拡充や、要支援家庭を対象とした子どもショートステイの利用可能時間等を

見直し、要支援家庭への支援の充実を図ります。 

 

【臨時】 区立児童相談所の設置準備 予算額            762千円 

【投資】 区立児童相談所の整備 予算額      29,912千円 

【既定】 子ども家庭支援センター相談事業 予算額          8,387千円 

【既定】 子どもショートステイ 予算額        34,749千円 

【既定】 児童虐待対策 予算額      31,087千円 

【投資】 子ども家庭支援センターの整備 予算額      36,780千円 

 
新規 

 
新規 
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子ども家庭部管理課 

 

事業の目的・概要 

 ひとり親家庭の様々な悩みや問題に対して、きめ細やかに対応するとともに、日常生活や

就労の安定等に向けた支援を実施します。 

 また、養育費を実際に受け取ることが難しいひとり親家庭の生活の安定に向け、養育費の

確保に向けた事業を拡充します。 

 

主な取組内容 

 ひとり親家庭に対する相談・支援の実施 

支援が必要なひとり親家庭が、様々なサービスを活用し、地域で安心して生活できる

ように、個々の状況に応じたきめ細やかな早期の相談・支援を、引き続き実施していき

ます。また、インターネットによる相談も受け付けることで、日中に来庁することが難

しいひとり親の方に対する支援の充実を図っていきます。 

 

 養育費確保支援事業の実施 

   ひとり親が、民間保証会社の養育費立替保証を円滑に利用できるよう、保証契約を締

結する際に必要な費用を助成します。また、保証契約締結に当たって必要な書類にかか

った費用（公正証書作成費用、戸籍等取得費用、裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）費用、

弁護士相談費用等）についても助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               養育費確保支援事業イメージ 

 

 安定した就労に有利な資格取得の促進  

ひとり親が就職に有利な資格を取得するために修学する場合、修学期間中の生活費

負担軽減のために高等職業訓練促進給付金及び受講費の一部を自立支援教育訓練給付

金として支給していますが、ひとり親家庭の就労による自立支援を強化する国の動き

に合わせ、対象資格の拡充、訓練期間の緩和、給付割合・上限額の引上げを行い、支援

の充実を図ります。合わせて、ひとり親またはひとり親家庭の児童が、高等学校卒業程

度認定試験合格を目指す講座を受講する場合の費用助成についても、給付割合・上限額

を拡充します。 

【既定】 ひとり親家庭支援 予算額   41,813千円 
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児童青少年課 

 

事業の目的・概要 

 放課後等居場所事業を、全校での実施に向けて段階的に拡充し、小学生の放課後の居場所

の充実を図ります。 

 

主な取組内容 

 小学生の放課後等居場所事業の実施 

小学生の居場所として学校施設を活用した放課後等居場所事業を、既存の 12 校に加

え、新たに井荻小学校及び桃井第三小学校において実施します。また、令和 5年 4月か

らの高井戸第三小学校における放課後等居場所事業の開始に向けた準備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇放課後等居場所事業の実施校数と利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のための緊急事態宣言の発令により、令和 2年 4月

13 日から令和 2年 6月 14 日までは臨時休業 

 ※令和 2年 6月 15 日事業再開後、令和 2年 9月末まで利用自粛を要請  

【既定】 児童健全育成事業 予算額  305,387千円 
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子ども家庭部管理課 

 

事業の目的・概要 

 すべての子育て家庭に対して、妊娠初期から保健師等の専門職がきめ細やかな面接、相談

等の支援を行うことにより、出産や子育てに関する不安を軽減するとともに、産前・産後支

援を充実させ各家庭のニーズに応じた妊娠から子育て期の切れ目のない支援を実施します。 

【妊娠・出産・乳幼児期の主な支援事業】 

時
期 

妊娠～出産期 乳児期 幼児期 

    

ゆ
り
か
ご
事
業 

    

そ
の
他
の
支
援
事
業 

    

主な取組内容 

 産後ケア事業の充実  

心身の不調や育児不安がある生後 6 か月未満の子と母を対象に、医療機関等への委

託により、宿泊や日帰りで行う産後ケアを実施します。実施状況や利用者の声を踏まえ、

実施施設や利用回数を増やすとともに利用料金を減額するなど支援の充実を図ります。 

 出産育児準備教室の充実  

初産の妊婦やカップル等を対象に母親学級とパパママ学級を開催し、正しい知識の

普及や地域の仲間づくりを進めます。平日の参加が困難な方に実施している休日学級

に加えて、体調不良等で参加できなかった方も自宅で受講できるよう、新たにオンライ

ン学級を開始します。 

 産前・産後支援ヘルパー事業、多胎児家庭家事・育児支援ヘルパー事業の充実 

産前・産後の体調不良により家事や育児が困難な家庭や、多胎児を養育している家庭

をヘルパーが訪問して、家事・育児の支援を行うヘルパー事業について、平日に加え、

土曜日の利用を可能とし、就労している家庭も利用しやすい支援体制を整えます。 

【既定】 母子に関する相談・講座等 予算額   74,092千円 

【既定】 産前・産後支援 予算額   28,312千円 

【既定】 多胎児家庭支援事業 予算額   17,170千円 
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出産 

妊婦・妊婦歯科健康診査 

 新生児聴覚検査 

すこやか赤ちゃん訪問 

産後ケア事業 
（宿泊型・日帰り型） 

出産育児準備教室 

（母親学級・パパママ学級） 

1 歳以降 妊娠 6 か月 

 産婦健康診査 離乳食講習会 

育児相談（身長・体重の計測、保健師・栄養士・歯科衛生士の相談） 

個別栄養指導、乳幼児歯科相談 

子育て応援券事業 

産前・産後支援ヘルパー事業 

多胎児家庭支援事業 

ショートスティ、ファミリーサポートセンター 

訪問育児サポーター事業 

ひととき保育 ／ 一時保育、一時預かり 

乳幼児健康診査、乳幼児歯科健康診査 
（4か月児、6・9 か月児、1歳 6 か月児、3歳児） 

ゆりかご面接 
ゆりかごプラン作成 
子育て応援券（ゆりかご券）交付 

 

あそびのグループ事業 

ゆりかごプランを基にした相談支援 
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子ども家庭部管理課・児童青少年課 

 

事業の目的・概要 

地域における子育て支援サービス・事業を総合的・一体的に実施する「子ども・子育てプ

ラザ」の整備を計画的に進め、乳幼児親子が気軽に立ち寄れ、安心して自由に過ごせる居場

所の充実に努めます。 

 

 

主な取組内容 

 子ども・子育てプラザ善福寺の整備（令和 4年 9月開設予定） 

機能移転後の善福寺児童館施設を活用し、西荻地域で初となる、区内 6か所目の「子

ども・子育てプラザ善福寺」を整備し、開設します。併せて、施設内で保護者の通院、

買い物、育児疲れの解消等のために、就学前の乳幼児を短時間預かり保育する一時預か

り事業を実施します。 

   ・スケジュール：令和 4年 4月～ 改修工事 

           令和 4年 9月  開設（予定） 

 

 （仮称）子ども・子育てプラザ下高井戸の整備（令和 5年 9月開設予定） 

機能移転後の下高井戸児童館施設を活用し、高井戸地域で初となる、区内 7か所目の

「（仮称）子ども・子育てプラザ下高井戸」の開設に向け、整備を進めます。 

これにより、区内 7地域でそれぞれ 1か所の「子ども・子育てプラザ」が整備される

ことになります。 

   ・スケジュール：令和 4年度   実施設計 

令和 5年 4月～ 改修工事 

令和 5年 9月  開設（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資】 （仮称）子ども・子育てプラザ善福寺の整備 予算額  102,215千円 

【投資】 
（仮称）子ども・子育てプラザ下高井戸の 

整備 
予算額    7,123千円 

【既定】 一時預かり事業の運営 予算額  163,696千円 
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保育課 

 

事業の目的・概要 

 「待機児童ゼロ」の継続はもちろんのこと、希望するすべての子どもが認可保育所等に入

所できるよう、歳児別・地域別の保育需要を見極めながら認可保育所の整備（認可外保育施

設の認可化移行を含む。）を進め、新設の認可保育所については、一定程度の園庭を設ける

など、より良好な保育環境を整えていきます。 

 また、老朽化した区立保育園及び子供園については、杉並区区立施設再編整備計画等に基

づき改築等に取り組みます。 

 

主な取組内容 

 区立保育園・子供園の改築・改修 

区分 整備スケジュール（予定）等 

高円寺東保育園の移転

整備 

令和 2～4年度設計、令和 4～6年度工事、令和 7年度に新園舎に

て運営開始 

※旧杉並第八小学校跡地を活用し、図書館、コミュニティふらっ

と、防災倉庫等の複合施設に合築して整備 

久我山東保育園の移転

整備 

令和 3～4年度工事、令和 5年 2月に新園舎にて運営開始 

※隣地である久我山五丁目用地を活用して整備 

天沼保育園の移転整備 令和 3～5年度工事（整備主体は東京都）、令和 5年度中に新園舎

にて運営開始 

※（仮称）都営天沼二丁目団地内に整備し、民営化 

高円寺北子供園の改修 令和 4～5 年度改修工事、令和 4 年度中に旧杉並第四小学校南側

建物の新園舎にて運営開始 

※北側建物の子供園ホール改修は令和 5年度まで 

高井戸西子供園の改築 仮園舎：令和 4～5年度設計、令和 6～7年度工事、令和 7年度末

に移転 

※新園舎は仮園舎に移転後、現園舎を解体し、現在の用地に整備 

 

 

 

 

 

【既定】 保育施設建設助成 予算額          6,100千円 

【投資】 保育施設の整備 予算額      86,692千円 

【投資】 高円寺東保育園の移転整備 予算額      193,850千円 

【投資】 久我山東保育園の移転整備 予算額      301,188千円 

【投資】 天沼保育園の移転整備 予算額        61,785千円 

【投資】 高円寺北子供園の改修 予算額        11,318千円 

【投資】 高井戸西子供園の改築 予算額        14,947千円 
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＜保育の質の向上＞                           保育課 

 

事業の目的・概要 

 区内保育施設が提供する保育の質の維持・向上を図るため、保育内容等の助言・指導等を

行うとともに、子どもにとってより良い保育環境づくりに向けた、各施設独自の取組を支援

します。また、私立保育施設等における保育士等の処遇改善及び人材確保と定着化を支援し

ます。さらに、既存の公園内に保育施設の園児等が安心して遊ぶことができる遊び場の整備

を昨年度に引き続き進めます。 

 

 

主な取組内容 

 保育施設に対する巡回指導・巡回訪問等の実施 

 区立保育園の園長経験者や、委託事業者及び区会計年度任用職員の心理専門職が、各

保育施設への定期的な訪問に加え、随時訪問を行うことで、より良い保育の実践や保育

環境の向上のための助言等を実施するほか、区の担当職員が法に基づく指導検査を実

施し、施設運営の適正化を図ります。 

 

 保育士等の処遇改善及び人材確保・定着化の支援 

保育士等の賃金引上げに要する経費の一部補助や宿舎借上げ補助の実施、就職相談・

面接会の開催などにより、引き続き、私立保育施設等における保育士等の処遇改善を図

り、人材確保と定着化を支援します。 

 

 園庭確保のための支援と保育施設の園児等が安心して利用できる公園づくり 

保育内容の一層の充実に向け、認可保育所が園庭を確保する場合の所要経費の一部

を区が独自に補助します。また、既存の公園内に、保育施設の園児等の乳幼児を対象と

する、安全・安心に遊ぶことができる遊び場を、令和 2年度から 3か年で 16 か所整備

することとしており、令和 4年度は、新たに 6か所の遊び場を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 巡回指導・巡回訪問 予算額          24,598千円 

【既定】 私立認可保育所 予算額 26,519,388千円 

【既定】 園庭確保支援 予算額     2,563千円 

【投資】 公園のリニューアル ※都市整備部 予算額   248,436千円 
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児童青少年課 

 

事業の目的・概要 

 増加傾向にある学童需要に応えるため、「待機児童ゼロ」を目指し、学童クラブを計画的

に整備します。あわせて、入退室管理アプリケーションの導入検討や福祉サービス第三者評

価による区立学童クラブの質を確保するための取組を進め、働きながら安心して子育てで

きる環境の整備・充実を図ります。 

 

主な取組内容 

 学童クラブの整備 

小学校内に整備していくことを基本としつつ、小学校に近接している機能移転後の

児童館施設や区立施設等を有効に活用して、待機児童対策の推進と安全・安心な育成環

境の確保に取り組みます。 

 

◇令和 4年度開設  

学童クラブ名 整備概要 最大受入数 

桃 三 
桃井第三小学校の施設内に西荻北学童クラブを

移転・整備 

120 名 

（5 名増） 

井 荻 
旧保育室善福寺跡地を活用して善福寺学童クラ

ブを移転・整備 

130 名 

（34 名増） 

桃 一 桃井第一小学校の敷地内に別棟を整備 95 名 

八 成 八成小学校の施設内を改修して整備 80 名 

和 泉 学 園 

（校外育成室） 

和泉第二災害備蓄倉庫の用地を活用して校外育

成室を整備 
60 名 

阿 佐 谷 
阿佐谷地域区民センターとの複合施設として移

転・整備 

135 名 

（47 名増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 学童クラブ事業 予算額   1,271,167千円 

【投資】 学童クラブの整備 予算額          63,488千円 

【投資】 富士見丘小学校学童クラブの整備 予算額          34,830千円 

【投資】 杉二学童クラブの整備 予算額          62,055千円 

総
合
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◇令和 5年度以降 

学童クラブ名 整備概要 最大受入数 開設時期 

宮 前 北 第 二 

荻窪小学校に近接する宮前中学校

の特別教室棟の一部を活用して、

第二学童クラブを整備 

100 名 令和 5年 4月 

高 井 戸 西 
富士見丘小学校の移転改築に合わ

せて移転整備 

165 名 

（70 名増） 
令和 6年 4月 

杉 二 
杉並第二小学校の改築に合わせて

整備 

220 名 

（29 名増） 
令和 6年 4月 

高 井 戸 

（校内育成室） 

高井戸小学校の増築に合わせて、

校内育成室を整備 
132 名 令和 6年 9月 
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    14,483,708千円 

新たな基本構想の初年度として、杉並区が目指すまちの将来像「みんなでつくる、災害に

強く、犯罪を生まないまち」「多様な魅力と交流が生まれ、にぎわいのある快適なまち」「気

候危機に立ち向かい、みどりあふれる良好な環境を将来につなぐまち」の実現を目指して、

都市整備分野の総合的指針である「杉並区まちづくり基本方針（杉並区都市計画マスタープ

ラン）」を改定するとともに、主に以下の事業に取り組みます。 

 「みんなでつくる、災害に強く、犯罪を生まないまち」では、「杉並区耐震改修促進計画」

に基づき、特定緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化に向けた支援等を重点的に進めるとと

もに、建築物の不燃化建替えの支援や木造住宅密集地域等の解消に向けた事業に取り組み

ます。また、災害時の円滑な避難及び緊急車両の通行を確保するため、狭あい道路の拡幅整

備を促進するとともに、防災性、安全性及び景観の向上を図るため、「杉並区無電柱化推進

方針」に基づき歩道のない生活道路の無電柱化を推進します。 

 「多様な魅力と交流が生まれ、にぎわいのある快適なまち」では、交通拠点となる駅及び

駅周辺を核として地域の特色や魅力を生かしたまちづくりを推進します。阿佐ヶ谷駅周辺

については、駅北東地区における公民連携まちづくり等による取組を進めます。荻窪駅周辺

では、引き続き、区民・事業者等と協力し、「荻窪駅周辺まちづくり方針」に基づく取組を

行います。浜田山駅については、区民の安全性及び利便性の向上を図るため、駅南口の開設

に向けた取組を進めます。また、地域交通の円滑化や利便性の向上、広域的な交通網の機能

強化等を図るため、中央道高井戸インターチェンジのオンランプ（下り線の入口）開設に向

けた事業者等の取組を支援します。京王線及び西武新宿線沿線については、鉄道の連続立体

交差化や関連道路の整備を推進し、地域住民との協働により安全で利便性の高い沿線まち

づくりを進めます。都市計画道路補助第 132 号線については事業認可区間の用地折衝及び

道路等の設計を進め、補助第 221 号線については令和 4 年度に事業認可を取得し、事業に

着手します。地域交通については、交通施策のマスタープランである「杉並区地域公共交通

計画」を策定し、誰もが気軽で快適に移動できる地域社会の実現に向けて、ＭaaＳ(Mobility 

as a Service の略。ＩＣＴの活用によるマイカー以外の移動をスムーズにつなぐ新たな「移動」の概念又は様々な移動

サービスを１つに統合させた新たなモビリティサービス)等の新技術を活用したサービスの導入につい

て調査・研究を行い、あわせてシェアサイクルやグリーンスローモビリティの導入に向けて、

実証実験を行います。また、ユニバーサルデザインのまちづくりの推進のために「バリアフ

リー基本構想」を改定します。このほか、暮らしやすい住環境を実現するため、引き続き、

高齢者や障害者など住宅の確保に特に配慮を要する方に対する居住支援や、総合的な空家

等対策を実施します。 

「気候危機に立ち向かい、みどりあふれる良好な環境を将来につなぐまち」では、「みど

りの基本計画」改定に向けて、区内のみどりの全体像及び実態を把握するため、「みどりの

実態調査」を実施します。（仮称）荻外荘公園については、荻外荘の復原・整備工事を行う

とともに、復原への周知活動及び機運醸成を図ります。また、4月に開園を予定している松

庵梅林公園をはじめとして（仮称）杉並第八小学校跡地公園の実施設計や馬橋公園の既開園

区域内施設の改修工事等、公園の整備を着実に推進します。 

６ 都市整備部 
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   市街地整備課 

 

事業の目的・概要 

 今後、高い確率で発生が予測される首都直下地震等に備え 

るため、杉並区耐震改修促進計画に基づき、計画的かつ総合 

的に区内建築物の耐震化を促進します。 

特に、特定緊急輸送道路沿道や木造住宅密集地域の建築物 

の耐震化に重点的に取り組み、地震に強い安全なまちづくり 

を進めます。 

 

主な取組内容 

 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震改修促進 

特定緊急輸送道路沿道建築物については、耐震診断から次のステップである耐震改

修へ進むための耐震相談アドバイザー派遣による支援や耐震改修等の助成を行います。

また、これまでの助成制度に加え、新たに創設する段階的な耐震改修への助成制度の周

知を行い、耐震改修助成の活用を促進します。 

 

 木造住宅密集地域の建築物の耐震改修促進 

木造住宅密集地域の建築物については、耐震改修助成や木造住宅除却助成の実施に

加え、これらの助成の活用を促す戸別訪問を不燃化事業の周知と併せて行うことによ

り、積極的に耐震化を促進します。 

 

 木造住宅等の耐震化の取組  

旧耐震基準建築物の耐震改修等の助成のほか、新耐震基準のうち昭和 56年 6月 1日

～平成 12 年 5 月 31 日の基準で建てられた、一定の要件を満たす木造住宅についても

耐震改修等の助成を行い、より安全・安心なまちづくりを進めます。 

 

 耐震シェルター等設置助成 

地震発生時の建物倒壊から命を守るため、耐震シェルター等の設置費用の一部を助

成します。 

 

 耐震化の必要性の周知・啓発 

マンションの管理状況届出制度により、耐震性が不十分であることが判明したマン

ションの管理組合に対して、耐震化の重要性や助成制度を周知するなど、耐震化に関す

る普及啓発を効果的に実施します。 

また、耐震診断後、耐震改修工事を未だ実施していない方に耐震改修の案内を行うな

ど、耐震改修に向けた周知を積極的に行うことで、耐震化の促進に繋げます。 

 

 

    

【既定】 耐震化の促進 予算額 1,127,323千円 
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マンションの耐震改修事例 
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市街地整備課 

 

事業の目的・概要 

首都直下地震の発生に備え、火災による延焼被害の拡大が懸念される木造住宅密集地域

を中心に建築物の不燃化建替え支援を行うとともに、特に不燃化特区内においては、空地の

確保や道路拡幅整備の強化を図るなど、災害に強いまちづくりを進めます。 

また、災害時に震災救援所として機能する区立小・中学校等周辺や震災救援所に至る緊急

道路障害物除去路線沿道等の建築物の不燃化建替えを促進するほか、不燃化の取組の普及・

啓発活動を地震被害シミュレーションの結果等を活用しながら推進します。 

主な取組内容 

 不燃化建替えの促進 

 建築物不燃化助成制度の見直し 

を図り、これまでの助成対象区域 

（右図のＡ～Ｅのとおり）につい 

ては、令和 7年度まで助成期間を 

延長し、引き続き不燃化建替えを 

促進します。 

また、木造住宅密集地域等の解 

消に向けた取組強化として、令和 

5 年度から、助成対象地域の新規 

拡大を計画（右図のＦのとおり） 

していることを踏まえ、令和 4年 

度の不燃化建替助成件数 70 件を 

目標とし、不燃化制度周知の徹底 

を図ります。 

 

 不燃化特区における防災まちづくりの取組 

杉並第六小学校周辺地区（阿佐谷南・高円寺南地区内）及び方南一丁目地区について

は、東京都の不燃化特区の支援制度を活用して、建替え相談会や戸別訪問等を行いなが

ら、老朽建築物の除却や不燃化建替えの支援に引き続き取り組みます。さらに、地元住

民と連携を図りながら防災・減災の機運を高め、両地区の不燃領域率の向上を目指しま

す。また、阿佐谷南・高円寺南地区では、馬橋通りの拡幅整備や公園・広場（空地）の

確保を着実に進めるなど、木造住宅密集地域等の解消に向けた災害に強いまちづくり

に取り組みます。 

～令和 4年度の取組予定・目標～ 

   ・老朽建築物除却助成  52 件（26 件×2地区） 

・老朽建築物建替助成  26 件（13件×2地区） 

・馬橋通り拡幅用地取得  1 件（杉並第六小学校周辺地区） 

・馬橋通り拡幅整備工事  3 件（    同  上    ） 

・公園整備工事    1 か所（    同  上    ） 

【既定】 防災まちづくり 予算額  241,902千円 
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狭あい道路整備課 

事業の目的・概要 

 首都直下地震などの災害に備え、円滑な避難・通行経路を確保し、安全で快適なまちづく

りを進めるため、狭あい道路の拡幅整備を促進します。また、拡幅整備に併せて、後退用地

の支障物件の除却、電柱のセットバックを促進し、道路空間の確保を図っていきます。 

主な取組内容 

 狭あい道路の拡幅整備  

建物の建替えなどに併せて、建築主と狭あい道路に関する事前協議を行い、後退用地

の拡幅整備を実施します。拡幅整備の年間整備目標 10,000ｍの達成に向けて、狭あい

道路の更なる解消に取り組みます。 

 

拡幅整備を要する総延長 614km（令和 2年度末 拡幅整備総延長 243km） 
 なお、拡幅整備を要する総延長及び拡幅整備総延長については、令和 3年度に精査し、数値を変更しています。 

※1 拡幅整備総延長 ：拡幅整備が完了した総延長 

※2 拡幅整備率 ：『拡幅整備を要する総延長』に対する『拡幅整備総延長』が占める割合 

 重点整備路線・整備地区等の拡幅整備 

拡幅の必要性が特に高い「重点整備路線」の拡幅整備を進めるとともに、後退用地の

支障物件の除却について、状況に応じて条例に基づき勧告や命令等を行い、円滑な避難

経路及び緊急車両の通行の確保を図っていきます。 

さらに、震災時に特に甚大な被害が想定される地域及び地震被害シミュレーション

で火災による延焼リスクが高いと想定された地域を「整備地区」とし、戸別訪問などに

より拡幅整備に伴う塀の除却費や設置費の助成制度を案内するなど、地域への働きか

けを強化し、拡幅整備を積極的に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電柱の移設促進 

狭あい道路の拡幅整備後に移設されず通行に支障となる電柱については、区民と電

柱設置者の理解と協力を得て移設を促進します。 

【投資】 狭あい道路拡幅整備 予算額 1,186,000千円 

【拡幅整備前】 【拡幅整備後】 
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211 ㎞
219 ㎞

227 ㎞
235 ㎞

243 ㎞

34.3%
35.6%

36.9%
38.2%

39.5%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

180 ㎞

200 ㎞

220 ㎞

240 ㎞

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

狭あい道路拡幅整備の推移
拡
幅
整
備
総
延
長※

１

拡
幅
整
備
率※

２
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土木計画課 

 

事業の目的・概要 

 まちの景観向上や安全で快適な歩行空間を確保するために、身近なアクセス道路の整備 

や生活道路の安全対策を進めます。さらに、災害時における防災性の向上などを図るため、 

道路の無電柱化を推進します。 

 

主な取組内容 

 身近なアクセス道路の整備 

旧水路敷を利用した遊歩道の整備を進めます。 

 令和 4年度は、荻窪二丁目（延長：約 60ｍ）の設計    

を行います。 

 

 

 安全な暮らしの道の整備 

 生活道路における歩行者の安全性向上を図るため、

「すぎなみの道づくり（道路整備方針）」で安全対策路

線として選定した道路について、区民や警察署とも協

力しながら安全対策を実施します。 

 令和 4年度は、上荻二丁目及び浜田山四丁目地内路

線の安全対策を実施します。 

 

 無電柱化の推進 

防災性、安全性及び景観の向上を図る観点から、「杉並区無電柱化推進方針」に基づ

き、歩道のない生活道路の無電柱化を推進するほか、都市計画道路の整備や阿佐ヶ谷駅

北東地区の土地区画整理事業に合わせて無電柱化を推進します。また、駅周辺まちづく

り等、幅員の狭い道路を含めた面的整備が行われる地域を無電柱化の対象地域にする

ことを視野に入れ、「杉並区無電柱化推進方針」の内容について見直しを図ります。 

 

・「杉並区無電柱化推進方針」に基づく無電柱化整備 

特別区道第 2096-1 号路線（荻窪五丁目１番から 

四丁目 31番先 延長 680ｍ）において、電線共同 

溝の詳細設計を実施します。 

 

・都市計画道路の整備に合せた無電柱化整備 

都市計画道路補助第 132 号線の優先整備路線（青 

  梅街道～神明通り 延長 1,070ｍ）のうち、事業認 

  可区間（青梅街道～西荻北三丁目 延長 606ｍ）の 

  電線共同溝の詳細設計を実施します。 

 

・阿佐ヶ谷駅北東地区内の無電柱化整備 

無電柱化整備のために必要な測量及び地下埋設管調査を実施します。 

【投資】 魅力ある歩行者優先の道づくり 予算額   81,748千円 

総
合
計
画 

分
野
（
防
災
・
防
犯
）
❘
施
策
１ 

強
く
し
な
や
か
な
防
災
・
減
災
ま
ち
づ
く
り 

（整備イメージ） 

特別区道第 2096-1 号路線 

安全対策の整備例 

旧水路敷の整備例 
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市街地整備課 

 

事業の目的・概要 

区内最大の交通結節点である荻窪駅周辺について、駅南北の連絡機能の強化や回遊性の

向上、駅周辺の都市機能の充実などを図るため、「荻窪駅周辺まちづくり方針」等に基づき、

区民・事業者等と協力して、都市再生事業を推進します。 

 

主な取組内容 

 「荻窪駅周辺 都市総合交通戦略」の推進 

  地域の方々や交通事業者、関係機関等と協力して、交通関連の取組と連携した総合

的・一体的なまちづくりを目指す「荻窪駅周辺 都市総合交通戦略」について、引き続

き取組を進めるとともに、近年の荻窪駅周辺の交通課題の変化等に的確に対応するた

めの改定を行います。 

 

 「荻窪の歴史・まち・人を想う 15 の提案」の推進 

歴史的・文化的資源を生かした回遊性向上アクションプランとして策定した「荻窪の

歴史・まち・人を想う 15の提案～住んでよし、訪れてよしのためのプラン集～」の取

組を推進します。 

具体的取組として令和 3年度に区民投票を経て策定する「荻窪の地域ロゴマーク・イ

メージカラー」の普及・啓発等を行い、荻窪に関わる人の荻窪に対する誇りや愛着の醸

成と、杉並区内外に対する荻窪の認知度の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 都市再生事業 予算額   10,660千円 
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市街地整備課 

 

事業の目的・概要 

 交通拠点となる駅周辺を核として、文化・交流・商業・にぎわい等多様な機能と各駅周辺

の特色や魅力を生かしたまちづくりを進めます。 

 区民や事業者との連携を図るとともに、多様な地域資源を生かし、ハード面とソフト面の

取組の連携を図りながら、多心型まちづくりを推進します。  

 

 

主な取組内容 

 阿佐ヶ谷駅等周辺まちづくり 

阿佐ヶ谷駅と南阿佐ヶ谷駅の両駅周辺を一体的に捉えたまちの将来像や目標、その

実現に向けた取組の方向性を示す「阿佐ヶ谷駅等周辺まちづくり方針」を区民、事業者

等と共有し、同方針の重点的取組である「阿佐ヶ谷駅北東地区のまちづくり」における

公民連携まちづくりや「中杉通り沿道の安全・快適で魅力的なまちづくり」等の取組を

進めます。 

 

 西荻窪駅周辺まちづくり 

西荻窪駅周辺については、駅周辺まちづくり方針の策定に向けて、これまでの取り組

みを踏まえつつ、引き続き懇談会等を開催するとともに、地域の理解を深めながら取組

を進めます。 

 

 浜田山駅南口の整備 

浜田山駅には、区内にある京王井の頭線の地上駅 5 駅の中で唯一南北通路が整備さ

れておらず、ラッシュの時間帯を中心に「開かずの踏切」により南北通行がスムーズに

できない現状を踏まえ、区民の安全性・利便性の向上を図るため、南口の開設に向けた

取組を進めます。 

具体的には、令和 6年の完成に向け、南口の地下連絡通路（南口に整備予定の民間建

築物と接続）及びエレベーター等の設計を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 多心型まちづくりの推進 予算額   61,295千円 
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市街地整備課 

 

事業の目的・概要 

 鉄道の連続立体交差化を推進するとともに関連道路の整備に向けて取り組み、踏切によ

る交通渋滞や事故、地域の分断などを解消します。また、地域住民との協働により、安全で

利便性の高い沿線まちづくりを進めます。 

主な取組内容 

 京王線沿線まちづくり 

 東京都をはじめとする関係機関と協力し、鉄道連続立体交差化及び付属街路整  

備の早期完了に向けて事業に取り組みます。 

 下高井戸、桜上水、上北沢、芦花公園の各駅周辺地区まちづくり方針に基づき、

地域住民や世田谷区等関係機関と連携して沿線まちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 西武新宿線沿線まちづくり 

 東京都をはじめとする関係機関と協力し、鉄道連続立体交差化及び関連する道

路等整備の事業化に向けた取組を進めます。 

 「西武新宿線沿線各駅周辺地区まちづくり方針」に基づき、地域住民や隣接区

市等関係機関と連携して、地域の実情や特性に合った沿線まちづくりを進めま

す。 

 

 

【投資】 鉄道連続立体交差化の推進 予算額  123,630千円 

≪現況≫ ≪完了後（イメージ）≫ 

出典：京王線連立事業環境影響評価書 

都市計画概略図 

出典：「都市計画案及び環境影響評価書案のあらまし西武鉄道新宿線（井荻駅～西武柳沢駅間）連続立体交差化計画及び関連する道路計画について」 
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土木計画課 

 

事業の目的・概要 

 東京の都市計画道路は、都と特別区及び 26市 2町で概ね 10 年間ごとに「事業化計画」を

策定しており、現在は、「第四次事業化計画」（平成 28年 3月）に基づき整備を進めていま

す。 

また、整備に併せて、無電柱化や歩道の段差解消による、誰もが安全・安心に通行できる

道路空間の整備や植栽帯の設置など、良好な都市環境を創出していきます。 

 

主な取組内容 

 区施行優先整備路線における事業の推進 

第四次事業化計画で選定した以下の区施行優先整備路線 4 路線（補助第 132、216、

221、227 号線）のうち、補助第 132 号線については、令和 2 年 4 月に事業着手した事

業認可区間について引き続き用地折衝及び道路等の設計を進めていきます。 

補助第 221 号線については、令和 4 年度に都市計画法に基づく事業認可を取得し、

事業に着手します。 

①補助第 132 号線優先整備路線（青梅街道～神明通り）延長 1,070ｍ 計画幅員 16～30ｍ 

   うち事業認可区間（青梅街道～西荻北三丁目） 延長 606ｍ  計画幅員 16ｍ 

②補助第 216 号線優先整備路線（神田川付近～放射 5号線） 延長 470ｍ 計画幅員 16ｍ 

③補助第 221 号線優先整備路線（環状七号線～中野区境）  延長 290ｍ 計画幅員 16ｍ 

④補助第 227 号線優先整備路線（早稲田通り～高円寺駅北口）延長 420ｍ 計画幅員 18ｍ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資】 都市計画道路の整備 予算額  218,250千円 
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① 補助第 132 号線 ② 補助第 216 号線 

③ 補助第 221 号線 ④ 補助第 227 号線 
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都市整備部管理課 

 

事業の目的・概要 

「杉並区地域公共交通計画」を策定し、高齢者や障害者をはじめとして、誰もが気軽で快

適に移動できる地域社会の実現に向けた取組を推進します。また、МａａＳ(マース)※1 等

の新技術を活用したサービスの調査・研究を行うとともに、シェアサイクルやグリーンスロ

ーモビリティ※2の導入を検討します。  

関係区（北区、板橋区、練馬区、世田谷区、大田区）と協力し、環状八号線を基本ルート

とする区部周辺部環状鉄道（エイトライナー）※3の実現に向け、引き続き調査・研究を進め

ます。 

 

※1 MaaS…Mobility as a Service の略。ＩＣＴの活用によるマイカー以外の移動をスムーズにつなぐ新たな「移動」

の概念又は様々な移動サービスを１つに統合させた新たなモビリティサービス 

※2 グリーンスローモビリティ…時速 20ｋｍ未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービスで、

その車両も含めた総称 

※3 エイトライナー…環状八号線を基本的な導入空間として、赤羽から田園調布までの約 31 ㎞を結ぶ新しい環状鉄道 

 

主な取組内容 

 「杉並区地域公共交通計画」の策定 

 区民の安全・安心で利便性の高い移動環境の創出に向けて、МａａＳ等新たな移動サ

ービスの活用を検討するとともに、地域交通のあるべき姿を明らかにするため、公共交

通事業者や区民等を構成員として令和 3 年度に設置した杉並区地域公共交通活性化協

議会における検討を踏まえて、「杉並区地域公共交通計画」を策定します。 

 

 新モビリティの導入検討 

   グリーンスローモビリティなどの新たな移動サービスの導入に向けて、区民の意識

醸成を図り、区内での活用の可能性を検証する実証実験を行います。 

 エイトライナーの調査・研究 

   平成 28年 4月の交通政策審議会答申第 198 号で「事業性に課題があるため、関係地

方公共団体において、事業計画について十分な検討が行われることを期待」等の課題が

挙げられました。その解決に向け、関係区と連携を図りながら、中量軌道等※4のシステ

ム及び事業化に向けた検討を行うなど、引き続き整備実現に向けた取組を進めていき

ます。 

     

    ※4 中量軌道等…距離や輸送力において地下鉄とバスの中間領域をサービスする輸送機関として開発されたもので、

例として多摩モノレールやゆりかもめのような新交通システムなど 

 

 

 

 

 

【既定】 新たな地域交通の整備 予算額   11,883千円 
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都市整備部管理課 

 

事業の目的・概要 

誰もが気軽に出かけることができ、暮らしやすいまちを実現するため、バリアフリー基本

構想を改定し、区立施設等のユニバーサルデザインによる整備や、バリアフリー化を推進し

ます。また、誰もが安全に安心して区内の駅を利用することができるよう、京王井の頭線久

我山駅及びＪＲ中央線各駅における鉄道事業者によるホームドアの設置を支援します。 

 

主な取組内容 

 「杉並区バリアフリー基本構想」の改定 

総合計画・実行計画及びまちづくり基本方針との整合性を図るとともに、令和 2年 

5 月に改正された「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」を踏まえ、

改定を行います。 
 

改定に当たっては、移動等円滑化促進方針を含め、心のバリアフリーの取組の推進や

重点整備地区の選定を行うほか、令和 4年度に策定する杉並区地域公共交通計画との

調和を図っていきます。 

 

 区内鉄道駅のホームドア設置助成 

   視覚障害者をはじめとした駅利用者の転落事故等を防止するとともに、誰もが安全

に安心して鉄道駅を利用できるよう、令和 4年度は、京王井の頭線久我山駅における鉄

道事業者によるホームドアの設置を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 ユニバーサルデザインのまちづくり推進 予算額   12,726千円 
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京王井の頭線渋谷駅のホームドア設置例 
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＜みどりの質を高める＞                     みどり公園課  

 

事業の目的・概要 

 みどりが持つ多面的な価値や役割を発揮できるまちづくりを推進するため、みどりの基

本計画を令和 6 年度に改定します。みどりの基本計画改定に向けて、令和 4 年度はみどり

の実態調査を実施し、区内のみどりの状況を把握します。あわせて、生物多様性の維持・確

保を図るため、区内では見かけることが少なくなった貴重な植物等の生息場所の保全に努

めます。 

 そのほか、生物多様性に配慮した緑化指針、みどりのリサイクル、みどりのベルトづくり

のさらなる推進のため、研究、検討を進めます。 

 

 

主な取組内容 

 みどりの実態調査 

おおむね 5 年に一回実施しているみどりの実態調査を実施し、区内のみどりの全体

像、実態を把握します。今回の調査では、従来の調査項目である緑被率、樹木・樹林調

査、接道部の緑化調査などのほか、みどりが見える範囲を客観的に捉えられる緑視率調

査を、前回から測定地点を増やします。視覚に占めるみどりの割合を示す緑視率を把握

し増進することで、日々の生活の中でみどりをより身近に感じることができるよう、効

果的なみどりの質の向上を図ります。 

 

 生き物生息場所の保全 

多様な生き物の生息場所となる空間を区立公園の一部に創出することで、環境教育

の場にもなるよう普及啓発型の生き物生息場所を整備します。 

   あわせてカタクリをはじめ区内にかろうじて残る希少な植物を後世に残すため、調

査とともに下草刈りや剪定、伐採、柵の設置等の整備と管理を実施し生育環境を確保す

る貴重種保全型の生き物生息場所の維持も引き続き進め、個体数の増加を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 みどりを育てる 予算額   42,103千円 

【既定】 みどりを守る 予算額   45,109千円 

カタクリ（絶滅危惧Ⅱ種 杉並区注目種） 
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都市整備部管理課・みどり公園課 

 

事業の目的・概要 

 みどり豊かで身近な憩いの場として、また災害時に備えたオープンスペースとして、誰に

とっても安全で快適に利用できる公園整備を進めます。 

荻外荘は、戦前に内閣総理大臣を 3度務めた近衞文麿の別邸で、組閣や日本の対外政策の

重要な会談が行われ、日本政治史上重要な場所として、平成 28年 3月に国の史跡として指

定されました。その重要な会談が行われた昭和 15～16 年頃の姿に可能な限り復原の上、史

跡公園として整備し、適切に保存・活用するとともに、荻外荘や近衞文麿に関する資料及び

荻窪ゆかりの文化財等の展示を行うことで、その価値を杉並区内外に広く伝え、次世代に確

実に継承していきます。 

  

主な取組内容 

 （仮称）荻外荘公園（荻窪二丁目 43 番）の復原・整備 

   令和 3年度に（仮称）荻外荘公園整備実施設計を完了し、令和 4年度からは、復原・

整備工事を行います。また、令和 2年度に（仮称）荻外荘公園の追加用地として都市計

画変更した近接地についても、令和 6年 12 月の（仮称）荻外荘公園の完成に合わせた

施設開設に向け、設計を行います。 

国の史跡である荻外荘の復原・整

備を、全国から広く支援を受けて進

めて行くため、様々な手法により荻

外荘の価値を全国に広め、区内外の

多くの方々の機運醸成につなげま

す。 

 

 地域の核となる公園の整備 

   震災救援所機能の維持を図るとともに、地域の交流の場となるよう（仮称）杉並第八

小学校跡地公園の整備を行います。令和 4 年度は、令和 3 年度に行った基本設計に基

づき、公園の実施設計を行うとともに、擁壁改修の設計や既存体育館の内装設計を行い

ます。また、馬橋公園については、令和 5年度に予定している拡張整備に先立ち、既開

園区域における老朽化施設の改修工事を行います。 

 

 身近な公園の整備 

 松庵梅林公園は住民の意見を取り入れた地域のレクリエーション活動の拠点となる

公園として 4月の開園を予定しています。 

 また、富士見丘北公園は、公園に隣接する久我山東保育園の移転跡地と遊び場 113 番

との一体的な拡張整備に向け、実施設計を行います。なお、公園面積は、現在の 765 ㎡

から約 2,190 ㎡に増加します。 

 

【投資】 公園等の整備 予算額  681,268千円 

【既定】 景観まちづくり 予算額    11,223 千円 

（仮称）荻外荘公園の完成イメージ 
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     9,473,032千円 

 令和 4 年度を始期とする新たな環境基本計画や地球温暖化対策実行計画、一般廃棄物処

理基本計画を策定し、温室効果ガスの削減や資源循環型社会の実現など 2050 年ゼロカーボ

ンシティへ向けた取組をより一層拡充します。 

 環境分野では、創エネルギーの推進として、太陽光発電システムの導入など再生可能エネ

ルギーの導入助成を拡充し、温室効果ガスの削減に取り組むほか、遊休区有地等を活用した

再生可能エネルギー発電事業の調査・研究を開始します。また、省エネルギー対策では、住

宅の窓断熱などの断熱改修等省エネルギー対策助成の充実に加え、集合住宅等におけるＬ

ＥＤ照明機器切替支援を新たに開始します。さらに、家庭などにおける電気及びガスの使用

量削減の取組を支援する「すぎなみエコチャレンジ」事業を開始し、区民の省エネへの積極

的な取組を推進します。 

 環境学習については、小中学生環境サミットに加え、区立小学校全校での実施や、多世代

に向けた幅広い環境学習について検討し、内容の充実を図っていきます。また、国から譲与

される森林環境譲与税の活用方法として、交流自治体との連携によるカーボンオフセット

事業（杉並区から排出されるＣＯ２を交流自治体の所有する森林を整備することにより吸

収されるＣＯ２で埋め合わせる取組）や区民が森林の中で体験できる森林環境学習の実施

に向けた検討を行います。 

清掃・リサイクル分野では、ごみの減量と資源化が地球温暖化対策に資する取組であると

の視点から、更なるごみの減量と資源化の推進に取り組み、最終処分場の延命化とともに、

快適で暮らしやすい資源循環型社会の実現を目指していきます。 

 主な取組として、食品ロス（まだ食べられるのに捨てられてしまう食品）やワンウェイプ

ラスチックの削減を中心としたリデュース、リユースの取組を推進していくとともに、区民

が資源化に取り組みやすい環境を整備し、限りある資源の有効活用を図っていきます。 

 家庭系食品ロス削減の対策では、フードドライブ事業の一層の周知を図るとともに、他機

関とも連携して、区民が気軽に取り組むことができる食べきりレシピを活用した親子料理

教室等を開催し、更なる充実を図ります。また、飲食店等から排出される食品ロスの削減対

策では、フードシェアリングサービス（廃棄となる食品を割引価格で販売する店舗と消費者

をマッチングするサービス）を導入する店舗や「食べのこし０（ゼロ）応援店」を、事業者

と協力・連携しながら拡充していきます。 

 家庭から排出されるごみ・資源については、関係団体とも連携して、適正な分別ルールの

周知・啓発を推進するとともに、ごみ・資源の発生そのものを抑制するライフスタイルへの

転換ができるよう働きかけを行っていきます。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

 さらに、限りある資源の有効活用を図るため、廃食用油・小型充電式（二次）電池・イン

クカートリッジの回収場所を拡充し、区民が持ち込みやすい環境づくりを推進します。 

 

 

 

７ 環境部 
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 環境課 

 

事業の目的・概要 

2050 年ゼロカーボンシティの実現に向け、太陽光発電システムや電気自動車用充電設備

等の導入、窓断熱化等の費用の一部を助成するとともに、遊休区有地等を活用した再生可能

エネルギー発電事業の調査・研究、交流自治体と連携したカーボンオフセット事業、及び森

林環境学習の実施に向けた検討を行います。また、区民等の省エネルギー行動を促進するす

ぎなみエコチャレンジ事業等を実施し、温室効果ガスの排出量削減を図ります。 

 

主な取組内容 

 再生可能エネルギー等の導入や断熱改修等省エネルギー対策等の助成 

   太陽光発電システムや蓄電池、電気自動車用充電設備等の導入費用や、窓の断熱化等

の費用の一部を助成し、再生可能エネルギーの拡充や省エネルギーの推進を図ります。

また、太陽光発電システムや蓄電池等については、災害時の非常用電源としての活用等

についても周知し、区内の家庭等から排出される温室効果ガス排出量の削減につなげ

ます。 

 

 遊休区有地等を活用した再生可能エネルギー発電事業 

区所有の遊休地等を活用した再生可能エネルギー発電事業の実施に向けた調査・研

究等を行います。 

 

 自治体連携によるカーボンオフセット事業及び体験型森林環境学習 

   交流自治体との連携のもと、区の二酸化炭素排出量削減に向けた交流自治体所有の

森林におけるカーボンオフセット事業や、体験型森林環境学習の実施に向けた検討を

行います。 

 

 すぎなみエコチャレンジ 

家庭や事業所における電気及びガスの使用量について、前年度と比較して区で定め

た基準以上の削減を行った場合や、国のＺＥＨ(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)※

支援事業を受けた場合に区内共通商品券を支給し、区民等の省エネルギー行動を促進

するとともに、温室効果ガス排出量の削減を図ります。 

 

※ＺＥＨ…外皮の断熱性能などを大幅に向上させるとともに、効率的な設備システムの導入により、室内空間

の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、エネル

ギー消費量がゼロとなることを目指した住宅 

 

 

 

 

【既定】 杉並産エネルギーの創出と省エネルギーの推進 予算額  121,878千円 

内窓の設置 太陽光発電システム エネファーム 
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環境課 

 

事業の目的・概要 

昭和 60年に開始した自然環境調査は、杉並区内に残された自然環境を把握するとともに、

環境学習、講座への活用等により、区内の自然環境や動植物の理解を深めること等を目的に

実施しています。また、区民に身近な区内の自然環境に対する意識・関心を高めてもらえる

よう、区民から募集した「身の周りの自然調査員」として、自然環境調査への参加の機会を

提供します。 

 

主な取組内容 

 自然環境調査 

   令和 4年度と 5年度に、植物、クモ類、昆虫類、鳥類等について、種類、個体数、発

見箇所等を調査する自然環境調査を実施します。 

調査結果については、令和 6年度に自然環境調査報告書及び概要版としてまとめ、小

中学校や図書館等に配布し環境学習への活用を図るとともに、区公式ホームページや

杉並区公式電子地図サービス「すぎナビ」に掲載する等、区内の自然環境や動植物の理

解・関心を高めること等に活用していく予定です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 自然環境の保全 予算額    3,667千円 
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ごみ減量対策課 

 

事業の目的・概要 

資源循環型社会を実現するためには、リデュース（発生抑制）を中心に、区、区民、事業

者等がそれぞれの役割と責務を認識して、協働によりごみの減量と資源化を推進していく

ことが重要です。そのため、食品ロス（まだ食べられるのに捨てられてしまう食品）削減や

ワンウェイプラスチックの削減を中心とした普及啓発に取り組みます。特に食品ロスの削

減に向けては、家庭系の「フードドライブ」事業、事業系の「食べのこし０（ゼロ）応援店」

及び「フードシェアリングサービス」の一層の推進に取り組んでいきます。 

 また、集団回収の支援、小型家電・粗大ごみ・不燃ごみの資源化を着実に進めるとともに、

廃食用油や小型充電式（二次）電池、使用済みインクカートリッジの拠点回収を拡充して、

各地域区民センターで実施します。 

 

主な取組内容 

 資源化事業の拡充 

清掃関連施設を中心とした廃食用油や小型充電式（二次）電池、清掃関連施設及び図

書館を中心とした使用済みインクカートリッジの拠点回収を拡充して、令和 4 年度か

ら各地域区民センターでも実施し、区民が廃食用油等を持ち寄りやすい環境づくりを

進め、区民とともに限りある資源の有効活用を図る取組を推進していきます。 

 

 食品ロスの削減  

   事業系食品ロスの削減対策として、引き続き小盛メニューの提供や持ち帰り対応な 

  ど食品ロス削減に取り組む「食べのこし０（ゼロ）応援店」や、廃棄となる食品を割引

価格で販売する店舗と消費者をマッチングするフードシェアリングサービスの導入店

舗の拡充を事業者と連携しながら計画的に推進します。 

   一方、家庭系食品ロスの削減対策としては、フードドライブ事業の一層の周知を図る 

とともに、「食べきりレシピ」等を活用した講座の開催等、区民一人ひとりが気軽に削 

減に取り組むことができるよう、より実践につながる手法を用いて効果的なごみの減 

量を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

【既定】 ごみの減量と資源化の推進 予算額   87,824千円 
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 ごみ減量対策課・杉並清掃事務所 

 

事業の目的・概要 

 家庭からのごみの排出量は、新型コロナウイルス感染症対策の影響による外食の減少や

在宅時間の増などから増加傾向にあり、区民一人 1日当たりのごみ排出量は、総合計画の目

標値（令和 3年度）の 450ｇに対して令和 2年度は 479ｇとなっています。今後もこの傾向

は続くことが予想されますが、新総合計画の最終目標値 410ｇ（令和 6年度の中間目標値は

451ｇ）の実現に向けて、ごみの排出量削減に向けた区民や事業者への働きかけを推進して

いきます。 

令和 4年度からは資源を含めたごみの発生抑制を評価するため、3Ｒの中でも優先順位の

高い 2Ｒ（リデュース、リユース）について、新たに「ごみ・資源総排出量指数」を設定し、

令和 2年度を 100 として令和 12 年度に 85 を達成することを目標に排出抑制に努めます。 

事業活動によって生じる廃棄物は、事業者の責任で適正に処理することが法律で規定さ

れていますが、ごみ排出量が少なく区の収集を利用している事業者に対しては、事業系有料

ごみ処理券の貼付徹底に向けた周知や指導の強化を引き続き行います。 

 

主な取組内容 

 ごみ・資源の排出の適正化 

ごみや資源の分別意識の向上を図るため、適正な分別ルールの周知・啓発を推進する

とともに、集積所に排出された分別が徹底されていないごみ・資源について調査し、排

出者に対する個別の指導・助言を継続することで改善を促していきます。 

また、ごみ出しアプリや図柄化した集積所看板に 

加え、多言語化した排出指導ステッカーやごみ・資 

源の分別を図示したパンフレットを活用し、外国人 

居住者など様々な世帯にもごみ・資源の排出方法を 

分かりやすく周知していきます。 

 

 

 

 清掃事業への理解促進と環境学習の充実 

ごみ・資源の適正な排出と 3Ｒの推進への区民の理解と協力を得るため、杉並区町会

連合会などの関係団体と連携を図るとともに、区公式ホームページやＳＮＳなどを活

用した分かりやすい広報・周知活動に努めます。 

また、ごみ・資源の分別の必要性等を理解しても 

らうため、これまで保育園や小学校では、カットカ 

ー（積み込んだごみの様子が観察できる清掃車）に 

よる積込体験、紙芝居・ゲームを通した体験型の学 

習を実施してきました。今後はこれに加え、より効 

果的な実施方法を検討し、環境に配慮した行動につ 

ながる意識付けやその行動を学ぶ機会の充実を図り 

ます。 

【既定】 ごみ・資源の排出の適正管理 予算額   74,426千円 

集積所排出調査 

カットカーによる積込体験環境学習 
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   23,113,427千円 

 

教育委員会は、令和 3年 11 月に、今後の概ね 10 年を見据え、区民と区にとっての杉並の

教育の基本的な考え方を示した「杉並区教育ビジョン２０２２」を策定しました。 

そのスタートとなる令和 4年度は、同ビジョンに掲げた「みんなのしあわせを創る杉並の

教育」を具体化するための施策・事業を盛り込んだ行動計画「教育ビジョン２０２２推進計

画」を策定し、着実に推進していきます。 

 就学前教育分野では、就学前教育支援センターを拠点とし、保育者を対象とした研修や就

学前教育施設への情報提供・相談支援の実施など、区内全ての就学前教育施設に対する総合

的な教育支援の充実を図ります。また、幼保小連携の取組をさらに進めるために学識経験者

を交えて研究を行い、その成果の共有を図ることで、幼児期から児童期への学びを一層円滑

につなげます。さらに、発達の遅れや特性のある子どもたちが、就学前後において切れ目な

く、一人ひとりの発達段階に応じた適切な教育を受けられるよう、相談支援を実施します。 

 学校教育分野では、「人生１００年時代」を豊かに生きるために必要な学力・体力・社会

性を子どもたちが身に付けられるよう、その基盤となる知識・技能、思考力や判断力等の向

上を図り、生涯にわたり学び続ける力を育んでいきます。そのために、児童・生徒 1人 1台

専用タブレット端末と学習支援ソフトやデジタル教材を効果的に活用していきます。また、

不登校児童・生徒のための支援やコロナ禍による学校の臨時休業などの不測の事態におい

ても、子どもたちの学びを保障するため、オンラインホームルームやオンライン学習などＩ

ＣＴを効果的に活用した教育を推進します。これらのほか、教員の働き方改革の推進に継続

的に取り組むとともに、各学校が地域の特色や自校の課題に応じて地域と協働して行う学

校づくりの支援や、学校運営協議会と学校支援本部との連携強化により、地域と共にある学

校づくりの充実を図っていきます。 

 学校教育環境の整備・充実では、「杉並区立学校施設整備計画（第 2次改築計画）」に基

づき、富士見丘小学校と富士見丘中学校の一体的整備をはじめ、杉並第二小学校、中瀬中学

校に加え、新たに神明中学校の改築、久我山小学校の長寿命化改修等を計画的に進めます。

このほか、学校施設を地域の公共財として一層活用し、地域スポーツ等への利用の幅を広げ

るため、学校施設の有効活用のモデル事業を実施し、その検証を通して、更なる活用の取組

について検討を進めていきます。 

 生涯学習分野では、学びを通して地域の人々の豊かな地域づくりの活動につなげるため、

人づくりや地域づくりに携わる役割を担う社会教育士を中心とした地域における学びの支

援に取り組みます。また、歴史的な建造物や区指定・登録有形文化財を生かした杉並らしい

展示や杉並郷土芸能大会の開催、荻外荘の公開に向けた陽明文庫との共同調査の実施など、

歴史・文化に親しむ機会の充実を図っていきます。 

 

 

 

８ 教育委員会事務局 
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＜就学前教育の充実＞                 就学前教育支援センター  

 

事業の目的・概要 

 就学前教育支援センターを拠点として、区内全ての就学前教育施設（幼稚園・子供園・保

育所等）に対する教育的支援を総合的に実施し、就学前教育の更なる質の向上を目指します。 

 

主な取組内容 

 就学前教育の調査・研究の推進と質の向上 

子供園における「幼児期に育みたい資質・能力」をテーマとする教育課題研究や、就

学前教育支援センターが併設する成田西子供園と連携・協働した実践的研究を行いま

す。 

また、幼児教育アドバイザー※1が核となり、区内の全就学前教育施設に対して、カリ

キュラム・マネジメント※2の充実及び保護者や地域人材との協働を進めるとともに、特

別な配慮を必要とする幼児の教育的支援に関する情報提供・相談対応などの支援を行

います。 

これらの成果を研究発表会やホームページ等を通じて区内の全就学前教育施設に発

信・共有し、研修内容に組み込むことで、幼児教育研修や特別支援教育研修等の充実と

就学前教育施設の保育者に対する就学前教育への理解の深化を図り、幼児の発達に応

じた教育を更に推進します。 

 
※1幼児教育アドバイザー…幼稚園や小学校の管理職経験者等で、区内の就学前教育施設（機関）を訪問し、

保育観察やヒアリング等を通じて把握した課題について、解決に向けた助言を行うアドバイザー 

※2カリキュラム・マネジメント…各就学前教育施設が教育目標を実現するために、教育課程を計画的かつ組

織的に編成・実施・評価し、教育の質を向上すること 

 

 幼保小連携の推進 

小学校全校で実施する「幼保小接続期カリキュラム・連携プログラム」に基づく交流

活動、保育者と小学校教員の連携などの取組を充実させるため、就学前教育推進チーム
※1による小学校の幼保小連携担当者※2の支援を実施します。 

また、小学校 1 校とその近隣の就学前教育施設による幼保小連携の取組について学

識経験者を交えた研究を新たに行います。研究結果は、ホームページへの掲載や冊子の

配布等により共有を図り、小学校及び就学前教育施設の幼保小連携の取組を一層進め

ます。 

 
※1就学前教育推進チーム…就学前教育を推進するために就学前教育支援センターに設置した、幼児教育アドバ

イザーと小学校校長経験者等からなる専門チーム 

 

※2幼保小連携担当者…就学前教育施設及び小学校において、幼児期の教育と児童期の教育を円滑につなぎ、子

どもの発達や学びの連続性の保障を図る幼保小連携の取組を担当する保育者及び教員 

 

 

 

【既定】 就学前教育支援センター維持管理 予算額    17,480千円 

【既定】 就学前教育 予算額          3,951千円 
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＜学校教育への支援＞                庶務課・済美教育センター 

 

事業の目的・概要 

人々の生き方が多様化する中で、人とのつながりと信頼を実感し、違いを認め生かし合い

ながら自分らしく学ぶことを通して、全ての子どもたちに生涯にわたって学び続ける力が

育まれるよう、学校の教育活動を支援していきます。 

 また、児童・生徒 1 人 1 台専用のタブレット端末と学習支援ソフトやデジタル教材を効

果的に活用し、一人ひとりに応じた学びと他者と協力する学びを推進します。 

 さらに、教員がＩＣＴを日常的に活用し、より効果的な授業を展開できるよう、ＩＣＴ活

用指導力の更なる向上に取り組みます。 

 

主な取組内容 

 学び続ける力の育成 

学習者主体の視点を重視した教育の実現やＩＣＴの活用推進など、当面する教育課

題について、指定校における研究を進め、その研究成果の共有化を図り、各校における

教育の充実に向けた取組を支援します。 

また、小学校における外国語への慣れ親しみや異文化に対する体験を通した理解の

促進、中学校における外国語によるコミュニケーション能力の育成など、外国語教育の

一層の充実に向け、ＡＬＴ（外国人英語指導助手）及びＪＴＥ（日本人英語指導助手）

を引き続き配置します。 

 児童・生徒 1人 1台専用タブレット端末を活用した教育の推進 

   シングルサインオン※で多様なコンテンツを活用できるシステムを導入し、児童・生

徒がスムーズにデジタル技術を活用できる環境を整備します。また、ＡＩ型学習ドリル

を活用して一人ひとりが学習定着度に応じて学ぶ個別学習や、学習支援ソフトを用い

て複数の意見・考えなどをグループや学級全体で共有する協働学習の充実を図ります。

さらに、教員が、蓄積される児童・生徒の学習履歴や生活指導などのデータを、個別の

状況に応じた指導に活用していきます。 

   加えて、コンピュータに自分が求める動作をさせることができる体験を通して論理

的思考を身に付けるプログラミング教材を活用した学習を推進します。 

   
※ シングルサインオン…一度のユーザ認証で複数のソフトウェアやサービスにアクセスできる仕組み 

 ＩＣＴ活用指導力向上のための教員研修の実施 

   済美教育センターのＩＣＴに関する研修環境を充実させ、学習支援ソフトやデジタ

ル教材、プログラミング教材等を活用した指導方法を学ぶ実践的な研修を行います。こ

れにより、全ての教員がＩＣＴを日常的に活用し、学習者主体の視点を重視した授業改

善などを行い、学校内外での児童・生徒の学びの充実を図ります。 

【既定】 学校教育への支援 予算額   73,478千円 

【既定】 国際理解教育の推進 予算額   136,337千円 

【既定】 教職員の研修 予算額     8,164千円 

【既定】 情報教育の推進 予算額     2,242,866千円 
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 ＜学校経営の支援＞                           教育人事企画課 

 

事業の目的・概要 

 学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中で、教員の長時間労働と業務負担の軽減を図

り、教員が本来の業務である学習指導や生活指導等に集中できる環境を整え、質の高い教育

を持続発展していくため、教員の働き方改革を一層推進します。また、様々な専門性・経験

を有する人材を活用することで、各学校が総合的な経営力・教育力を高められるよう支援を

続けていきます。 

 

主な取組内容 

 教員の働き方改革の推進 

   教材の印刷や資料作成等、教員の授業準備などをサポートする「スクール・サポート・

スタッフ」や大規模校など特定の課題を有する学校の副校長をサポートする「副校長校

務支援員」を引き続き配置することにより、教員の長時間労働の改善を図ります。 

   このほか、令和 3 年度に新たに導入した教員の出退勤時間管理システムのデータを

活用して時間外勤務の傾向等を把握することにより、学校における業務改善や教員一

人ひとりのタイムマネジメントに関する意識改革を進めます。また、夏季休業期間中に

教員が勤務しない日を設定する「学校閉庁日」の実施や自動応答メッセージ機能のある

留守番電話の勤務時間外の運用などを引き続き適切に実施していくことにより、総合

的な働き方改革の取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 学校支援教職員 予算額    331千円 
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 ＜地域と共にある学校づくりの充実＞       学校支援課・済美教育センター 

 

事業の目的・概要 

 保護者や地域住民等が学校運営に参画する地域運営学校(学校運営協議会)※を特別支援

学校（済美養護学校）に拡大します。また、学校の様々な教育活動を支援する学校支援本部

と一層の連携を図ることにより、地域の多様な大人が教育の担い手として子どもの学びを

支え、子どもとのかかわりを通して大人自身も学びを深めていく、地域と共にある学校づく

りを充実させます。 

 
※地域運営学校（学校運営協議会）…学校運営の基本方針の承認や運営に必要な支援について協議するために、保護者
や地域住民等で構成された合議制の機関が学校運営協議会であり、この協議会を設置している学校のこと 

 

 

主な取組内容 

 地域運営学校を特別支援学校へ拡大 

令和 3 年 4 月に小中学校全校が地域運営学校となりました。令和 5 年度の特別支援

学校への拡大に向けた検討を進め、誰もが当事者として教育にかかわることができる

環境を整えていきます。 

 小中一貫連携校間の合同会議開催支援 

学習指導要領にある「よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を

学校と社会とが共有」するという目標に向けて、学校運営協議会と学校支援本部との一

層の連携を図り、家庭・地域・学校の連携及び協働を推進していきます。さらには、小

中一貫連携校間の合同会議開催を関係者に働きかけるなどにより、地域全体で義務教

育 9年間の子どもの成長を支える関係づくりを支援していきます。 

 地域の特色や自校の課題に応じた学校づくりの支援 

各学校が地域の特色や自校の課題に応じて地域と協働して行う教育活動について、

活動実態にあわせた指導・助言を行い、自立的・協働的な学校づくりを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 地域運営学校等推進 予算額   35,604千円 

【既定】 学校の支援 予算額      195,652千円 

【既定】 地域教育力の向上 予算額   10,977千円 

【既定】 学校教育への支援（再掲） 予算額   73,478千円 
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＜特別支援教育の充実＞                    特別支援教育課 

 

事業の目的・概要 

 障害等により特別な支援が必要な子どもの可能性を最大限に伸ばし、自立と社会参加を

促進するよう、個別の教育的ニーズに応じた支援体制を充実させます。また、発達の遅れや

特性のある子どもたちが、就学前後の切れ目のない支援と一人ひとりの発達段階に応じた

適切な教育が受けられるよう相談支援を実施します。 

 

主な取組内容 

 就学前後の切れ目のない相談支援の実施 

 学習面で困難を抱える児童が、小学校入学時から特別支援教室を利用できるよう、就

学前後の切れ目のない相談支援を実施します。 

 学習支援教員・通常学級支援員等の配置 

通常の学級において、学習面で困難を抱える児童・生徒の教育的ニーズに応じた個別

支援の充実を図るため、引き続き、小中学校全校に学習支援教員を配置し、きめ細かな

指導を行います。 

また、学校における日常生活動作の介助や支援及び学習活動上のサポートを行う通

常学級支援員や通常学級介助員ボランティア※を必要に応じて配置します。 

 
※ 通常学級介助員ボランティア…通常の学級において特別な支援を必要とする児童・生徒が安心して学校生活を

送るために、安全確保及び教育活動に必要な介助を行うボランティア 

 発達障害児等への教育的支援 

就学前教育支援センターの心理専門職等による子供園及び幼稚園への巡回指導とと

もに、就学前教育支援センターにおいて保育者を対象とした幼児期における特別支援

教育の個別相談を実施し、就学前教育施設に在籍する幼児への就学に向けた教育的支

援体制の強化を図ります。 

 小学校における「個別の学び支援システム」の導入 

通常の学級における取組を含む特別支援教育の更なる推進を図るため、研修動画サ

イトによる e ラーニング視聴やプログラム教材サイト、更には個別指導計画作成支援

ツールが一体となった「個別の学び支援システム」を導入します。これによって、事務

負担の軽減と同時に、教員の専門性の向上を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 特別支援教育 予算額  152,608千円 

【既定】 就学前教育（再掲） 予算額     3,951千円 
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＜特別な支援を必要とする子どもを支える教育環境の整備＞    特別支援教育課 

  

事業の目的・概要 

特別な支援を必要とする子どもの更なる増加が今後も見込まれることから、一人ひとり

の教育的ニーズに応じた、適切できめ細かな教育や支援を提供できるよう、済美養護学校等

の教育環境整備に取り組みます。また、特別支援学級で学ぶ児童数の増加と通学時間等の児

童の負担を考慮し、小学校1校に新たに特別支援学級を設置します。 

 

 

主な取組内容 

 済美養護学校の教育環境整備 

   済美養護学校について、今後も増加が見込まれる児童・生徒数への対応と教育環境の

一層の充実を図るため、近隣の済美教育センターを増築・改修し、令和 7年度に中学部

を移転します。令和 4年度は、済美教育センター増築・改修の設計を行います。 

 

 特別支援学級の新設に向けた取組 

 特別支援学級で学ぶ児童数の増加と通学時間の負担軽減等を図るため、令和 6 年度

に新たな特別支援学級の小学校 1校への設置に向けた取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資】 特別支援学級・学校の環境整備 予算額   31,466千円 
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 ＜教育相談体制の充実＞                    済美教育センター 

 

事業の目的・概要 

 社会の変化等の影響により、教育相談の内容が多様化していることから、児童・生徒一人

ひとりの悩みや課題等に適切に対応できるよう、教育相談体制の充実を図ります。また、不

登校児童・生徒の状況に応じた教育機会を確保するため、学校や関係機関との連携を推進し、

社会的自立に向けた支援の充実を図ります。 

   

主な取組内容 

 教育相談体制の充実 

児童・生徒の悩み等に適切に対応するため、学校における教育相談や済美教育センタ

ーの教育相談担当による専門的な相談機能の強化を図ります。特に、いじめ・不登校は

未然防止や早期対応が重要であるため、教育相談コーディネーター※1 の資質向上等に

取り組み、児童・生徒の心の変化を早期に把握し、組織的に対応できる学校の教育相談

体制の充実を図ります。また、多様な教育相談ニーズに対応できるよう、済美教育セン

ターの教育ＳＡＴ※2と教育相談担当が連携し学校を支援していきます。 
※1教育相談コーディネーター…学校の教育相談の中心を担う教員の校務分掌の名称 

※2教育ＳＡＴ…指導主事、学校管理職経験者、スクールソーシャルワーカーで構成され、学校の生活指導にかか

わる課題解決力を向上するため、関係部局や諸機関との連携を図りながら組織的な支援を行う仕組み 

 不登校対策の推進 

不登校児童・生徒一人ひとりの状況・背景要因に適切に応じた学びや人とのつながり

を確保できるよう、さざんかステップアップ教室※1 の運営や教育相談グループ※2 の実

施、スクールソーシャルワーカー※3の派遣等により学校や家庭、関係機関と連携し、き

め細かな支援の充実を図ります。 

また、さざんかステップアップ教室では、教育相談員、教育指導員が不登校児童・生

徒に寄り添い、個別指導、集団活動や、体験的な活動を通して、個々の状況に応じたき

め細かな支援を行います。教育相談グループでは、心理士が不登校生徒に対し自己の

課題と向き合うための支援を行うことで、さざんかステップアップ教室等、次への

ステップへつなげていきます。 

「学校に登校する」ことのみを目標にするのではなく、児童・生徒が自らの進路を主

体的に捉えて、社会的に自立することを目指し、児童・生徒 1人 1台専用タブレット端

末を活用したオンラインによる学習等、一人ひとりの状況に応じた多様な学びを推進

していきます。 
※1さざんかステップアップ教室…不登校児童・生徒が、集団生活等を通して社会性を育み、社会的自立ができる

よう支援することを目的とした教室 

 ※2教育相談グループ…不登校生徒が小集団で心理士との創作活動等を通して、安心できる人間関係をつくり、自

分に合った学びの場を考えることを目的として行う教育相談 

※3スクールソーシャルワーカー…問題を抱えた子どもと家庭・地域・学校・関係機関等に対して調整・仲介役と

しての役割を担い、子どもを取り巻く様々な環境に働きかけ、子どもの生活改善を支援する福祉の専門家 

 いじめ対策の充実 

指導主事を中心に専門職で構成する地域ブロック制のチームが、学校に対し専門的

な助言や支援を組織的かつ迅速に行います。これにより、学校の組織的な課題解決力の

向上を図り、いじめ問題の未然防止・早期発見・早期対応につなげます。 

【既定】 教育相談等運営 予算額   17,684千円 

【既定】 いじめ対策の充実 予算額           825千円 
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＜区立小中学校の増改築・長寿命化改修＞           庶務課・学校整備課 

 

事業の目的・概要 

 「杉並区立学校施設整備計画（第 2次改築計画）」に基づき、計画的に改築を進め、安全

の確保と教育環境の向上を図ります。併せて、児童・学級数の増加に伴い教室の不足が見込

まれる小学校については、適切な教室数を確保するために校舎の増築を進めます。 

 また、長寿命化が期待できる建物のうち築 40年を迎えた久我山小学校について、「杉並区

立学校施設整備計画（第 2次改築計画）」に基づき、機能や性能の劣化の回復を目的とした

修繕に加え、社会的なニーズに対応するための機能向上を目的とした改修を盛り込んだ、長

寿命化改修を実施します。 

 

 

主な取組内容 

 富士見丘小学校及び富士見丘中学校の一体的整備 

   富士見丘小学校と富士見丘中学校の一体的整備に向けて、令和 3年度に引き続き、小

学校新校舎建設工事等を進めます。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度～ 

・小学校新校舎建設工事 

・都立高井戸公園内多目的

広場整備工事 

・小学校新校舎建設工事 

・都立高井戸公園内多目的

広場整備工事 

・中学校既存校舎解体 

・中学校新校舎建設工事 

・中学校新校舎建設工事 

 

 杉並第二小学校の改築 

   令和 3年度に引き続き、新校舎の建設工事等を進めます。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

・新校舎建設工事 ・新校舎建設工事 

・既存北校舎・体育館解体 

・既存北校舎・体育館解体 

・環境整備工事（～7年度） 

 

【投資】 富士見丘小・中学校の改築（小・中学校費） 予算額    691,855千円 

【投資】 杉並第二小学校の改築 予算額  648,504千円 

【投資】 中瀬中学校の改築 予算額   232,199千円 

【投資】 神明中学校の改築 予算額    69,793千円 

【投資】 西宮中学校の改築 予算額     900千円 

【既定】 小学校の運営管理 予算額 2,649,693千円 

【投資】 高井戸小学校の増築 予算額       38,179千円 

【投資】 小学校の長寿命化改修 予算額      281,282千円 
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 中瀬中学校の改築 

令和 3年度に引き続き、実施設計に取り組みます。また、仮設校舎を整備し、既存特

別教室棟の解体工事に着手します。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度～ 

・実施設計 

・仮設校舎建設工事 

・既存特別教室棟解体工事 

・新校舎建設工事 ・新校舎建設工事 

 

 神明中学校の改築 

学校関係者、地域関係者等で構成する改築検討懇談会を設置し、改築基本方針や校舎

配置等について広く意見を聴いて、基本設計に取り組みます。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度～ 

・改築検討懇談会の運営 

・基本設計 

・実施設計 ・新校舎建設工事 

 

 西宮中学校の改築 

宮前図書館等との複合化を視野に、学校関係者、地域関係者等で構成する改築検討懇

談会を設置し、改築基本方針や校舎配置等について広く意見を聴いて、改築に向けた検

討を進めていきます。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

・改築検討懇談会の運営 ・改築検討懇談会の運営 

・基本設計 

・実施設計 

 

 天沼小学校の増築 

児童の教育環境を向上させるため、不足している普通教室等の確保・充実を図る観点

から、令和 3年度に引き続き、増築工事を行います。 

令和 4年度 

・増築工事 

 

 高井戸小学校の増築 

児童の教育環境を向上させるため、不足している普通教室等の確保・充実を図る観点

から、校舎の増築に向けて、基本設計及び実施設計に取り組みます。なお、増築に当た

っては、高井戸学童クラブ（校内育成室）を整備します。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

・基本設計 

・実施設計 

・増築工事 ・増築工事 
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 久我山小学校の長寿命化改修 

 築 40 年を迎えた久我山小学校について、「杉並区立学校施設整備計画（第 2 次改築

計画）」に基づき、学校の夏季休業期間等を利用して長寿命化改修を実施します。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

・改修 ・改修 ・改修 
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＜学校施設の有効活用の推進＞                   学校支援課 

 

事業の目的・概要 

 学校施設を地域の公共財として一層活用し、地域スポーツ等への利用の幅を広げるため、

学校における体育施設の有効活用の仕組みを構築します。構築に当たっては、学校教育で使

用する時間外における学校施設管理権限の一部を教育委員会から区長部局のスポーツ振興

を担当する部署へ移すことを視野に取組を進め、区民・団体によるスポーツ活動の推進を図

ります。 

 

主な取組内容 

 学校施設の有効活用のモデル実施及び検証 

令和 4 年 3 月に開始する高円寺学園におけるモデル事業において、新たな予約シス

テムを導入し、学校開放登録団体の施設利用の調整を行います。利用調整の対象は、高

円寺学園の人工芝校庭、大・小アリーナ、交流ホール及び会議室とし、大アリーナには

半面使用枠を設定します。 

また、このモデル事業の検証を行い、今後の学校施設の有効活用に向けた取組を進め

ます。 

 運動場以外の諸室等の有効活用のあり方の検討 

地域スポーツにとどまらず、文化活動の振興等に資する学校施設の更なる有効活用

の取組へとつなげていくため、先行する体育施設の活用状況も踏まえ、運動場以外の諸

室等の有効活用のあり方について検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 学校開放施設の団体・区民利用等 予算額  116,840千円 
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＜社会教育士の育成・活用＞                  生涯学習推進課 

 

事業の目的・概要 

 他者とかかわりあいながら力を合わせてより良いまちをつくろうとする地域の人々を、

学びを通してつなぎ、広げる取組を進めます。この取組を担う社会教育士※の育成と効果的

な活用を通じて人々の学びを支援することで、地域の中で主体性を持っていきいきと活動

する人を増やし、豊かな地域づくりにつなげます。 

 
※社会教育士…地域の教育、福祉、防災、環境、産業など様々な分野における学びの支援を通して、人づくりや地域づくりに携

わる役割を担う専門人材の称号 

 

主な取組内容 

 社会教育士の育成 

   社会教育士は、ファシリテーション能力やプレゼンテーション能力、コーディネート

能力を有し、様々な分野で学びの支援を行う専門人材です。 

区では、これら社会教育士の能力を活かすことで、地域の人材や資源を結びつけ、地

域の力を引き出し「人づくり」「つながりづくり」「地域づくり」につなげていきます。

そのため、教育委員会事務局の社会教育主事※が中心となって、社会教育士をはじめ民

間や地域等の社会教育に関わる様々な取組を積極的に支援していきます。 

まずは、社会教育主事による社会教育士の資格取得を進め、地域の社会教育士を支え

る体制を整備していきます。 

 
※社会教育主事…社会教育関係団体等の活動に対する専門的技術的な助言・指導などを担う、教育委員会事務局に
置かれる専門職員 

 

 社会教育士を効果的に活用した学びの支援等の充実 

   社会教育を基盤とした新たな地域づくりを支援するため、社会教育委員の会議での

意見を踏まえながら、社会教育士を中心とした地域での学びの支援の具体化を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 社会教育の振興 予算額    7,665千円 
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＜歴史・文化に親しむ機会の充実＞               生涯学習推進課 

 

事業の目的・概要 

 歴史的な建造物や区指定・登録有形文化財を生かした杉並らしい展示を通して地域に対

する誇りや郷土愛を育むとともに、関係団体と幅広く連携しながら、郷土芸能に親しむ事業

を実施し、伝統文化への理解、促進につなげます。また、荻外荘の公開に向けて陽明文庫※

との共同調査を実施するなど、連携強化を図ります。 

 
※陽明文庫…昭和前期に内閣総理大臣を三度務めた近衞文麿が京都市に設立した歴史博物館。近衞家に伝習した古文書、

古典籍、古美術工芸品等を一括して保存管理している 

 

 

主な取組内容 

 杉並らしい特別展・企画展の実施 

地域に対する誇りや郷土愛を育むとともに、歴史資産や文化資産を次世代に継承す

る取組を進めます。このため、荻外荘などの歴史的な建物や区指定・登録有形文化財等

を活用して、杉並に根ざした題材でありながらも区の内外にアピールできる、魅力ある

特別展・企画展を実施します。 

また、区制施行 90 周年記念特別展として「杉並激動の昭和戦前史」をテーマに、2.26

事件と渡邉錠太郎、荻外荘と近衞文麿、愛新覚羅溥傑と嵯峨浩について紹介します。 

 

 陽明文庫との共同調査 

   荻外荘は、昭和戦前期に総理大臣を三度務めた政治家、近衞文麿の邸宅です。近衞内 

閣時代には、歴史的に重要な政治会談が行われ、組閣の舞台となったことから平成 28

年 3 月に国の史跡に指定されました。 

荻外荘の公開に向け、陽明文庫の協力を得て、展示資料に関連する共同調査を実施し

ます。 

 

 伝統文化・郷土芸能への理解促進 

区内に伝わる郷土芸能は、地域の人々の努力により今日まで受け継がれています。こ

うした郷土芸能を保護し、後継者育成を支援するために、区の無形民俗文化財として指

定・登録します。 

また、区制施行 90周年記念事業として、杉並郷土芸能大会を開催します。より多く

の方々に郷土芸能の魅力を伝え、民俗芸能への理解と関心を深め、保存・伝承につなげ

られるように取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

【既定】 郷土博物館の運営管理 予算額   13,255千円 

【既定】 文化財調査・保護 予算額   17,719千円 
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＜図書館サービスの充実＞                     中央図書館 

 

事業の目的・概要 

 「杉並区立図書館サービス基本方針」に掲げる図書館像の実現を確実なものとするため、

区民の様々なニーズに応えられるよう、資料の充実や読書環境の整備を進めるとともに、老

朽化した図書館の改築等に取り組みます。また、読書バリアフリーの推進のために必要なサ

ービスの拡充を図ります。 

 

主な取組内容 

 高円寺図書館の移転改築 

老朽化した高円寺図書館について、「区立施設再編整備計画」に基づき、旧杉並第八小

学校の跡地を活用して整備する複合施設へ移転するため、複合施設の実施設計を進める

とともに、改築工事に着手します。 

この複合施設には、高円寺図書館の他に保育園や多世代が利用できる（仮称）コミュニ

ティふらっと高円寺南が併設され、敷地の南側は防災機能を有する公園として整備され

る予定です。 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

・旧校舎解体工事 

・実施設計 

・改築工事 

・改築工事 ・改築工事 

・開設 

 

 読書バリアフリーの推進 

「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律※１（読書バリアフリー法）」等に

基づき、高齢や障害等の理由から読書が困難な利用者に向けた様々な読書バリアフリ

ー資料※2 の収集や提供、ＤＡＩＳＹ資料※3 の製作、読書環境の整備等を進め、図書館

サービスの充実を図ります。 

 
※1 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律…障害の有無にかかわらず、すべての人が読書による文

字・活字文化の恩恵を受けられる社会を実現するための法律 

※2 読書バリアフリー資料…読書バリアフリー法の理念に基づく、視覚障害者等が利用しやすい資料。点字図書、

拡大図書、ＤＡＩＳＹ図書、音声読み上げ対応電子書籍、オーディオブック等がある 

※3ＤＡＩＳＹ資料…視覚障害等により普通の印刷物を読むことが困難な方のために開発された国際基準規格のデ

ジタル録音図書。音声ＤＡＩＳＹと音声を聞きながら画像を見るマルチメディアＤＡＩＳＹの 2種類がある。ＤＡ

ＩＳＹは Digital Accessible Information System の略 

 

 

【既定】 図書館運営 予算額 1,115,139千円 

【投資】 高円寺図書館の移転改築 予算額  378,236千円 

総
合
計
画 

分
野
（
学
び
）
❘
施
策

 

身
近
に
活
用
で
き
る
教
育
環
境
の
整
備
・
充
実 
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1  一般会計予算総括表

歳　　出 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 202,599,000 199,025,000 3,574,000 101.8 100.0

公 債 費

0.0

300,000 300,000 0 100.0 0.1

2 2 0 100.0諸 支 出 金

134,268 100.3 19.2

2,725,684 4,330,982 △ 1,605,298 62.9 1.3

38,948,902 38,814,634

14,045,368 △ 2,366,127 83.2

7,328,797

109.2

97.6 0.4

3.4109.0

3.686.5

53.6

9.0

105.7

5.8

3.6108.3

780,683

教 育 費

職 員 費

△ 1,127,524

議 会 費

総 務 費

都 市 整 備 費

環 境 清 掃 費

生 活 経 済 費

18,232,648 16,702,621 1,530,027

8,357,535

6,768,062 560,735

11,679,241

構成比は科目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

３ 年 度 予 算 額 差 引 増 減 額

7,230,011

保 健 福 祉 費

科　　　　　　目 ４ 年 度 予 算 額

108,526,040 102,627,291 5,898,749

予 備 費

799,490 △ 18,807

6,846,992 6,279,015 567,977
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一般会計歳出の状況 

 
一般会計当初予算を1万円に換算すると 

 

保健福祉費

6,271円

福祉の充実、健
康を守るために

教育費

1,182円

学校教育の充
実、生涯学習
のために

都市整備費

715円

公園整備、道路
管理、まちづくり
のために

総務費

615円

広報、区民相
談のために

生活経済費

554円

産業振興、
消費生活 ､
区民施設、
地域活動の
ために

環境清掃費

468円

環境保全、
清掃、リサイ
クルのため
に

公債費

134円

特 別 区 債
の 償 還 の
ために

議会費

46円

区 議 会 の
運 営 の た
めに

その他

15円

予 備 費 等
のために
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歳　　入 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

株 式 等 譲 渡

所 得 割 交 付 金

自 動 車 税 環 境

性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金

合　　　　　　計 202,599,000 199,025,000 3,574,000 101.8 100.0

構成比は科目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

65,000

△ 20,000

800,000

30,000

5,600,000

4,000

△ 8,342,950

0

0.4

8.6

103.7 1.0

100.0 1.2

1.729.2

0.6

17,424,298 18,201,281

国 庫 支 出 金

特 別 区 債

使 用 料 及 び 手 数 料

都 支 出 金

寄 附 金

繰 越 金

繰 入 金

54,000

分 担 金 及 び 負 担 金

財 産 収 入

諸 収 入

3,434,619

2,500,000

490,288

41,228

2,053,786

3,457,300 1.7△ 1,340,200

91.8 0.0△ 3,663

1,980,307 73,479

2,500,000

72.14,797,500

11,777,569

44,891

1.9270,664

111.1 18.43,746,448

0.340.3△ 726,805

3,867,991 3,597,327

37,356,131 33,609,683

1,217,093

107.5

95.7△ 776,983

0.0

2,809,181 2,645,295 106.2 1.4163,886

170,000 117.6 0.1

46,200,000 40,600,000 113.8 22.8

50,000 108.0

348,000 △ 14,000 96.0 0.2

0.1

12,050,000 11,250,000 107.1 6.0

960,000 180,000 118.8

0.6123.8250,0001,050,000

180,000 88.9利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

160,000

200,000

配 当 割 交 付 金 1,140,000

1,300,000

特 別 区 財 政 交 付 金

334,000地 方 特 例 交 付 金

科　　　　　　目

特 別 区 税 33.0

４ 年 度 予 算 額 ３ 年 度 予 算 額 差 引 増 減 額

地 方 譲 与 税

66,925,178 63,310,054 105.7

801,000 108.8

3,615,124

736,000
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2  部別予算額

（単位：千円）

構 成 比

（％）

25,077,911 1,120,626 500,000 26,698,537 8.5

4,436,775 4,642,009 0 9,078,784 2.9

区 民 生 活 部 7,230,011 3,996,824 0 11,226,835 3.5

保 健 福 祉 部 40,916,399 6,939,153 112,238,937 160,094,489 50.8

子 ど も 家 庭 部 49,580,015 11,589,110 0 61,169,125 19.4

都 市 整 備 部 11,679,241 2,804,467 0 14,483,708 4.6

環 境 部 7,328,797 2,144,235 0 9,473,032 3.0

教 育 委 員 会 事 務 局 17,400,949 5,712,478 0 23,113,427 7.3

合　　　　　　計 163,650,098 38,948,902 112,738,937 315,337,937 100.0

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

※総務部及び教育委員会事務局の職員人件費欄には、退職手当を含む。

合 計

政 策 経 営 部

総 務 部
選挙管理委員会事務局
監 査 委 員 事 務 局
区 議 会 事 務 局

部　　　　　　名 事 業 費 職員人件費 特 別 会 計

-149-



３ 繰越明許費
（単位：千円）

２ 総 務 費 ３ 選 挙 費

４ 債務負担行為
（単位：千円）

期　　　　間

令和１３年度まで

令和１３年度まで

令和１３年度まで

令和１３年度まで

令和６年度まで

令和６年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和６年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和６年度まで

令和６年度まで

令和５年度まで

令和６年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和５年度まで

令和６年度まで
高 円 寺 図 書 館 の 移 転 改 築
（ 整 備 工 事 ）

１，０７５，０００

公 園 等 の 整 備
（ 馬 橋 公 園 拡 張 整 備 工 事 ）

１０９，０００

公 園 等 の 整 備
（ 富 士 見 丘 北 公 園 整 備 工 事 ）

４５，０００

富 士 見 丘 小 ・ 中 学 校 の 改 築 （ 小 学 校 ）
（ 厨 房 機 器 購 入 ）

杉 並 第 二 小 学 校 の 改 築
（ 厨 房 機 器 購 入 ）

富 士 見 丘 小 ・ 中 学 校 の 改 築 （ 中 学 校 ）
（ 工 事 費 再 見 積 委 託 ）

中 瀬 中 学 校 の 改 築
（ 解 体 工 事 ）

４４，０００

３７，０００

８，０００

９０，０００

ド ッ グ ラ ン の 整 備 ３３，０００

事　　　　業　　　　名款 項 金　　　　　額

区 議 会 議 員 選 挙 １４２，０００

事　　　　　　項 限　　　　度　　　　額

杉 並 区 土 地 開 発 公 社 の 借 入 金 に 対 す る
利 子 並 び に 金 融 機 関 に 対 す る 債 務 保 証

杉並区土地開発公社が事業資金として借
入れる限度額５０億円の範囲内の借入金及
び利子相当額

杉並区が杉並区土地開発公社から取得す
る用地費杉 並 区 土 地 開 発 公 社 か ら の 用 地 取 得 費

中 小 企 業 資 金 融 資 に 伴 う 利 子 補 給

住 宅 修 築 資 金 融 資 に 伴 う 利 子 補 給

杉並区のあっせんにより融資を受けた者が
取扱金融機関に対して負担する利子年７．
０％以内の相当額
杉並区のあっせんにより融資を受けた者が
取扱金融機関に対して負担する利子年５．
５％以内の相当額

高 井 戸 西 子 供 園 の 移 転 整 備
（ 基 本 実 施 設 計 ・ 解 体 設 計 ）

１４，０００

道 路 の 路 面 改 良 ８７，０００

都 市 計 画 道 路 の 整 備
（都市計画道路用地取得に係る物件調査及び補償算定等業務委託）

１５４，０００

公 園 等 の 整 備
（ ( 仮 称 ) 荻 外 荘 公 園 整 備 工 事 ）

７４７，０００

公 園 等 の 整 備
（ ( 仮 称 ) 荻 外 荘 公 園 追 加 用 地 基 本 実 施 設 計 ）

９，０００

公 園 等 の 整 備
（ ( 仮 称 ) 荻 外 荘 公 園 展 示 委 託 ）

１５９，０００

防 災 施 設 整 備
（ 杉 並 第 八 小 学 校 跡 地 災 害 備 蓄 倉 庫 整 備 工 事 ）

８２，０００

コ ミ ュ ニ テ ィ ふ ら っ と の 整 備
（(仮称)コミュニティふらっと高円寺南整備工事）

７１４，０００

コ ミ ュ ニ テ ィ ふ ら っ と の 整 備
（(仮称)コミュニティふらっと上荻窪基本実施設計・解体設計等）

１２，０００

下 高 井 戸 お お ぞ ら 公 園 ス ポ ー ツ コ ー ト の 整 備
（ ス ポ ー ツ コ ー ト 用 管 理 棟 基 本 実 施 設 計 ）

１０，０００

高 円 寺 東 保 育 園 の 移 転 整 備
（ 整 備 工 事 ）

５９４，０００

区 立 児 童 相 談 所 の 整 備
（ 基 本 実 施 設 計 ）

３９，０００

★ 債務負担行為とは、建設工事や物品購入などで複数年にわたって支出が発生する場合に、後年度の財

政負担をあらかじめ明らかにすることを目的とし、議会の議決を必要とします。 

-150-



５ 地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 備　考

証券発行又は ５．０％ 起 債 の と 金 融

普通貸借の方法 以　内 きから据置 事 情 そ

により政府その （ た だ 期間を含め の 他 の

他から起債する。 し 、 利 ３ ０ 年 以 内 都 合 に

証券発行の場 率 見 直 に 元 利 均 よ り 、

合における発行 し 方 式 等、元金均 起 債 額

価 格 は 、 額 面 で 借 り 等、満期一 の 全 部

１ ０ ０ 円 に つ き 入 れ る 括その他の 又 は 一

９ ８ 円 以 上 と す 資 金 に 方法で償還 部 を 翌

る。 ついて、 する。 年 度 に

なお、証券発 利 率 の た だ し 、 繰 延 起

行の場合におい 見 直 し 融通条件又 債 す る

て発行価格が額 を 行 っ は財政の都 こ と も

面金額を下回る た 後 に 合によ り 償 あ る 。

と き は 、 そ の 発 お い て 還年限を短

行価格差減額を は 、 当 縮し、繰上

埋めるために必 該 見 直 償還をする

要な金額を左欄 し 後 の こともある。

の限度額に加算 利 率 ）

した金額を限度

額 と す る こ と も

ある。

3,457,300

10
小中一貫校の施設整備
（高円寺地区）（借換債）

160,500

11
桃井第二小学校の改築
（借換債）

7,000

8 社会教育センターの改修 1,347,000

9 高円寺図書館の移転改築 212,800

6 富士見丘小・中学校の改築 439,500

7 杉並第二小学校の改築 359,700

125,600

4 久我山東保育園の移転整備 216,000

5 公園等の整備 128,900

番号

合　　　　　　計

1 高円寺区民センターの改修 318,900

2 コミュニティふらっとの整備 141,400

3 高円寺東保育園の移転整備
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 ６　補助金に関する調

令和4年度 令和3年度

９０周年記念事業補助金
地域区民センター協議会、社
会福祉協議会

4 団体 1,120 0

職員互助会事業補助金 職員互助会 1 団体 25,435 26,271

防犯協会に対する事業補助金 防犯協会 3 団体 1,500 1,500

防火防災協会事業補助金 防火防災協会 2 団体 440 440

少年消防クラブ消防少年団事業補助金 少年消防クラブ消防少年団 2 団体 220 220

消防団事業補助金 消防団 2 団体 10,800 10,800

防災市民組織連絡協議会に対する補助金 防災市民組織連絡協議会 1 団体 400 400

防災市民組織に対する助成金 防災市民組織 163 団体 21,345 21,215

震災救援所運営連絡会に対する助成金 震災救援所運営連絡会 65 団体 1,560 1,560

震災時生活用水登録井戸補助金 登録井戸設置者 21 基 690 690

公衆浴場非常用発電機等設置助成金
浴場組合に加入する浴場経営
者

2 件 319 319

民間一時滞在施設備蓄品購入費用補助金
区と帰宅困難者受入協定を締
結し、都要綱に基づく補助金
の交付を受ける施設の管理者

0 団体 1 500

公衆浴場確保対策事業補助金
東京都公衆浴場業生活衛生同
業組合杉並支部

1 団体 3,230 3,230

公衆浴場設備整備補助金 公衆浴場 5 浴場 4,000 4,000

公衆浴場施設確保資金利子補助金 公衆浴場 2 浴場 3,299 4,351

公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリーンエネ
ルギー化等推進事業補助金

公衆浴場 8 浴場 8,700 5,950

健康増進型公衆浴場改築支援補助金 公衆浴場 0 浴場 0 4,000

外国人学校通学児童生徒保護者負担軽減補助金
授業料を外国人学校に納入し
た保護者

480 人 3,360 2,856

貸与宿泊施設区民宿泊費補助金 民営化宿泊施設利用者 9,580 人 23,840 25,900

コミュニティ助成金 町会・自治会 1 団体 2,500 2,500

町会・自治会専用掲示板設置等補助金 町会・自治会 60 基 3,000 3,500

地域における見守り活動支援事業補助金（防犯
カメラ設置等補助）

町会・自治会 26 団体 7,433 8,719

まちの絆向上事業助成金
町会・自治会、地区町会連合
会

23 団体 4,600 4,000

地域区民センター協議会事業に対する補助金 地域区民センター協議会 7 団体 52,755 53,609

杉並ボランティアセンター補助金
社会福祉法人杉並区社会福祉
協議会

1 団体 2,774 2,774

ＮＰＯ活動資金助成 ＮＰＯ団体 10 団体 1,500 1,500

新しい芸術鑑賞様式助成金
区民または区内に活動拠点を
持つ団体

25 件 10,000 20,000

文化・芸術発信の場継続給付金 区内文化施設の運営事業者 0 件 0 16,000

予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数
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予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

日本フィルハーモニー交響楽団の被災地支援活
動に対する助成金

日本フィルハーモニー交響楽
団

1 団体 1,200 950

交流協会補助金 杉並区交流協会 1 団体 52,354 51,440

芸術文化普及振興事業費補助金 杉並芸術会館指定管理者 1 団体 12,000 13,000

体育協会補助金 杉並区体育協会 1 団体 550 550

公益財団法人杉並区スポーツ振興財団運営助成
公益財団法人杉並区スポーツ
振興財団

1 団体 118,402 96,935

新型コロナウイルス感染症対策特例資金に係る
信用保証料の補助

中小事業者 45 件 13,050 12,240

創業支援資金に係る信用保証料の補助 創業する事業者 40 件 3,400 0

研究機関活用支援事業補助金 中小事業者 5 件 500 0

創業スタートアップ助成 創業する事業者 30 件 15,000 0

東京広域勤労者サービスセンター補助金
一般財団法人東京広域勤労者
サービスセンター

1 団体 26,986 27,342

商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金（活性
化事業）

指定商店会等 31 団体 169,694 72,268

商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金（イベ
ント事業）

指定商店会等 95 団体 123,595 122,112

地域連携型商店街事業費補助金（活性化事業） 指定商店会等 1 団体 2,112 24,000

地域連携型商店街事業費補助金（イベント事
業）

指定商店会等 3 団体 7,000 8,800

商店街地域力向上事業費補助金 指定商店会等 42 団体 4,134 50,000

商店街定期開催事業補助金 指定商店会等 10 団体 3,500 0

地域・経済活性化事業補助金 指定商店会等 1 団体 1,500 1,500

商店街振興組合等補助金
杉並区商店街振興組合連合
会、商店街振興組合等

18 団体 2,920 2,920

商店街振興組合等設立補助金
商店街振興組合及び事業協同
組合

1 団体 200 200

商店街装飾灯建設等助成 指定商店会等 2 団体 1,164 810

商店街装飾灯電気料・修繕費・美化費助成 指定商店会等 115 団体 53,496 59,565

商店街防犯設備の整備等に対する補助金（設置
助成）

指定商店会等 98 台 24,010 18,700

商店街防犯設備の整備等に対する補助金（電気
料・維持管理・修繕）

指定商店会等 42 団体 2,438 2,449

東京高円寺阿波おどり振興事業補助金
特定非営利活動法人東京高円
寺阿波おどり振興協会

1 団体 3,000 3,000

営農活動支援補助金 農業者 25 件 11,000 11,000

都市農地保全支援プロジェクト補助金 防災兼用農業用井戸設置者 1 件 3,330 6,659

企業的農業経営集団活動助成 企業的農業経営集団 5 団体 1,300 1,300

農業体験農園に対する補助金
農業体験農園を運営する農業
者

3 件 5,610 5,600
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予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

新ビジネススタイル事業導入助成金 中小事業者 0 件 0 40,000

チャレンジ商店街サポート事業補助金 指定商店会等 0 団体 0 6,000

地域特性にあった商店街支援事業補助金 指定商店会等 0 団体 0 10,000

商店街若手支援事業補助金 指定商店会等 0 団体 0 1,000

民生委員児童委員協議会に対する助成金
杉並区民生委員児童委員協議
会

1 団体 9,074 9,061

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会補助金（地
域福祉増進の育成助成金）

社会福祉法人杉並区社会福祉
協議会

1 団体 236,772 238,332

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会補助金（福
祉サービス利用者保護事業助成金）

社会福祉法人杉並区社会福祉
協議会

1 団体 2,740 2,700

成年後見制度利用助成事業 成年被後見人等 18 件 4,488 3,936

福祉サービス第三者評価事業補助金
民間の福祉サービス提供事業
者

39 件 15,510 14,610

福祉有償運送事業補助金 福祉有償運送運営団体 7 件 12,815 12,957

保護司会に対する助成金 杉並区保護司会 1 団体 600 600

重症心身障害者通所事業運営補助金 重症心身障害者通所施設 2 所 16,788 16,812

重症心身障害児（者）在宅レスパイト訪問看護
事業医師意見書助成金

重症心身障害児(者)在宅レス
パイト訪問看護事業登録決定
者

8 人 24 24

心身障害者団体運営助成金 心身障害者団体 15 団体 10,415 10,190

医療連携型グループホーム事業助成金
医療連携型グループホーム事
業者

1 所 17,812 17,812

重度障害者対応型グループホーム体制強化支援
事業助成金

重度障害者を受け入れるグ
ループホーム事業者

2 所 13,128 13,128

障害者地域移行支援事業補助金 グループホーム 4 所 2,500 1,200

障害者ショートステイ事業運営費補助金 障害者短期入所事業所 3 所 44,604 44,602

重症心身障害児通所事業運営補助金
重症心身障害児児童発達支援
実施施設

4 所 22,344 16,692

児童発達支援事業所運営助成金 児童発達支援事業所 10 所 12,000 12,000

児童通所支援等利用者負担助成金
児童発達支援・医療型児童発
達支援利用者

1 件 20 160

児童通所支援リハビリテーション利用者負担助
成金

児童発達支援利用者 384 件 479 401

保育所等訪問支援利用者負担助成金 保育所等訪問支援利用者 27 件 32 43

放課後等デイサービス事業所開設経費補助金 放課後等デイサービス事業所 1 所 4,800 4,800

放課後等デイサービス事業所運営補助金 放課後等デイサービス事業所 3 所 19,500 16,632

障害者地域活動支援センター事業補助 障害者地域活動支援センター 1 所 21,909 21,909

障害者地域活動支援センター事業交通費等補助
金

障害者地域活動支援センター 1 所 1,788 1,684
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予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

障害者就労継続支援サービス事業等に係る施設
借上補助金

民間障害者通所施設 18 施設 115,530 115,261

障害福祉サービス事業所交通費等補助金 民間障害者通所施設 35 施設 55,090 54,137

障害者通所施設の送迎サービス支援事業補助金 民間障害者通所施設 7 施設 10,233 9,939

障害者通所施設サービス推進事業補助金 民間障害者通所施設 34 施設 306,590 309,406

公益財団法人障害者雇用支援事業団に対する助
成金

公益財団法人杉並区障害者雇
用支援事業団

1 件 16,773 16,402

障害者福祉会館運営協議会補助金 障害者福祉会館運営協議会 1 件 4,095 4,095

重度障害者通所施設・運営に関する補助金 重度障害者通所施設運営法人 5 件 140,825 122,599

障害者支援施設マイルドハート高円寺「なでし
こ」運営費補助金

社会福祉法人　鵜足津福祉会 1 件 63,682 63,682

人工呼吸器管理障害者対応支援事業助成金 重度身体障害者通所施設 2 件 7,563 3,782

障害者通所施設「あけぼの作業所」の送迎サー
ビス補助金

社会福祉法人いたるセンター
あけぼの作業所

1 所 12,013 11,907

障害者就労施設利用者支援等事業補助金 区内障害者施設等 1 件 781 1,079

心身障害者施設整備費補助金 心身障害者施設運営事業者 2 所 39,262 39,690

障害者グループホーム防火設備整備費補助金 障害者グループホーム 2 所 5,200 5,800

精神障害者グループホーム開設準備経費補助金 障害者グループホーム 1 所 309 0

介護ロボット導入経費補助金
特別養護老人ホーム等運営事
業者

3 件 3,000 3,000

特別養護老人ホーム上井草園運営補助金 特別養護老人ホーム上井草園 1 件 200 200

自治体間連携特別養護老人ホーム運営補助金
自治体間連携特別養護老人
ホーム運営事業者

1 件 6,000 6,000

風呂っと杉並事業補助金
東京都公衆浴場業生活衛生同
業組合杉並支部

1 団体 997 1,393

いきいきクラブ運営費補助金
杉並区いきいきクラブ、連合
会

64 団体 21,137 22,820

シルバー人材センター補助金
公益社団法人杉並区シルバー
人材センター

1 件 126,626 135,966

特別養護老人ホーム等施設整備費補助金
特別養護老人ホーム等運営事
業者

9 件 102,098 394,338

介護老人保健施設整備費補助金 介護老人保健施設運営事業者 2 件 19,870 19,870

介護施設等開設準備経費補助金
特別養護老人ホーム等運営事
業者

0 件 0 10,151

地域密着型サービス拠点等整備費補助金
看護小規模多機能型居宅介護
事業所運営事業者

0 件 0 42,836

高齢者２４時間安心ヘルプ 夜間対応型訪問介護利用者 50 人 159 208

地域認知症ケア（介護）の推進事業費補助金
指定認知症対応型共同生活介
護事業者

36 所 324 324

通所型短期集中プログラム参加意見書作成費助
成金（※介護保険事業会計）

通所型短期集中プログラム参
加者

4 人 12 36

新規開設介護事業所の求人広告経費等補助金 介護保険事業者 0 団体 0 1,000
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予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

介護サービス事業者におけるICT機器等導入経費
補助金

介護保険事業者 0 団体 0 627

介護職員初任者研修等受講料助成
介護職員初任者研修等受講修
了者

52 人 5,000 4,000

介護保険サービス事業所非常勤職員健康診断等
助成金

介護保険事業者 20 団体 1,000 1,000

介護保険住宅改修に係る助成金
介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）等

25 件 50 50

在宅医療体制の推進事業補助金 一般社団法人　杉並区医師会 1 団体 6,969 6,969

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会補助金（受
験生チャレンジ支援貸付事業助成金）

社会福祉法人杉並区社会福祉
協議会

1 団体 8,600 8,600

緊急医療救護所運営協力金
災害拠点病院及び災害拠点連
携病院等

11 件 5,500 5,500

災害医療活動拠点運営協力金 一般社団法人　杉並区医師会 1 件 114 114

特定不妊治療費助成金
「東京都特定不妊治療費助成
事業」対象者

913 件 37,900 33,000

産科医等確保支援事業補助金
産科医等に分娩手当を支給す
る診療所等

700 件 2,700 2,700

新型コロナウイルス感染症に係る区内医療機関
に対する休業期間経営継続支援事業補助金

新型コロナウイルス感染症に
係る検査を実施する区内の医
療機関

5 件 6,620 33,760

新型コロナウイルス感染症発熱外来等設置支援
事業補助金

感染症診療協力医療機関等 4 件 61,440 93,696

新型コロナウイルス感染症検体採取実施運営支
援事業補助金

新型コロナウイルス感染症に
係る帰国者・接触者外来と同
様の機能を有する区内の医療
機関

0 件 0 86,400

自家発電装置等の給付
常時在宅人工呼吸器使用者の
難病以外の患者

4 件 1,248 1,248

小児任意予防接種費用助成(流行性耳下腺炎ワク
チン予防接種助成金)

流行性耳下腺炎ワクチン被接
種者の保護者

5,924 件 23,696 19,400

杉並区里帰り等による定期予防接種費用助成
里帰り先等で接種した子ども
の保護者

2,722 件 26,000 25,000

骨髄移植等による医療行為に係る任意予防接種

骨髄移植等により、接種済み
の定期予防接種の予防効果が
期待できないと医師に判断さ
れている方

3 件 966 966

ひととき保育・つどいの広場運営費等補助金
杉並区ひととき保育又はつど
いの広場運営事業者

4 団体 44,400 37,000

産後ケア事業補助金 産後ケア事業利用者 354 回 807 741

養育費確保支援事業助成金
保証契約保証料支援事業を利
用するひとり親

20 人 930 930

妊婦健康診査費用助成金 妊婦健康診査費用助成申請者 1,000 人 27,885 27,885

新生児聴覚検査費用助成金
新生児聴覚検査費用助成申請
者

800 人 2,400 2,400

認証保育所運営費等補助金 保育所等設置事業者 32 団体 283,621 471,916

私立幼稚園等園外保育補助金 私立幼稚園等設置者 37 件 7,058 7,664

私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金 私立幼稚園等園児保護者 1,813 件 108,780 115,620

認可保育所園庭確保補助金 区内認可保育所運営事業者 3 件 2,563 2,930

-156-



令和4年度 令和3年度

予算額（千円）
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幼稚園教育研修会育成補助金
杉並区幼稚園教育研修会(私立
幼稚園等設置者)

1 件 870 870

緊急1歳児受入事業補助金 保育所等設置事業者 18 団体 58,071 64,397

私立幼稚園等園児健康管理補助金 私立幼稚園等設置者 37 件 4,220 4,350

土地占用料補助金 保育所設置事業者 1 件 2,231 2,454

保育所等における児童の安全対策強化事業補助
金

保育所等設置事業者 30 団体 30,000 30,000

私立幼稚園等心身障害児教育対策費補助金 私立幼稚園等設置者 158 件 31,600 31,400

現任保育従事職員資格取得支援事業費補助金 保育所等設置事業者 53 団体 1,720 4,800

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金 保育所等設置事業者 203 団体 1,542,912 1,432,704

私立保育所等非常通報装置（学校110番）整備補
助金

保育所等設置事業者 18 団体 5,400 10,200

保育補助者雇上強化事業費補助金 保育所等設置事業者 69 団体 73,764 56,450

保育所等におけるICT化推進事業費補助金 保育所等設置事業者 36 団体 34,800 39,000

新規開設保育施設等人材確保事業費補助金 保育事業者 8 件 6,100 5,300

定期利用保育事業費補助金 保育所等設置事業者 1 団体 22,421 22,641

保育サービス推進事業補助金 保育所等設置事業者 147 団体 215,399 261,707

保育士等キャリアアップ補助金 保育所等設置事業者 161 団体 1,011,472 950,528

保育力強化事業補助金 保育所等設置事業者 9 団体 5,285 10,262

一時預かり事業（幼稚園型）補助金 私立幼稚園等設置者 25 件 167,872 153,557

長時間預かり保育事業の求人広告経費等補助金 私立幼稚園等設置者 1 件 500 500

認証保育所等保育料補助金 認証保育所等利用者 4,730 件 92,460 76,245

児童福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡
大防止対策に係る支援事業補助金

私立保育所　外 0 件 0 123,043

病後児保育室運営補助金 病後児保育運営事業者 0 件 0 5,344

病児・病後児保育事業開設準備経費 病児保育室新規開設事業者 0 件 0 12,500

青少年育成委員会補助金 青少年育成委員会 17 団体 17,000 17,000

民間学童クラブ事業運営費補助金 民間学童クラブ事業者 2 団体 22,975 22,531

母親クラブ活動費補助金
母親クラブ及び母親クラブ連
絡会

9 団体 441 441

次世代育成基金活用事業助成金 事業主催者 5 件 9,000 9,000

一級建築士育成講座等受講料助成
一級建築士資格に合格した区
職員

2 件 800 800

バリアフリー推進事業費補助金 鉄道事業者 1 団体 4,333 0
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令和4年度 令和3年度

予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

まちづくり助成金 まちづくり助成団体等 8 団体 600 600

南北バス運行経費補助金 南北バス運行事業者 2 団体 58,811 62,707

高齢者住宅利子助成 高齢者住宅建築主 11 件 23,400 24,072

老朽危険空家の除却工事費助成 老朽危険空家除却実施者 5 件 7,500 7,500

空家等利活用事業助成 利活用事業実施者 1 件 3,500 3,500

老朽建築物除却等助成
老朽建築物除却者、老朽建築
物建替者

52 件 104,000 113,000

建築物不燃化建替助成 不燃化住宅建替者 70 件 73,000 140,000

木造住宅等耐震改修等助成 建築物の所有者等 147 件 131,950 155,700

木造以外の建築物に関する耐震改修等助成 建築物の所有者等 18 件 77,550 78,803

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助
成

建築物の所有者等 15 件 878,366 1,492,183

地域防災拠点建築物耐震改修助成
特定緊急輸送道路沿道建築物
の所有者

0 件 0 124,551

ブロック塀等安全対策促進事業補助金 ブロック塀等の所有者 48 件 28,500 34,250

民営自転車駐車場育成補助金 民営自転車駐車場の設置者 3 件 4,555 5,419

雨水浸透施設設置助成金
雨水浸透施設の設置工事を行
う個人住宅等の所有者

100 戸 26,000 20,800

水害予防住宅高床化工事助成金 高床化工事を行う建築主 1 戸 2,000 2,000

防水板設置工事助成金 防水板設置工事を行う個人 4 戸 2,000 2,000

私道舗装等整備助成 私道の所有者等 40 件 147,900 149,000

私道排水設備助成 私道の所有者等 10 件 32,000 28,600

狭あい道路拡幅整備助成金 狭あい道路等拡幅整備実施者 570 件 62,320 44,000

狭あい道路拡幅整備に伴うブロック塀等の安全
対策支援事業に関する助成金

狭あい道路の拡幅整備のため
ブロック塀等の除去を行う者

5 件 10,000 27,700

都市緑地法による緑地協定に関する補助金 緑地協定締結者 1 件 200 200

接道部緑化助成金 接道部緑化実施者 35 件 5,200 3,100

屋上・壁面緑化助成金 屋上・壁面緑化整備実施者 13 件 4,670 1,514

保護樹木等補助金 保護対象樹木の所有者等 719 件 26,091 26,091

私道街路灯の電気料助成 民有灯管理団体 177 件 40,267 28,085

交通安全協会補助金
杉並・高井戸・荻窪 交通安全
協会

3 件 3,750 3,750

低炭素化推進機器等導入助成金
区民、区内中小事業者、共同
住宅管理組合等

0 件 0 40,000

再生可能エネルギー等の導入助成
区民、区内中小事業者、共同
住宅管理組合等

404 件 44,160 0
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令和4年度 令和3年度

予算額（千円）
補助金名称 交付団体名等 対象数

断熱改修等省エネルギー対策助成
区民、区内中小事業者、共同
住宅管理組合等

480 件 34,800 0

LED照明機器切替支援
集合住宅の所有者、管理組
合、中小企業者

100 件 30,000 0

電気自動車用充電設備導入助成金 区民、中小企業者 25 件 1,150 800

特定非営利活動法人すぎなみ環境ネットワーク
補助金

特定非営利活動法人すぎなみ
環境ネットワーク

1 団体 4,869 5,194

家庭用生ごみ処理機購入費補助金 家庭用生ごみ処理機購入者 200 件 3,200 1,600

在宅医療廃棄物（使用済み注射針）回収事業補
助金

杉並区薬剤師会 1 団体 500 500

浄化槽清掃経費助成金 浄化槽管理者・占有者 3 件 28 19

区立小学校ＰＴＡ連合協議会補助金
杉並区立小学校ＰＴＡ連合協
議会

1 件 423 423

区立中学校ＰＴＡ協議会補助金 杉並区立中学校ＰＴＡ協議会 1 件 477 477

学校開放連合協議会補助金 杉並区学校開放連合協議会 1 件 150 150

文化財保護奨励金 指定登録文化財所有者 111 件 1,730 1,770

文化財保存事業費補助金 指定文化財所有者 1 件 330 0

文化団体連合会補助金 杉並区文化団体連合会 1 件 350 350

8,290,967 9,701,898

※予算額については、当初予算額を記載しています。

合　　　計
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　　新規・臨時事業 款名　　総務費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
区制施行周年記念事業

　予算額 75,249 ５ストーリーズ事業経費

　特定財源 0 記念誌制作経費

　一般財源 75,249 冠事業経費

記念パレード経費

記念曲制作経費

記念式典等経費

その他経費

東日本大震災復興等支援

　予算額 518 復興等支援

　特定財源 0

　一般財源 518

区長選挙・区議会議員補欠選挙

　予算額 231,081 投票所経費

　特定財源 0 開票所経費

　一般財源 231,081 ポスター掲示場経費

選挙公報発行経費

はがき郵送公営費

立候補関係事務費

選挙人名簿調製関係費

期日前投票及び不在者投票経費

選挙啓発費

選挙執行事務費

自動車使用公営費

ポスター作成公営費

ビラ作成公営費

　任期満了日　　令和４年７月１０日
　告　示　日　　令和４年６月１２日(想定)
　投　票　日　　令和４年６月１９日(想定)
　開　票　日　　令和４年６月２０日(想定)

　投　 票   所　６７所
　期日前投票所　１４所
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　　新規・臨時事業 款名　　総務費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
区議会議員選挙

　予算額 184,232 投票所経費

　特定財源 0 開票所経費

　一般財源 184,232 ポスター掲示場経費

選挙公報発行経費

はがき郵送公営費

立候補関係事務費

選挙人名簿調製関係費

期日前投票及び不在者投票経費

選挙啓発費

選挙執行事務費

ビラ作成公営費

　任期満了日　　令和５年４月３０日
　告　示　日　　令和５年４月１６日(想定)
　投　票　日　　令和５年４月２３日(想定)
　開　票　日　　令和５年４月２３日(想定)

　投 　票　 所　６７所
　期日前投票所　１４所
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　　新規・臨時事業 款名　　総務費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
参議院議員選挙

　予算額 260,962 都支参議院議員選挙費 250,404 投票所経費
委託金

　特定財源 250,404 開票所経費

　一般財源 10,558 ポスター掲示場経費

選挙公報発行経費

選挙人名簿調製関係費

期日前投票及び不在者投票経費

選挙啓発費

選挙執行事務費

　任期満了日　　令和４年７月２５日
　告　示　日　　令和４年６月２２日(想定)
　投　票　日　　令和４年７月１０日(想定)
　開　票　日　　令和４年７月１０日(想定)

　投　 票 　所　６７所
　期日前投票所　１４所

総務費 合計

　予算額 752,042

　特定財源 250,404

　一般財源 501,638
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　　新規・臨時事業 款名　　保健福祉費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
共生型サービスの推進

　予算額 1,279 啓発セミナー等

　特定財源 0

　一般財源 1,279

医療的ケア児の相談支援体制の整備

　予算額 4,301 国庫地域生活支援事業 2,399 関係機関支援連絡会
費補助金

　特定財源 2,399 相談体制

　一般財源 1,902 支援体制

新型コロナウイルス感染症生活困窮
者自立支援金支給事業

　予算額 127,901 国庫新型コロナウイル 127,901 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援
ス感染症セーフテ 金支給事業

　特定財源 127,901 ィネット強化交付
金

　一般財源 0

業務継続のための福祉施設等従事者
へのＰＣＲ検査

　予算額 17,017 検査経費

　特定財源 0

　一般財源 17,017

区立児童相談所の設置準備

　予算額 762 設置・運営方針及び計画

　特定財源 0 子どもアドボカシー

　一般財源 762

保健福祉費合計

　予算額 151,260

　特定財源 130,300

　一般財源 20,960

-166-



　　新規・臨時事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
学校跡地活用事業

　予算額 729 その他特定財源 11,413 学校跡地活用事業
　旧新泉小学校跡地の活用

　特定財源 11,413

　一般財源 -10,684

旧杉並第四小学校維持管理

　予算額 31,061 施設維持管理経費

　特定財源 0

　一般財源 31,061

教育費 合計

　予算額 31,790

　特定財源 11,413

　一般財源 20,377
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　　投資事業 款名　　総務費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
区施設の改修・改良工事

　予算額 615,770 繰入施設整備基金繰入 307,000 区施設の改修・改良工事
金 　下井草図書館空調設備改修ほか

　特定財源 307,000

　一般財源 308,770

区役所本庁舎施設整備

　予算額 40,303 施設整備
　本庁舎地下駐車場入口改修工事ほか

　特定財源 0 　

　一般財源 40,303

総務費 合計

　予算額 656,073

　特定財源 307,000

　一般財源 349,073
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　　投資事業 款名　　生活経済費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
杉並公会堂（ＰＦＩ事業）

　予算額 829,431 サービス購入料

　特定財源 0 事業連絡会

　一般財源 829,431

高円寺地域区民センターの改修

　予算額 494,996 繰入施設整備基金繰入 96,000 改修工事
金 　所在地　　梅里一丁目22番32号

　特定財源 414,900 　（社会教育センター等併設）
区債生活経済債 318,900 　延床面積　８，００６．２３㎡

　一般財源 80,096 　　　　　　　（施設全体の面積）
　工事期間　令和３年12月～令和５年２月

工事監理

建設事務費

初度調弁

コミュニティふらっとの整備

　予算額 295,058 繰入施設整備基金繰入 42,000 （仮称）コミュニティふらっと高円寺南
金 　所在地　　高円寺南二丁目40番

　特定財源 183,400 　（高円寺図書館等併設）
区債生活経済債 141,400 　延床面積　４，７４５．２７㎡

　一般財源 111,658 　　　　　　　（施設全体の面積）
　工事期間　令和４年11月～令和６年11月

　設計
　　基本実施設計
　解体工事
　建設工事
　－令和６年度までの債務負担行為－
　工事監理
　－令和６年度までの債務負担行為－

（仮称）コミュニティふらっと上荻窪
　所在地　　上荻三丁目16番

　調査及び測量
　設計
　　基本実施解体設計
　　－令和５年度までの債務負担行為－

（仮称）コミュニティふらっと本天沼
　所在地　　本天沼二丁目12番

　調査及び測量
　設計
　　基本実施設計
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　　投資事業 款名　　生活経済費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
高円寺区民事務所の改修

　予算額 65,669 繰入施設整備基金繰入 44,000 改修工事
金 　所在地　　梅里一丁目22番32号

　特定財源 44,000 　（社会教育センター等併設）
　延床面積　８，００６．２３㎡

　一般財源 21,669 　　　　　　　（施設全体の面積）
　工事期間　令和３年12月～令和５年２月

工事監理

初度調弁

下高井戸おおぞら公園スポーツコー
トの整備

　予算額 6,533 調査及び測量

　特定財源 0 設計
　基本実施設計

　一般財源 6,533 　－令和５年度までの債務負担行為－

生活経済費合計

　予算額 1,691,687

　特定財源 642,300

　一般財源 1,049,387
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　　投資事業 款名　　保健福祉費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
保育施設の整備

　予算額 86,692 調査及び測量

　特定財源 0 解体設計
　天沼保育園

　一般財源 86,692 　西荻北児童館
　旧保育室浜田山東

解体工事
　成田保育園

物品運搬

現状復旧費

不動産鑑定

高円寺東保育園の移転整備

　予算額 193,850 繰入施設整備基金繰入 29,000 解体工事
金

　特定財源 154,600 建築工事
区債保健福祉債 125,600 　所在地　　高円寺南二丁目40番

　一般財源 39,250 　（高円寺図書館等併設）
　延床面積　４，７４５．２７㎡
　　　　　　　（施設全体の面積）
　工事期間　令和４年11月～令和６年11月
　－令和６年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和６年度までの債務負担行為－

設計
　基本実施設計

（仮称）子ども・子育てプラザ善福
寺の整備

　予算額 102,215 繰入施設整備基金繰入 69,000 改修工事
金 　所在地　　善福寺一丁目18番９号

　特定財源 69,000 　延床面積　６６１．５０㎡
　工事期間　令和４年３月～令和４年８月

　一般財源 33,215
初度調弁

改修事務費

学童クラブの整備

　予算額 63,488 繰入施設整備基金繰入 35,000 初度調弁
金

　特定財源 35,000 改修工事
　宮前北第二学童クラブ（宮前中学校内）

　一般財源 28,488
設計
　高井戸学童クラブ（校内育成室）
　（高井戸小学校内）
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　　投資事業 款名　　保健福祉費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
富士見丘小学校学童クラブの整備

　予算額 34,830 国庫子ども・子育て支 19,272 建築工事
援整備交付金 　所在地　　久我山二丁目19番

　特定財源 31,538 　（富士見丘小学校併設）
都支学童クラブ整備費 4,266 　延床面積　４２６．１２㎡

　一般財源 3,292 補助金 　工事期間　令和３年９月～令和５年６月
　－令和５年度までの債務負担行為－

繰入施設整備基金繰入 8,000
金 工事監理

　－令和５年度までの債務負担行為－

区立児童相談所の整備

　予算額 29,912 設計
　基本実施設計

　特定財源 0 　－令和５年度までの債務負担行為－

　一般財源 29,912 調査及び測量

阿佐谷児童館の移転整備

　予算額 32,629 解体工事

　特定財源 0

　一般財源 32,629

久我山東保育園の移転整備

　予算額 301,188 繰入施設整備基金繰入 51,000 建築工事
金 　所在地　　久我山五丁目１７番

　特定財源 267,000 　延床面積　９５７．７２㎡
区債保健福祉債 216,000 　工事期間　令和３年７月～令和４年11月

　一般財源 34,188
工事監理

初度調弁

建設事務費

機械警備

天沼保育園の移転整備

　予算額 61,785 繰入施設整備基金繰入 46,000 事業委託
金 　所在地　　天沼二丁目30番

　特定財源 46,000 　延床面積　８５８．８５㎡
　委託期間　令和３年３月～令和５年７月

　一般財源 15,785 　－令和５年度までの債務負担行為－
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　　投資事業 款名　　保健福祉費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
高円寺北子供園の改修

　予算額 11,318 建築工事
　所在地　　高円寺北二丁目14番

　特定財源 0 　（次世代型科学教育の新たな拠点等併設）
　延床面積　９６８．１５㎡

　一般財源 11,318 　工事期間　令和４年４月～令和５年９月
　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

工事監理
　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

初度調弁

建設事務費

機械警備

杉二学童クラブの整備

　予算額 62,055 国庫子ども・子育て支 13,656 仮設学童クラブ賃貸借
援整備交付金 　－令和６年度までの債務負担行為－

　特定財源 26,472
都支学童クラブ整備費 4,816 建築工事

　一般財源 35,583 補助金 　所在地　　成田西三丁目４番
　（杉並第二小学校併設）

繰入施設整備基金繰入 8,000 　延床面積　５００．２７㎡
金 　工事期間　令和３年12月～令和５年11月

　－令和５年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和５年度までの債務負担行為－

子ども家庭支援センターの整備

　予算額 36,780 高井戸子ども家庭支援センター
　所在地　　浜田山四丁目18番

　特定財源 0 　（浜田山保育園併設）
　延床面積　２３５．０４㎡

　一般財源 36,780 　工事期間　令和４年11月～令和５年３月

高井戸西子供園の改築

　予算額 14,947 調査及び測量

　特定財源 0 設計
　解体基本実施設計

　一般財源 14,947 　－令和５年度までの債務負担行為－

（仮称）子ども・子育てプラザ下高
井戸の整備

　予算額 7,123 設計
　実施設計

　特定財源 0

　一般財源 7,123
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　　投資事業 款名　　保健福祉費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要

保健福祉費合計

　予算額 1,038,812

　特定財源 629,610

　一般財源 409,202
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　　投資事業 款名　　都市整備費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
鉄道連続立体交差化の推進

　予算額 123,630 都支都市計画鉄道連続 18,124 連続立体交差事業促進協議会
立体交差事業費補

　特定財源 18,140 助金 連続立体交差事業

　一般財源 105,490 その他特定財源 16 京王線沿線まちづくり

西武新宿線沿線まちづくり

踏切対策

区営住宅の住環境整備

　予算額 139,494 国庫社会資本整備総合　　 30,215 バリアフリー施策の実施
交付金

　特定財源 139,494 長寿命化修繕
繰入区営住宅整備基金 109,279

　一般財源 0 繰入金

ブロック塀等安全対策支援事業

　予算額 32,790 国庫社会資本整備総合 6,199 ブロック塀等安全対策支援事業
交付金 　ブロック塀等改修助成

　特定財源 9,084
都支ブロック塀等安全 2,885

　一般財源 23,706 対策促進事業補助
金

自転車駐車場等整備

　予算額 4,555 民営駐車場整備補助事業
　民営自転車駐車場育成補助

　特定財源 0

　一般財源 4,555

私道整備助成

　予算額 180,799 私道整備助成
　舗装新設・改修

　特定財源 0 　排水整備
　透水性舗装

　一般財源 180,799

道路の路面改良

　予算額 860,546 国庫社会資本整備総合交 3,500 安全で快適な道路づくり
付金 　路面改良

　特定財源 145,495 　特別区道第542号路線
その他特定財源 141,995 　－令和５年度までの債務負担行為－

　一般財源 715,051
雨水対策のとりくみ
　雨水桝浸透化
　透水性舗装
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　　投資事業 款名　　都市整備費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
魅力ある歩行者優先の道づくり

　予算額 81,748 国庫社会資本整備総合 6,000 身近なアクセス道路の整備
交付金 　水のみち整備

　特定財源 20,420
都支無電柱化整備事業 14,420 生活道路の整備

　一般財源 61,328 費補助金
安全な暮らしの道の整備

無電柱化の推進

都市計画道路の整備

　予算額 218,250 都支特別区道整備事業 43,550 第四次事業化計画
費補助金 　補助１３２号線

　特定財源 43,550 　物件調査及び補償算定等業務委託
　－令和６年度までの債務負担行為－

　一般財源 174,700 　補助２２１号線

狭あい道路拡幅整備

　予算額 1,186,000 国庫社会資本整備総合 272,000 狭あい道路拡幅整備
交付金

　特定財源 274,500 拡幅整備助成
都支東京都防災密集地 2,500

　一般財源 911,500 域総合整備事業補 重点整備路線等拡幅整備
助金

重点整備路線等拡幅整備助成

狭あい道路の拡幅に関する協議会

水害多発地域対策の推進

　予算額 19,027 雨水排水能力の強化
　改良型グレーチング蓋設置

　特定財源 0 　雨水排水施設の増強等

　一般財源 19,027 雨水浸透・貯留能力の強化

橋梁の長寿命化と補強・改良

　予算額 77,666 橋梁の長寿命化

　特定財源 0 橋梁の補強・改良

　一般財源 77,666 都橋梁架替に伴う拡幅等
　橋梁架替に伴う建設負担金

　神通橋整備工事に係る建設負担金
　－令和５年度までの債務負担行為－

　大松橋整備工事に係る建設負担金
　－令和５年度までの債務負担行為－

　大成橋整備工事に係る建設負担金
　－令和９年度までの債務負担行為－
　　(令和４年度予算計上はなし)
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　　投資事業 款名　　都市整備費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
水辺環境の整備

　予算額 1,934 護岸・河床施設等の改良

　特定財源 0 水辺広場の整備

　一般財源 1,934 善福寺川「水鳥の棲む水辺」創出

雨水流出抑制対策等工事助成

　予算額 30,588 都支雨水流出抑制助成 6,000 雨水浸透施設設置工事の助成
事業補助金

　特定財源 6,000 水害対策家屋工事助成

　一般財源 24,588

街路灯の新設・改修

　予算額 221,578 街路灯の新設

　特定財源 0 街路灯の改修

　一般財源 221,578

民有灯の助成（建設補助）

　予算額 94,695 私道街路灯の新設

　特定財源 0 私道街路灯の改修

　一般財源 94,695

交通安全施設の整備

　予算額 165,364 国庫社会資本整備総合 1,000 交通安全施設の新設改良
交付金 　道路反射鏡

　特定財源 1,000 　自発光式交差点鋲
　地点名標識板

　一般財源 164,364 　白線整備
　視覚障害者誘導用標示
　すべり止め舗装
　防護柵
　道路案内標識
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　　投資事業 款名　　都市整備費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
公園等の整備

　予算額 681,268 国庫文化財保存事業補 152,964 地域公園の整備
助金 　桃井原っぱ公園整備事業負担金

　特定財源 428,489 　－令和12年度までの債務負担行為－
都支都市計画公園事業 70,143

　一般財源 252,779 費補助金 　馬橋公園の整備
　－令和５年度までの債務負担行為－

都支文化財保存事業費 76,482
補助金 　下高井戸おおぞら公園の整備

区債都市整備債 128,900 身近な公園の整備
　（仮称）荻外荘公園の整備
　　整備工事
　　－令和６年度までの債務負担行為－
　　展示委託
　　－令和６年度までの債務負担行為－
　　追加用地基本実施設計
　　－令和５年度までの債務負担行為－

　富士見丘北公園の整備
　　－令和５年度までの債務負担行為－

　（仮称）杉並第八小学校跡地公園の整備

　梅里児童遊園の整備

公園のリニューアル

　予算額 248,436 国庫社会資本整備総合 15,155 公園のリニューアル
交付金 　安心・安全な遊具等の改修

　特定財源 15,155 　球戯場の改修

　一般財源 233,281 雨水浸透・貯留能力の強化

ドッグランの整備

　予算額 22,308 設計

　特定財源 0 工事
　－令和５年度までの債務負担行為－

　一般財源 22,308

都市整備費合計

　予算額 4,390,676

　特定財源 1,101,327

　一般財源 3,289,349
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　　投資事業 款名　　教育費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
特別支援学級・学校の環境整備

　予算額 31,466 設計
　済美養護学校中学部改修工事

　特定財源 0 　特別支援学級増教室対応

　一般財源 31,466

済美教育センター環境整備

　予算額 19,887 設計
　済美養護学校中学部改修工事

　特定財源 0 　旧永福図書館改修工事
　永福北保育園改修工事

　一般財源 19,887

小学校の施設整備

　予算額 512,755 国庫学校施設建設費補 9,203 施設整備
助金 　校舎屋上防水　　　　 １校

　特定財源 261,830 　給食室改修　　　　　 １校
都支防災機能強化のた 11,627 　便所・排水管改修　　 １校

　一般財源 250,925 めの都公立学校施 　照明設備取替　　     ２校
設トイレ整備支援 　受変電設備取替　　   １校
事業補助金 　雨水流出抑制対策　　 １校

繰入施設整備基金繰入 241,000 その他施設整備
金 　教室増改修ほか　　　　延７校

施設整備の事務経費

小学校空調設備整備

　予算額 142,584 国庫学校施設建設費補 21,429 設置工事
助金 　給食室空調機設置工事６校

　特定財源 71,930 　学習室空調機設置工事３校
都支公立学校施設冷房 12,501

　一般財源 70,654 化支援特別事業補
助金

賃貸借
繰入施設整備基金繰入 38,000 　屋内運動場空調機賃貸借　　２８校

金
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　　投資事業 款名　　教育費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
富士見丘小・中学校の改築
（小学校費）

　予算額 688,687 国庫学校施設建設費負 21,243 調査及び測量
担金 　埋蔵文化財本掘調査

　特定財源 627,109
国庫学校施設建設費補 88,366 改築工事

　一般財源 61,578 助金 　所在地　　久我山２丁目19番
　（富士見丘学童クラブ併設）

繰入施設整備基金繰入 78,000 　延床面積　８，８７２．３６㎡
金 　　　　　　　（学童クラブ含む）

　工事期間　令和３年９月～令和５年６月
区債教育債 439,500 　－令和５年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和５年度までの債務負担行為－

建設事務費

厨房機器購入
　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

杉並第二小学校の改築

　予算額 648,504 国庫学校施設建設費負 39,916 設計
担金 　実施設計

　特定財源 543,209
国庫学校施設建設費補 79,593 土地建物等借料

　一般財源 105,295 助金 　仮設建物借料
　－令和６年度までの債務負担行為－

繰入施設整備基金繰入 64,000
金 改築工事

　所在地　　成田西三丁目４番
区債教育債 359,700 　(杉二学童クラブ等併設)

　延床面積　８，８５９．９９㎡
　　　　　　　（学童クラブ含む）
　工事期間　令和３年12月～令和５年11月
　－令和５年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和５年度までの債務負担行為－

建設事務費

開校準備

厨房機器購入
　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

小学校の長寿命化改修

　予算額 281,282 繰入施設整備基金繰入 137,000 久我山小学校　設計・工事
金

　特定財源 137,000 堀之内小学校放送設備改修　工事

　一般財源 144,282
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　　投資事業 款名　　教育費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
高井戸小学校の増築

　予算額 38,179 調査及び測量

　特定財源 0 設計
　基本設計・実施設計

　一般財源 38,179
建設事務費

中学校の施設整備

　予算額 318,944 国庫学校施設建設費補 18,045 施設整備
助金 　校舎外壁補修　　　　  １校

　特定財源 178,103 　便所・排水管改修　　　１校
都支防災機能強化のた　 21,058 　受変電設備取替　　　　１校

　一般財源 140,841 めの都公立学校施
設トイレ整備支援 その他施設整備
事業補助金 　屋内運動場床改修ほか　　　　　延６校

繰入施設整備基金繰入 139,000
金

中学校空調設備整備

　予算額 92,892 国庫学校施設建設費補 15,715 設置工事
助金 　給食室空調機設置工事４校

　特定財源 51,882 　学習室空調機設置工事２校
都支公立学校施設冷房 9,167

　一般財源 41,010 化支援特別事業補 賃貸借
助金 　屋内運動場空調機賃貸借　　１３校

繰入施設整備基金繰入 27,000
金

富士見丘小・中学校の改築
（中学校費）

　予算額 3,168 設計
　工事費再見積委託

　特定財源 0 　－令和５年度までの債務負担行為－

　一般財源 3,168 建設事務費

中瀬中学校の改築

　予算額 232,199 設計
　実施設計

　特定財源 0
建設事務費

　一般財源 232,199
仮設建物借料
 仮設校舎賃借
　－令和７年度までの債務負担行為－

改築工事
 切り回し工事

解体工事
　－令和５年度までの債務負担行為－

-184-



　　投資事業 款名　　教育費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
中学校の長寿命化改修

　予算額 175,985 国庫学校施設建設費補 38,045 設計
助金 　高井戸中学校照明設備改修工事設計ほか

　特定財源 112,297
都支防災機能強化のた 17,252 工事費

　一般財源 63,688 めの都公立学校施 　高井戸中学校校舎内装改修工事ほか
設トイレ整備支援
事業補助金

繰入施設整備基金繰入 57,000
金

神明中学校の改築

　予算額 69,793 調査及び測量

　特定財源 0 設計
　基本設計

　一般財源 69,793
建設事務費

西宮中学校の改築

　予算額 900 建設事務費

　特定財源 0

　一般財源 900

社会教育センターの改修

　予算額 2,043,884 繰入施設整備基金繰入 407,000 改修工事
金 　所在地　　梅里一丁目22番32号

　特定財源 1,754,034 　（高円寺地域区民センター等併設）
区債教育債 1,347,000 　延床面積　８，００６．２３㎡

　一般財源 289,850 　　　　　　　（施設全体の面積）
その他特定財源 34 　工事期間　令和３年12月～令和５年２月

工事監理

主管課工事

仮設移転
　美術品輸送・保管
　楽器修繕・保管

仮設維持管理

初度調弁
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　　投資事業 款名　　教育費　

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
高円寺図書館の移転改築

　予算額 378,236 繰入施設整備基金繰入 64,000 設計
金 　実施設計

　特定財源 276,800
区債教育債 212,800 建設事務費

　一般財源 101,436
改築工事
　所在地　　高円寺南二丁目40番
　((仮称)コミュニティふらっと高円寺南等併設)

　延床面積　４，７４５．２７㎡
　　　　　　　（施設全体の面積）
　工事期間　令和４年11月～令和６年11月
　－令和６年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和６年度までの債務負担行為－

解体工事

次世代型科学教育の新たな拠点等の
整備

改修工事費
　予算額 6,120 　所在地　　高円寺北二丁目14番

　（高円寺北子供園等併設）
　特定財源 0 　延床面積　６，３６３．３４㎡

　　　　（高円寺北子供園等含む）
　一般財源 6,120 　工事期間　令和４年４月～令和５年９月

　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

工事監理
　－令和５年度までの債務負担行為－
　（令和４年度予算計上はなし）

改修維持管理

教育費 合計

　予算額 5,685,465

　特定財源 4,014,194

　一般財源 1,671,271
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1　国民健康保険事業会計予算総括表

歳　　入 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 52,511,104 52,236,854 274,250 100.5 100.0

歳　　出 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 52,511,104 52,236,854 274,250 100.5 100.0

3年度予算額

2 2 0 100.0

99.1

科　　　　　　目 4年度予算額 差 引 増 減 額

国 民 健 康 保 険 料 15,430,727 14,746,508 684,219 104.6 29.4

220,000 220,000 0 100.0 0.4

一 部 負 担 金 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 72 72 0 100.0 0.0

国 庫 支 出 金 1 1 0 100.0 0.0

都 支 出 金 31,902,853 32,194,047 △ 291,194 60.8

繰 入 金 4,902,364 5,000,820 △ 98,456 98.0 9.3

繰 越 金

諸 収 入 55,085 75,404 △ 20,319 73.1 0.1

科　　　　　　目 4 年 度 予 算 額 3 年 度 予 算 額 差 引 増 減 額

総 務 費 1,134,650 1,150,508 △ 15,858 98.6 2.2

保 険 給 付 費 31,473,261 31,796,254 △ 322,993 99.0 59.9

国民健康保険事業費納付金 18,908,703 18,330,254 578,449 103.2 36.0

1.2

諸 支 出 金

共 同 事 業 拠 出 金 7 8 △ 1 87.5 0.0

100.0 0.4

14,753 112.0 0.3

保 健 事 業 費 656,525 636,625 19,900 103.1

137,958 123,205

予 備 費 200,000 200,000 0
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養諸

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 基 礎 数 値

被 保 険 者 世 帯 数 ８５，９３２世帯

被 保 険 者 数 １１１，９６０人

保
険
料
率
等
※

基 礎 分
所 得 割 料 率 ７．３６／１００

均 等 割 額 ４３，５００円

後期高齢者
支 援 分

所 得 割 料 率 ２．１８／１００

均 等 割 額 １２，９００円

介 護 分
所 得 割 料 率 ２．１１／１００

均 等 割 額 １７，３００円

療養諸費
一人当り費用額 ３２７，７９０円

受 診 回 数 ９．６９回

出 生 率 ３．５７／１，０００

（ 出 産 育 児 件 数 ） （４００件）

死 亡 率 ４．４７／１，０００

（ 葬 祭 件 数 ） （５００件）

※　 保険料率等については、令和4年度当初予算編成時点での
　　  暫定数値のため、 確定数値ではありません。

○ 平成 27 年 5 月の法改正により、平成 30 年度に制度改革が実施され、都道

府県が国民健康保険事業の財政運営の責任主体となっています。都は、

区市町村ごとの納付金を決定するとともに、保険給付に必要な費用を区市

町村に交付します。区では、資格管理や保険給付、保険料率の決定、賦

課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を担います。 

○ 被保険者数は、111,960 人を見込み、国民健康保険事業費納付金の増な

どにより、会計規模は 0.5%の増となっています。 
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2　介護保険事業会計予算総括表

歳　　入 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 45,236,946 43,865,463 1,371,483 103.1 100.0

歳　　出 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 45,236,946 43,865,463 1,371,483 103.1 100.0

0.297,577

101.2 5.3

38,120 164.1基 金 積 立 金 59,457

2,369,057 29,218

154.5 0.01,051

12,102 116.5 0.0

財 産 収 入 1,624 573

11,693,651 103.2 25.8

6,476,464 103.26,277,474

359,486

16.9

1

9,951,795

0

繰 入 金

諸 収 入

4 年 度 予 算 額 3 年 度 予 算 額

7,639,755

14,102

7,119,206

34,719 △ 1,089

93.0

451,402

差 引 増 減 額

差 引 増 減 額

0

9,134,949

1

520,549

2,000

寄 附 金

繰 越 金

科　　　　　　目

0.133,630 96.9

1 100.0 0.0

107.3

保 険 給 付 費

99.6 1.0△ 1,636

42,075,587 40,771,806

453,038総 務 費

都 支 出 金 198,990

295,221

20.2

22.7

100.0△ 4,247

0.0

14.3

116.5

1 100.0

11,334,165

1,303,781

科　　　　　　目

介 護 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

100.0 0.5予 備 費 200,000 200,000 0

4 年 度 予 算 額 3 年 度 予 算 額

9,130,702

地 域 支 援 事 業 2,398,275

10,247,016 103.0

103.2

0.0諸 支 出 金 14,105 12,105 2,000
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１２１，６６４人

６，２００円

介護保険事業会計基礎数値

第１号被保険者数

保険料基準月額

要介護等認定者数

一人当り年間サービス費

２６，８０４人

１，５６８，０００円

○ 令和４年度は、第 8 期介護保険事業計画に基づく２年目となります。保険料の

基準月額は、第７期と同様 6,200 円です。また、要介護等認定者は、26,804

人を見込み、会計規模は 3.1％の増となっています。 
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3　後期高齢者医療事業会計予算総括表

歳　　入 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 14,990,887 14,051,890 938,997 106.7 100.0

歳　　出 （単位：千円）

前 年 比 構 成 比

（％） （％）

合　　　　　　計 14,990,887 14,051,890 938,997 106.7 100.0

科　　　　　　目

2.7

0.215,000 7,000

387,834 105.2

146.5

19,990

103.6 1.5

3.4

0.17,00022,054

保 健 事 業 費

100.0 0.7

15,054

予 備 費 100,000 100,000 0

諸 支 出 金

107.6595,847

146.7

509,554 474,500 107.435,054

13,929,539 13,084,538

157,298

92.9106.5845,001

7,840

44,102

228,340 220,500

1.4

広 域 連 合 納 付 金

128.0

差 引 増 減 額4 年 度 予 算 額 3 年 度 予 算 額

保 険 給 付 費

総 務 費 201,400

0.002

56.3

3 年 度 予 算 額

8,445,443

差 引 増 減 額

7,849,596

100.0

科　　　　　　目

後期高齢者医療保険料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 越 金

2

諸 収 入

4 年 度 予 算 額

407,824

22,000

繰 入 金 6,115,618 5,799,458 316,160 105.5 40.8
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８８１,８９０円

６４,０００人

１３１，１１１円

後期高齢者医療事業会計基礎数値

被保険者数

保険料一人平均

一人当り年間給付費

○ 後期高齢者医療制度は、75 歳以上の高齢者（65 歳～74 歳で一定の障害があり

東京都後期高齢者医療広域連合の認定を受けた者を含む。）を対象とした医療

制度です。区は制度の実施主体である東京都後期高齢者医療広域連合と役割

分担をして運営を行っています。 

広域連合納付金の増などにより、会計規模は 6.7％の増となっています。 
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歳入科目：歳入科目は、収入を性質別に分類したものです。 

 

款 内    容 

特 別 区 税 
特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税及び入湯税です。区の最も基

幹的な財源となっています。 

地 方 譲 与 税 

自動車重量税・地方揮発油税を原資とし区道の延長及び面積に応じて交

付される自動車重量譲与税・地方揮発油譲与税、私有林人口面積並びに

林業就業者数及び人口に応じて交付される森林環境譲与税があります。 

利 子 割 交 付 金 
利子所得にかかる利子割を原資とし、個人都民税収入決算割合に応じて

交付されるものです。 

配 当 割 交 付 金 
配当所得にかかる配当割を原資とし、個人都民税収入決算割合に応じて

交付されるものです。 

株式等譲渡所得割交付金 
株式等の譲渡所得にかかる譲渡所得割を原資とし、個人都民税収入決算

割合に応じて交付されるものです。 

地 方 消 費 税 交 付 金 

消費税と併せて徴収される地方消費税の 1/2 を原資として交付されるも

のです。令和元年 10 月に地方消費税率が 1.7％から 2.2％に引き上げら

れ、引き上げられた増収分は全額、人口により按分して交付されます。 

自 動 車 税 環 境 

性 能 割 交 付 金 

消費税率 10％への引上げ時に、自動車取得税を廃止するとともに、自動

車のグリーン化機能を維持・強化するため、環境性能割に応じて課税す

るもので、区道の延長及び面積に応じて交付されるものです。 

地 方 特 例 交 付 金 減収補てん（住宅ローン控除等）に対して交付されるものです。 

特 別 区 財 政 交 付 金 

固定資産税、特別区民税法人分、特別土地保有税及び法人事業税交付対

象額等を原資とし、都区財政調整制度に基づき、一定割合を交付される

ものです。 

交通安全対策特別交付金 
交通反則金を原資として、道路交通安全施設整備の経費に充てるため、

交通事故の発生件数、人口等に応じ交付されるものです。 

分 担 金 及 び 負 担 金 
特定の事業に要する経費に充てるため、一定の利益を受ける者から賦課

徴収するものです。 

使 用 料 及 び 手 数 料 公の施設の利用や役務の提供について徴収するものです。 

国 庫 支 出 金 
特定の事業に充てるため、一定の条件のもとに国から支出されるもので、

国庫負担金・国庫補助金・国庫委託金があります。 

都 支 出 金 
特定の事業に充てるため、一定の条件のもとに都から支出されるもので、

都負担金・都補助金・都委託金があります。 

財 産 収 入 基金や財産の運用や物品の売払に伴う収入です。 

寄 附 金 
区へ無償譲渡された金銭で、使途を特定しない一般寄附金と、使途を指

定した指定寄附金があります。 

繰 入 金 基金や他の会計からの繰入金です。 

繰 越 金 前年度から繰り越された金額です。 

諸 収 入 他の歳入科目の区分に該当しないすべての収入です。 

特 別 区 債 特定の建設事業等の財源に充てるため起こした区債の収入額です。 

 

 用語の解説 

-196-



政策経営部財政課
〒１６６－８５７０　杉並区阿佐谷南１－１５－１

℡ ０３－３３１２－２１１１（代表）

●　この印刷物は、再生紙を使用しています

登録印刷物番号

03-0083

令和4年１月発行

令和4年度　区政経営計画書



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	000表紙
	001合紙1
	002目次(0123修正)
	010第１章まとめ
	0101 02予算編成の概要目次【220123修正】
	0110予算の基本的な考え方（区政経営計画書）0123修正
	0120 Ⅰー2　新基本構想・新総合計画等について（区
	0130_①－１【原稿】基本構想の実現に向けた８つの分野別等の重点事業0123修正
	0140_各会計予算規模
	0140_各会計予算規模【220120修正】
	0141_財政規模の推移
	0150_歳入の状況（一般会計）
	0151_主な歳入（財政計画）の概要
	0160歳出の状況（一般会計）
	0161_主な歳出（財政計画）の概要
	0170_地方消費税率の引上げによる増収分の使途
	0180_2合紙1
	0180_区財政の現状_220121修正
	0190_総合計画施策体系別の主な事業0123※予算額集計中
	0200区政経営 
	0210協働 
	0220デジタル 

	011合紙1 - コピー
	020第２章まとめ
	0200_主要事業の概要目次
	0200_主要事業の見方02
	0210_完成版01_政策経営部
	0220_完成版02_総務部0123修正
	0230_完成版03_区民生活部0123修正
	0240_完成版04_保健福祉部0123修正
	0250_完成版05_子ども家庭部
	0260_完成版06_都市整備部
	0270_完成版07_環境部
	0280_完成版08_教育委員会事務局0123修正

	030第３章まとめ
	0301 一般会計目次
	0301_01合紙1
	0301-2 _(白色）一般会計
	0310_一般会計予算総括表（歳出）_R04
	0311_一般会計歳出の状況／予算１万円換算_R04【220123修正】
	0312_一般会計予算総括表（歳入）_R04
	0320_部別予算額_R04
	0330・40_繰越明許・債務負担行為_R04
	0350_地方債_R04
	0360_補助金の調べ（確定版0123）
	0361合紙1 - コピー
	0370（黄色)新規 臨時 
	0371完成版_2款_総務費（新規・臨時）
	0372完成版_4款_保健福祉費（新規・臨時）
	0373完成版_7款_教育費（新規・臨時）
	0374合紙1 
	0380　(黄色)投資 
	0381完成版_2款_総務費（投資）
	0382完成版_3款_生活経済費（投資）
	0383完成版_4款_保健福祉費（投資）
	0384完成版_5款_都市整備費（投資）
	0385完成版_7款_教育費（投資）

	040第４章まとめ
	0400_特別会計目次
	0401 _(白色）特別会計
	0410_国保(0121修正)_
	0420_介護
	0430_後期会計

	0450用語の解説
	9999_背表紙・奥付
	9999_裏表紙_
	
	0101 02予算編成の概要目次【220123修正】
	0110予算の基本的な考え方（区政経営計画書）0123修正
	0120 Ⅰー2　新基本構想・新総合計画等について（区
	0130_①－１【原稿】基本構想の実現に向けた８つの分野別等の重点事業0123修正
	0140_各会計予算規模【220120修正】
	0141_財政規模の推移
	0150_歳入の状況（一般会計）
	0151_主な歳入（財政計画）の概要
	0160歳出の状況（一般会計）
	0161_主な歳出（財政計画）の概要
	0170_地方消費税率の引上げによる増収分の使途
	0180_2合紙1
	0180_区財政の現状_220121修正
	0190_総合計画施策体系別の主な事業0123※予算額集計中
	0200区政経営 
	0210協働 
	0220デジタル 




